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1 

はじめに 

 
 神戸市では、市民のだれもが、性別によって活動を制限されることなく個人

として尊重され、自律的に自分らしい生き方を選択することができる夢と活力

あふれるまちを、市民・事業者のみなさんとの協働により築くことをめざして、

平成 15年 3月に「神戸市男女共同参画の推進に関する条例」を制定いたしまし
た。 
また、平成 16年 4月には、条例に基づき、男女共同参画の推進に関する施策
を総合的、計画的に実施するための基本計画として「神戸市男女共同参画計画」

を策定し、平成 20年 3月には、「神戸市男女共同参画計画（第 2次）」を策定い
たしました。 
男女の人権の尊重、政策や方針の立案及び決定への共同参画の機会確保など

の基本理念を実現するため、男女共同参画の施策は多肢にわたっていますが、

ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）の推進と、配偶者等からの暴

力（DV）の防止・被害者支援を、特に重点的に取り組むべき柱と位置づけ、関
係各局が連携して取り組んでいます。 
これらの取り組みについて､市民・事業者のみなさんにも関心をもっていただ

き、連携できるところはいっしょに取り組み、協働して男女共同参画を進めて

いくことが、豊かな生活文化を備えたまちづくりにもつながると考えています。 
 この年次報告書は、条例に基づき、「神戸市男女共同参画計画（第 2 次）」に
基づいた施策の実施状況等について取りまとめたものです。 
 この報告書が、市民・事業者のみなさんの男女共同参画についての関心と理

解を一層深めていただくための一助となり、男女共同参画社会づくりの取り組

みについて考えていただく契機となれば幸いです。 

 
 
平成 22年 10月 

 
                      神戸市長  矢 田 立 郎 



 

 

 

 

 

 １ 神戸市の男女共同参画の現状 
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HDI（人間開発指数） GEM（ｼﾞｪﾝﾀﾞｰ・ｴﾝﾊﾟﾜｰﾒﾝﾄ指数） 

順位 国名 順位 国名 順位 国名 

1  ﾉﾙｳｪｰ 1  ｽｳｪｰﾃﾞﾝ 12 ｶﾅﾀﾞ 
2  ｵｰｽﾄﾗﾘｱ 2  ﾉﾙｳｪｰ 13  ｽｲｽ 
3  ｱｲｽﾗﾝﾄﾞ 3  ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ 14 ﾄﾘﾆﾀﾞｰﾄﾞ･ﾄﾊﾞｺﾞ

4  ｶﾅﾀﾞ 4  ﾃﾞﾝﾏｰｸ 15 英国 
5  ｱｲﾙﾗﾝﾄﾞ 5  ｵﾗﾝﾀﾞ 16 ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ 
6 ｵﾗﾝﾀﾞ 6  ﾍﾞﾙｷﾞｰ 17  ﾌﾗﾝｽ 
7  ｽｳｪｰﾃﾞﾝ 7  ｵｰｽﾄﾗﾘｱ ・ ・ 
８ ﾌﾗﾝｽ 8  ｱｲｽﾗﾝﾄﾞ ・ ・ 
9 ｽｲｽ 9  ﾄﾞｲﾂ ･ ・ 

10  日本 10  ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ ･ ・ 
11  ﾙｸｾﾝﾌﾞﾙｸ 11 ｽﾍﾟｲﾝ 57 日本 
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男女共同参画をデータでみると・・・ 

HDI：基本的な人間の能力がどこま

で伸びたかを測るもので、「長寿を

全うできる健康的な生活」、「教育」

及び「人間らしい生活」という人

間開発の３つの側面を簡略化した

指数。182 か国中の順位。 

GEM：女性が政治及び経済活動に参

加し、意思決定に参加できるかど

うかを測るもの。具体的には、国

会議員に占める女性割合、専門

職・技術職に占める女性割合、管

理職に占める女性割合及び男女の

推定所得を用いて算出。109 か国

中の順位。 

資料：神戸市調べ (各年 3 月末時点)

○ＨＤＩ（人間開発指数）とＧＥＭ  （ジェンダー・エンパワーメント指数） 

基本目標Ⅰ あらゆる分野への男女共同参画の促進 

資料：ＵＮＤＰ（国連開発計画）“Human Development Report 2009” 

課題１ 政策・方針決定の場への女性の参画の促進 

施策の方向・・・（１）市政への女性の参画の促進  

（２）企業・団体などにおける女性の方針決定への参画の促進 

（３）政治・選挙への女性の参加・参画の促進  

（４）市における女性職員の職域拡大と登用促進 

○審議会における女性委員の登用率 【神戸市目標】22 年度までに 35%（施策方針） 

年

％ 
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職種 採用女性職員数（人）

(15～22 年度累計) 
割合 

（％） 
一般行政職 247 41.0 
消防吏員 25 7.9 
看護師 806 96.4 
保育士 179 96.8 
保健師 62 98.4 
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○市職員採用数に占める女性の割合 

○市の女性管理職（一般行政職・課長級以上）の比率 

資料：神戸市調べ 
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○神戸市会議員選挙投票率（平成 19 年 4 月 8 日）

＊神戸市会議員選挙の投票状況を年齢層・男女別に選挙人名簿正本から抽出したもの

＊抽出数は 15,080 人で、神戸市有権者数の約 1.24% 

資料：神戸市調べ 

資料：神戸市調べ (各年度 4 月 1 日現在) 
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○市の係長昇任選考受験率（一般行政職） 

課題２ 家庭生活・地域社会への男女共同参加・参画の促進 

施策の方向・・・（１）家事・育児・介護への男性の参加・参画の促進  

（２）地域活動・市民活動への男女共同参加・参画の促進  

○夫婦の生活時間 

○「夫は外で働き、妻は家庭を守るべきである」という考え

資料：神戸市調べ 

夫
も
妻
も 

有
業
の
世
帯 

夫
が
有
業
で
妻
が 

無
業
の
世
帯 

資料：総務省「社会生活基本調査」（平成 18 年） 

神 

戸 

市

全 
 

国 

資料：神戸市／市政アドバイザー意識調査 

（平成 21 年 8 月 第 10 期市政アドバイザー)  

   全 国／内閣府「男女共同参画社会に関する世論調査」 

       （平成 21 年 10 月） 

時間 
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資料：神戸市／市政アドバイザー意識調査（平成 21 年 8 月 第 10 期市政アドバイザー) 

   全 国／内閣府「男女共同参画社会に関する世論調査」（平成 21 年 10 月） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
  
 
 

 
 
 

年度 16 年度 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 
全団員数(人) 3,880 3,881 3,885 3,842 3,800 3,777 3,765 
うち女性団員数(人) 54 59 60 60 72 78 81 
女性割合(％) 1.4 1.5 1.5 1.6 1.9 2.1 2.2 
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○各種活動参加状況 【神戸市目標】2010 年までに 

・「ボランティア・NPO 活動などに参加している」人の割合 16％  

・「自治会活動などの地域活動に参加している」人の割合 35％ 

（チャレンジ指標(＊)） 

○家庭生活における男女の地位の平等感 

○市の消防団員における女性割合 

神 

戸 

市 

全 
 

国

資料：神戸市調べ（各年度 4 月 1 日現在）
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資料：神戸市調べ（1万人アンケート） 

平成 15 年度自治会活動についてはデータなし
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年度 17 年度 21 年度 
 
割合(％) 

全体 男性 女性 全体 男性 女性 
20.0 20.6 19.1 20.2 21.8 19.3 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

年・月 20 年 8 月 21 年 8 月 22 年 5 月 
件数(件) 1,777 1,376 2,436 

年度 19 年度 20 年度 21 年度 
応募件数(件) 9 4 8 
採用件数(件) 6 1 8 

年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度（予定） 
外国語大学 3 3 4 3 4 
看護大学 2 2 7 ７ ７ 

○各種人権研修年間受講者数 

【神戸市目標】22 年度までに ・人権研修  1６,５00 人 

               ・管理職、人権教育担当者向け研修等  1,950 人  

（人権教育・啓発に関する基本計画） 

○様々な人権問題について理解を深めるために開催されている講演会等に参加したことのある

市民の割合 

  【神戸市目標】22 年度までに 30％ （人権教育・啓発に関する基本計画） 

 

課題１ あらゆる世代・立場を視野に入れた意識啓発への取り組み 

施策の方向・・・（１）人権問題としての男女共同参画・女性問題に関する広報・啓発の充実

（２）男女共同参画・女性問題・男性問題に関する調査・研究の推進 

（３）市職員に対する意識啓発の取り組み  

（４）関係機関との連携による啓発の推進 

○市の男女共同参画のＨＰへのアクセス件数 ○あすてっぷＫＯＢＥにおける市民企画事業への応募件数 

○市立大学等における男女共同参画・女性問題・男性問題に関する講座数

基本目標Ⅱ 男女共同参画社会への意識啓発 

資料：神戸市調べ 

資料：神戸市調べ 

資料：神戸市調べ 
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資料：神戸市調べ 

資料：神戸市調べ 
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年度 19 年度 20 年度 21 年度 
月間共催行事 
 
 

企業セミナー 
会場：男女共同参画ｾﾝﾀｰ 

内容：講演会 

（参加者 168 人） 

企業セミナー 
会場：男女共同参画ｾﾝﾀｰ 

内容：こうべ男女いきいき

事業所表彰，パネルデ

ィスカッション 

（参加者 133 人） 

企業セミナー 
会場：男女共同参画ｾﾝﾀｰ 

内容：こうべ男女いきいき

事業所表彰，講演会 

（参加者 190 人） 

出前講座開催回数 
テーマ 

２回 
・介護予防にむけて 

・これからの介護とは 

２回 
・女性の社会進出について

・ワーク･ライフ･バランス

2 回 
・高齢化社会における介護

・ワーク･ライフ･バランス

機関誌等への記事

掲載件数・内容 
７件 
・こうべ男女共同参画推進

月間のお知らせ 

９件 
・こうべ男女いきいき事業

所募集 

９件 
・こうべ男女共同参画推進

月間のお知らせ 

８件 
・こうべ男女いきいき事業

所募集 

７件 
・こうべ男女共同参画推進

月間のお知らせ 

６件 
・こうべ男女いきいき事業

所募集 
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(

前
回
調
査)

(

今
回
調
査)

○この 1 年間に自身も含めて DV 
（ﾄﾞﾒｽﾃｨｯｸ･ﾊﾞｲｵﾚﾝｽ）を受けた人を 
知っている人の割合 

(

今
回
調
査)

○この 1 年間に自身も含めて 
セクシュアル・ハラスメントを 
受けた人を知っている人の割合 

○神戸市男女共同参画推進会議構成団体との連携による活動実績 

課題２ 女性の人権尊重の啓発 

施策の方向・・・（１）女性に対するあらゆる暴力の根絶に向けての啓発の推進  

（２）メディアにおける女性の人権の尊重 

資料：神戸市調べ 

(

前
回
調
査)

資料：神戸市市政アドバイザー意識調査 

前回調査／平成 19 年 8月（第 9期市政アドバイザー） 

今回調査／平成 21 年 8月（第 10 期市政アドバイザー） 
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○社会全体における男女の地位の平等感 

（
前
回
調
査
）

（
今
回
調
査
）

課題３ 男女共同参画の視点に立つ社会制度・慣行の中立性への配慮、意識啓発 

施策の方向・・・（１）男女共同参画の視点に立つ社会制度・慣行の中立性への配慮、意識啓発 

資料：神戸市市政アドバイザー意識調査 

前回調査／平成 19 年 8月（第 9期市政アドバイザー） 

今回調査／平成 21 年 8月（第 10 期市政アドバイザー） 

○ＤＶ、セクシュアル・ハラスメント相談窓口の認知度

資料：神戸市市政アドバイザー意識調査 

前回調査／平成 19 年 8月（第 9期市政アドバイザー） 

今回調査／平成 21 年 8月（第 10 期市政アドバイザー） 

DV 相談窓口 セクシュアル・ハラスメント相談窓口 

(

今
回
調
査) 

(

今
回
調
査) 

(

前
回
調
査)

(
前
回
調
査)
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年度  18 年度 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 
女性の校長数 
・比率 

中学校 (人)
    (%)

7 
8.2 

8 
9.6 

7 
8.4 

7 
8.4 

7 
8.4 

小学校 (人)
    (%)

19 
11.2 

17 
10.0 

16 
9.4 

16 
9.6 

21 
12.7 

幼稚園 (人)
    (%)

32 
69.6 

34 
73.9 

34 
73.9 

33 
73.3 

32 
91.4 

盲･養護学校(人)
    (%)

0 
0 

0 
0 

1 

16.6 
1 

16.6 
1 

16.6 
女性の教頭数 
・比率 

中学校  (人)
     (%)

6 
7.1 

6 
7.0 

9 
10.5 

8 
9.4 

7 
8.2 

小学校  (人)

     (%)

24 

14.2 

22 

13.0 

26 

15.3 

27 

16.2 

20 

12.0 

幼稚園    ― ― ― ― ― 

盲・養護学校(人)

     (%)

0 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

1 

14.3 

年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度 
割合（％） 82.8 82.7 79.4 74.8 

0.9 16.0

11.2

13.5

7.0

70.8

71.5

63.5

73.8

2.8

5.0

4.0

9.1

10.3

17.1

14.1

0

2.8

1.2

2.5

0.3

0.6

1.0

0.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

女性

男性

女性

男性

男性の方が（非常
に）優遇されている

どちらかといえば男
性の方が優遇されて
いる
平等

どちらかといえば女
性の方が優遇されて
いる
女性の方が（非常
に）優遇されている

わからない

○基本的なしつけが今の子どもに不足していると思う人の割合   

 【神戸市目標】2010 年までに 50％  （チャレンジ指標(＊)） 

課題４ 男女共同参画の視点に立つ教育の推進 

施策の方向・・・（１）男女共同参画の視点に立つ家庭教育の推進  

（２）男女共同参画の視点に立つ学校教育の推進（保育所・幼稚園を含む）

（３）男女共同参画の視点に立つ社会教育の推進 

○学校教育の場における男女の地位の平等感 

資料：神戸市調べ 

（1万人アンケート）

○女性の校長・教頭の人数・比率 

資料：神戸市市政アドバイザー意識調査   前回調査／平成 19 年 8 月（第 9期市政アドバイザー） 

今回調査／平成 21 年 8 月（第 10 期市政アドバイザー） 

（
今
回
調
査
）

（
前
回
調
査
）

資料：神戸市調べ(各年度 4 月 1 日現在)
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年度 19 年度 20 年度 21 年度 
 
割合(%) 

全体 男性 女性 全体 男性 女性 全体 男性 女性 
90.4 92.9 87.5 78.9 86.2 71.4 88.9 96.4 86.4 

 
 
 
 
 
            
 
 
 
 

 
 
 

 

 
 

年度 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度 
利用率(%) 76.6 74.4 81.3 76.5 86.4 

年度 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度 
卒業者数(人) 154 140 145 124 117 

 
 

男女共同参画センター実施分 センター以外実施分 

年度 18年度 19年度 20年度 21年度 18年度 19年度 20年度 21年度

講座数 14 24 23 39 136 78 205 270 
保育協力者数 
(延べ) (人) 

37 32 41 62 374 133 471 607 

保育児数 
(延べ) (人) 

57 56 83 110 1,937 1,135 
 

2,878 
 

3,880 

課題５ 多様な選択を可能にする生涯学習の充実 

施策の方向・・・（１）男女共同参画の視点に立つ生涯学習の推進 

（２）女性の能力向上を実現する生涯学習の推進 

 （３）男女共に参加しやすい条件整備 

○男女共同参画に関する教材「できること いっぱい」の利用率 

○神戸婦人大学の卒業者数 

○一時保育付き市の主催講座数・保育協力者数・保育児数 

資料：神戸市調べ 

資料：神戸市調べ 

資料：神戸市調べ（年度末利用状況アンケート） ※小学校 3･4 年生での利用状況 

※回答校のみ 

○男女共同参画に関する講座・研修の効果（男女共同参画についての理解が深まった人の割合）

資料：神戸市調べ 
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年度 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度 
開催回数(回) 8 8 6 5 5 
参加者数(延べ)(人) 129 176 107 71 256 

 14 年度 16 年度 19 年度 21 年度 
小５(%) 84.7 92.6 95.9 93.0 
中２(%) 63.4 76.2 89.0 94.0 
１７歳(%) 86.8 90.4 87.3 91.3 

○「学校の保健の授業で性について学習した」と認識している割合 
【神戸市目標】22 年度までに ９５％（青少年育成中期計画） 

課題６ 性の尊重についての啓発と教育の充実 

施策の方向・・・（１）人権としての性への意識啓発  

（２）女性の人権を尊重する視点からの性教育の充実 

○あすてっぷＫＯＢＥにおける「女性のからだセミナー」開催回数・参加者数 

資料：神戸市調べ

資料：神戸市調べ 
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年 
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男性（きまって支給する
現金給与額）

女性（所定内給与額）
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現金給与額）

  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

17.2

69.6

23.3

34.3

13.2
24.4

40.2

69.6
76.7

82.886.0

88.590.191.4

5.5
5.6

10.4
18.2

30.9

47.8

56.2
61.4

56.7

45.1
39.2

42.0

24.6

46.5

71.8

80.8
86.686.9

86.987.285.6
76.1

46.7

4.0

11.3

0
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～
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～
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～
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～
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以
上

歳

%

未婚

有配偶

死別・離別

 

35.7

19.0

29.4

15.0

48.0

43.8

45.7

43.0

8.5

21.9

11.1

25.0

9.9

8.7

3.7

2.2

2.5

0.6

0.8

2.7

5.7

10.5

1.7

5.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

女性

男性

女性

男性 男性の方が（非常に）優遇
されている

どちらかといえば男性の方
が優遇されている

平等

どちらかといえば女性の方
が優遇されている

女性の方が（非常に）優遇
されている

わからない

 

課題１ 雇用の分野における男女平等の推進 

施策の方向・・・（１）職場における男女平等の推進  

（２）女性の職業意識・能力の向上 

○職場における男女の地位の平等感 

○男女別賃金格差（きまって支給する現金給与額及び所定内給与額）（兵庫県） 

基本目標Ⅲ 就業の場における男女共同参画の促進

資料：神戸市市政アドバイザー調査 

   前回／平成 19 年 8月（第 9期市政アドバイザー）

今回／平成 21 年 8月（第 10 期市政アドバイザー）

（
今
回
調
査
） 

（
前
回
調
査
）

○女性の配偶関係、年齢階級別労働力率 

資料：平成 17 年国勢調査

資料：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（各年 6 月末時点）

千円 

年 
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年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度 
参加者数（延べ）（人） 87 98 47 32 

41.2
30.6

14.8
25.0

13.8
27.1

11.4
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○母子家庭等就業・自立支援センターでのセミナー参加者数（延人数） 

○男女別平均年齢・平均勤続年数（兵庫県） 

○学歴別雇用者割合の男女比（全国）

資料：神戸市調べ 

資料：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（各年 6 月末時点）

資料：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（平成 21 年度）

○15 歳以上就業者の産業、男女別割合 

資料：平成 17 年国勢調査 

歳・年 

年 

% 
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年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度 
男性(％) 0.6 1.3 2.6 2.6 
女性(％) 91.1 98.5 96.8 97.5 
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育児休業を
取得した,

85.6%

育児休業を
取得しな
かった,
14.4%

育児休業を
取得した,

1.72%

育児休業を
取得しな
かった,
98.28%

課題２ 仕事と家庭の両立の推進 

施策の方向・・・（１）仕事と家庭の両立のための啓発の推進  

（２）職業生活と家庭・地域生活の両立に向けた働き方についての啓発の推進

○育児休業取得状況（全国） 

○年齢階級別仕事時間（有業者） 

資料：総務省「社会生活基本調査」（平成 18 年）

○市職員の育児休業取得率 

配偶者が出産した男性労働者

に占める育児休業者の割合 

資料：厚生労働省「雇用均等基本調査」（平成 21 年度） 

出産した女性労働者に占める

育児休業者の割合 

時間 

資料：神戸市調べ 

育児休業を
取得した,

1.72%

育児休業を
取得しな
かった,
98.28%
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年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 
会員数(人) 3,697 3,756 3,937 4,097 4,116 

課題３ 多様な働き方を可能にする就業条件の整備 

施策の方向・・・（１）パートタイム労働・派遣労働・期間雇用（契約労働）等で働く 

女性の労働条件の向上 

（２）家族従業者の労働条件の向上支援  

（３）農漁業に従事する女性への支援  

（４）在宅就業（家内労働・在宅ワーク）、SOHO、コミュニティ・ビジネス 

などの多様な働き方への情報提供等の支援 

○男女，雇用形態別雇用者の構成比（神戸市 ％）

○市のＳＯＨＯプラザ会員

（各年度末時点ただし 22 年度は 5月末時点） 

資料：神戸市調べ 

（男 性） 

○短時間労働者所定内給与額（1時間当たり）の男女比（全国） 

資料：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（各年 6月末時点）

資料：神戸の統計「就業構造基本調査」（平成 19 年） 

（女 性） 

円 

年

嘱託, 1.3 その他, 2.4

労働者派遣
事業所の
派遣社員

,4.9

契約
社員, 4.7

アルバイト,
9.4

正規の
職員・

従業員,
39.1

パート, 34.6

会社
などの

役員, 3.5

嘱託, 2.8
その他, 1.2

労働者派遣
事業所の
派遣社員

,2.3

契約
社員, 3.4

アルバイト,
7.5 正規の

職員・
従業員,

71.3パート, 2.3

会社
などの

役員, 9.3
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年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度 
参加者数（人） 36 43 44 17 

 
 
 

 
 
 
 

年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 
受講者数（人） 693 846 942 896 180 
うち女性（人） 111 152 108 148 24 
女性割合（％） 16.0 18.0 11.5 16.5 13.3 

○起業家育成のためのセミナー受講者に占める女性の割合 

※22 年度は 6 月 16 日現在のデータ 

資料：神戸市調べ 

課題４ 女性の就業機会の拡大 

施策の方向・・・（１）女性の就業支援  

（２）再就職への支援  

（３）女性起業家への支援 

○女性の労働力率(神戸市) 

○あすてっぷＫＯＢＥにおける再就職準備セミナー参加者数 

資料：国勢調査 
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資料：神戸市調べ 
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 16 年度 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度 

活動件数 （件） 9,682 11,938 12,655 12,886 12,915 13,211 

会員数 （人） 2,172 2,757 3,153 2,594 3,136 3,632 
（依頼会員）（人） 1,301 1,790 2,150 1,528 1,974 2,419 

（協力会員）（人） 655 726 763 821 909 926 

（両方会員）（人） 216 241 240 245 253 287 

○各種保育サービス  

【神戸市目標】 22 年度までに ・一時保育 30 か所 

・病後児保育 10 か所 

・学童保育所 200 か所    （次世代育成支援対策推進行動計画）

課題１ 子育てをしやすい環境の整備 

施策の方向・・・（１）多様な保育ニーズにこたえる保育施策の推進  

（２）育児休業を取りやすい環境の整備  

（３）児童虐待の防止  

（４）父親の子育て参加の促進  

（５）子育てをしやすいまちづくり 

○保育所入所児童数 

○ファミリー・サポート・センター会員

基本目標Ⅳ 自立を支える社会環境の整備 

19,792

19,094

18,677

12,248 12,655
13,273 13,770

14,817
15,383 15,985

16,686 17,316
17,502 17,920

18,370

0

5,000

10,000
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人

 

資料：神戸市調べ（各年度 4 月１日時点）

資料：神戸市調べ (各年度 3 月末時点) 

か所 

年度 

資料：神戸市調べ (各年度 3 月末時点) 
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19 年度 21 年度 
全体 男性 女性 全体 男性 女性 

父親とよく話をする割合 
（％） 

小５ 69.8 71.3 67.9 68.7 67.3 70.8 
中２ 50.4 50.5 50.6 54.3 58.5 50.0 
１７歳 52.8 50.0 55.3 55.6 53.5 57.4 

母親とよく話をする割合 
（％） 

小５ 90.8 88.3 93.5 91.1 89.9 92.5 
中２ 79.9 71.2 89.5 84.6 80.9 89.2 
１７歳 86.4 81.5 91.1 86.4 80.7 91.2 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 

年度 19年度 20 年度 21 年度 
相談件数(件) 462 498 565 

年度 19 年度 20 年度 21 年度 
参加者数(人) 26 23 59 

18 年度 19 年度 20 年度 21 年度 
両親教室（回） 78 86 82 51 
すくすく赤ちゃんセミナー（回） 123 118 111 114 

年度 最新値（21 年度）

4 か月児(%) 99.1 
1 歳 6 か月児(%) 99.2 
3 歳児(%) 99.1 

年度 最新値（21 年度）

保育所地域子育て支援ｾﾝﾀｰ(か所) 9 
児童館数（か所） 121 

○子育てについて相談相手のいる親の割合 

【神戸市目標】22 年度までに 100％ 

        （チャレンジ指標(＊)） 

（次世代育成支援対策推進行動計画） 

○各種施設整備状況 

【神戸市目標】22 年度までに 

・保育所地域子育て支援ｾﾝﾀｰ 10 か所 

・児童館 130 館   

   （次世代育成支援対策推進行動計画） 

○両親教室， すくすく赤ちゃんセミナー開催回数 

【神戸市目標】22 年度までに 132 回/年 （次世代育成支援対策推進行動計画） 

○家の人と話をよくする割合 

【神戸市目標】22 年度までに ・父親とよく話をする 小５ 70%、中２ 50%、17 歳 55%

・母親とよく話をする 小５ 90%、中２ 85%、17 歳 90%

 （青少年育成中期計画） 

資料：神戸市調べ 

○児童虐待防止 110 番 電話相談件数 

資料：神戸市調べ 

資料：神戸市調べ  (3 月末時点) 

○育児休業からの職場復帰準備セミナー参加者数

資料：神戸市調べ 

資料：神戸市調べ 

資料：神戸市調べ 
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年度 19年度 20年度 21年度

回数(回) 794 924 926 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

6,866

1,250 1243

748

22,514

6,593

14,680

5,536 3,271

1,345

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

12.4 13.3 13.9 14.3 14.9 15.3 15.9 16.3 16.9 17.3 18.3 19.3 20.3 21.3 22.3

通所介護（ﾃﾞｲ
ｻｰﾋﾞｽ）定員数

短期入所生活
介護（ｼｮｰﾄｽﾃ
ｲ）定員数

訪問介護（ﾎｰﾑ
ﾍﾙﾌﾟｻｰﾋﾞｽ）利
用者数

通所介護（ﾃﾞｲ
ｻｰﾋﾞｽ）利用者
数

短期入所生活
介護（ｼｮｰﾄｽﾃ
ｲ）利用者数

年度 19 年度 20 年度 21 年度 
受講者数(人) 99 151 146 

課題２ 介護にかかわる環境の整備 

施策の方向・・・（１）介護の社会化・男女共同参加の促進  

（２）介護保険制度の円滑な運営 

        （３）介護休業をとりやすい環境の整備  

（４）在宅福祉サービスの基盤整備 

○高齢者相互支援事業支援延べ回数 ○市民福祉大学「介護セミナー」受講者数 

○要介護等認定者数 

○各種サービス利用状況 資料：神戸市調べ 
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人 
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資料：神戸市調べ 

資料：神戸市調べ 
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児童扶養手当 
受給資格者 
   (人) 

離婚件数 
(件)

離婚率（％） 被保護世帯 

神戸市 全 国 
世帯

数 
母子世帯 
構成比(％) 

平成 18 年 13,462 3,209 0.210 0.204 3,012 11.0
平成 19 年 13,394 3,113 0.201 0.202 2,982 10.8
平成 20 年 13,478 3,143 0.205 0.199 2,913 10.2
平成 21 年 13,736 3,176 0.207 0.201 3,052 10.0

年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度 
割合(％) 38.6 36.2 44.3 40.0 

年度 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度 
会員数（人） 10,357 10,531 10,839 10,956 11,183 

介護休業

取得者,

0.02%

介護休業
取得者,
0.08%

 

○地域活動やボランティア・NPO 活動に参加している高齢者の割合 

 【神戸市目標】 2010 年までに 50％ （チャレンジ指標(＊)） 

○男女別常用労働者に占める介護休業取得者割合（全国） 

課題３ 高齢者の主体的生活を支える条件整備 

施策の方向・・・（１）高齢者の社会参画と生活安定の推進 

課題４ 社会的支援を必要とする女性（男性）のための支援の充実 

施策の方向・・・（１）ひとり親家庭（母子・父子家庭）への自立の支援  

（２）障害のある人（大人・子どもを含む。以下同じ。）の自立及び

その家族への支援  

（３）総合的相談体制の充実 

（各年度 3月末時点）

資料：神戸市調べ 

資料：厚生労働省「女性雇用管理基本調査」（平成 17 年度）

（男性） （女性）

資料：神戸市調べ（1 万人アンケート）

○シルバー人材センター会員数 

資料：神戸市調べ 

○児童扶養手当受給資格者数、離婚件数及び被保護母子世帯数 

※平成 21 年度の離婚件数、離婚率は概数
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年度 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度 
人数(人) 596 707 720 728 702 

2 2 2 2 1 1 1 1 0
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○ハローワーク（神戸・灘・明石・西神）を通じて企業へ就職した障害者数 

【神戸市目標】 2010 年までに  （年間）500 人 （チャレンジ指標(＊)） 

○女性の人権侵害に関する相談件数 （神戸地方法務局） 

資料：神戸市調べ 

（神戸地方法務局からの情報提供）
○ストーカー措置状況 （兵庫県警察本部） 
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挙

 

資料：兵庫県警察ストーカー白書

※ハローワーク神戸は三田市、ハローワーク明石は明石市、ハローワーク西神は三木市を含む 

資料：神戸市調べ 

（ハローワークからの情報提供） 
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 17 年度 21 年度 
 
割合(％) 

全体 男性 女性 全体 男性 女性 
9.0 9.9 8.9 11.0 11.4 10.3 

年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度 
登録数(人) 133 786 1,122 3,138 

年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度 
エレベーター（％） 80 81 83 88 
市有建築物（％） 97 100 100 100 

年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度 
割合（％） 25.7 28.7 28.8 28.1 

○各種施設整備状況 

【神戸市目標】  2010 年までに 

・市内駅舎のエレベーター等整備率（乗降客数 5 千人以上） 90％ 

  ・市有建築物等（新増改築）のユニバーサルデザインへの取り組み割合 100％  

（チャレンジ指標(＊)）  

○ユニバーサルデザインの言葉も考え方も知っている市民の割合 

【神戸市目標】 2010 年までに 60％ （チャレンジ指標(＊)） 

○人権侵害された場合の相談機関へ相談した割合 

課題５ ユニバーサルデザインのまちづくり 

施策の方向・・・（１）ユニバーサルデザインの視点に立つ施設等の整備の促進  

（２）ユニバーサルデザインの普及促進 

○ＵＤサポーター登録数 

【神戸市目標】 2010 年までに 1,000 人 （チャレンジ指標(＊)） 

【神戸市目標】 22 年度までに  20％ （人権教育・啓発に関する基本計画） 

資料：神戸市調べ 

資料：神戸市調べ（1 万人アンケート）

資料：神戸市調べ 

資料：神戸市調べ 
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資料：神戸市調べ 
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裁判所から受理した保護命令数
（兵庫県警察本部）

 
 
 
 
 

 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度 
受講者数（延べ）(人) 116 195 212 233 

 

課題１ 女性に対するあらゆる暴力の根絶に向けての取り組みの推進 

施策の方向・・・（１）相談体制の充実  

（２）被害者への支援及びそのためのネットワークづくり 

○DV 相談件数   

基本目標Ⅴ 生涯を通じた心身の健康づくり 

○ＤＶ支援者向け研修 受講者数 

資料：神戸市調べ なお兵庫県警察本部のデータは暦年。平成 13 年は DV 防止法施行後 

   平成 14 年度から平成 18 年 10 月まで、あすてっぷ KOBE で「DV 相談」を実施 
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※市内全日制公立高校生対象 
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年 16 年 17 年 18 年 19 年 20 年 21 年 
感染者数（人） 278 430 344 390 288 196 

 

 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度

基本健康診査(%) 29.3 26.9 29.0 ― ― 

子宮がん検診(%) 15.7 12.0 12.5 12.2 18.2 

乳がん検診(%) 8.2 6.7 12.2 13.4 21.4 
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○エイズ健康教育参加者数   

【神戸市目標】 22 年度までに 10,000 人（人権教育・啓発に関する基本計画） 

○健診等受診率 

【神戸市目標】 2010 年までに 基本健康診査の受診率 40％（チャレンジ指標(＊)）

課題２ 性と生殖に関する理解と互いの意思の尊重のための取り組みの推進 

施策の方向・・・（１）生涯を通じた女性の健康保持及び増進  

（２）HIV／エイズ及び性感染症対策の推進 

資料：神戸市調べ○エイズ患者／HIV 感染者数及び相談・検査件数（神戸市） 

資料：神戸市調べ 

資料：神戸市調べ 

※非就業者が対象 

人 件 

○クラミジア感染者数（神戸市） 

資料：神戸市調べ 
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年度 16 年度 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度 
実施校数割合(％) 63.9 65.1 62.7 67.5 63.9 100.0 
 
 
 
年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度

割合(%) 5.4 4.7 4.6 4.7 
 
 
 
 
 
 
 

              
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

年度 19 年度 20 年度 21 年度

1 歳 6 ヶ月児(%) 45.5 44.4 43.0 
3 歳児(%) 45.6 42.9 42.7 

年度 19年度 20年度 21年度

こころの相談(件) 434 389 326 
からだの相談(件) 12 8 8 

年度 19年度 20年度 21年度

割合(％) 55.0 55.0 55.2 

○妊産婦の喫煙者割合 

  【神戸市目標】 22 年度までに 0％ （次世代育成支援対策推進行動計画） 
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○「日常的に運動やｽﾎﾟｰﾂを行っている」人の割合

【神戸市目標】2010 年までに 50％以上 

         （チャレンジ指標(＊)） 

○薬物乱用防止教室を実施している割合（中学校） 

【神戸市目標】 22 年度までに 80％（青少年育成中期計画） 

課題３ 男女のこころとからだの健康づくりへの支援の充実 

施策の方向・・・（１）こころとからだの健康づくりの推進  

（２）相談体制の充実 

○あすてっぷ KOBE「女性のための相談室」

（こころ・からだ）相談件数 

○健康教室開催件数  健康相談件数 

資料：神戸市調べ 

○乳幼児のいる家庭での喫煙率 

資料：神戸市調べ 

資料：神戸市調べ 

資料：神戸市調べ 

資料：神戸市調べ（1 万人アンケート）



 29

 

 
 
 
 
 
 

年度 15 年度 16 年度 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度 
受診者数（延べ）（人） 10,328 10,937 11,084 21,918 25,630 71,317 156,564

 
 
 
 
 
 

年度 16 年度 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度 
4 か月児   (%) 97.5 98.1 97.5 98.0 98.5 98.2 
9 か月児   (%) 89.1 91.0 93.2 93.5 94.1 93.8 
1 歳 6 か月児 (%) 96.8 96.8 96.2 97.0 96.8 96.5 
3 歳児    (%) 99.5 94.7 94.0 95.1 95.3 95.0 
未受診児に対する 
把握率    (%) 

98.2 99.9 99.7 99.7 99.5 99.3 
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○乳幼児健診受診率及び未受診児に対する把握率 

 【神戸市目標】 22 年度までに受診率 97％  

健診未受診児に対する把握率 100％ 

（次世代育成支援対策推進行動計画） 

○自殺者数（神戸市 平成20年）

課題４ 妊娠・出産などの母性の保護と母子保健施策の充実 

施策の方向・・・（１）妊娠・出産などの母性の社会的重要性についての啓発の推進  

（２）妊娠・出産などの母性の保護・母子保健対策の充実 

○妊婦健康診査受診者数 

資料：神戸市調べ

資料：神戸市調べ

資料：神戸市調べ 
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＊チャレンジ指標： 
 神戸 2010 ビジョンのアクションプランの推進にあたって、まちづくりを担う民・学・

産と行政の各主体が共有し、その実現を目指す指標であり、その成果をはかるものさし 

 
 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

年度 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度 

割合(％) 76.0 71.2 76.8 77.5 82.1 

  総数 28 週未満 28 週～ 
出産まで 

出産後 不明 

届出者数(人) 神戸市 14,364 14,130 124 6 104 

 

総数 

妊婦の状況を把握している 未把握

総数 
うち下記の状況のもの（複数回答あり） 

①望まな

い妊娠 
②経済

的理由

③外国

人 
④母子

家庭 
⑤虐待（ネグ

レクト）傾向 

28 週

～出産

まで 

国（人） 6,876 4,944 652 761 691 973 235 1,932

神戸市 
(人) 

174 174 11 4 2 7 8 0

出産後 
 
 

国(人) 2,841 1,748 230 252 365 305 117 1,093
神戸市

(人) 
17 17 6 6 1 5 3 0

○専門職による新生児全世帯訪問の割合 

【神戸市目標】 22 年度までに 100％（次世代育成支援対策推進行動計画） 

資料：神戸市調べ 

資料：神戸市調べ

○妊娠届出者(母子健康手帳交付者)数（平成 21 年度）

○妊娠の状況別、妊娠届出者(母子健康手帳交付者)数（平成 19 年度） 

資料：平成 20 年 7 月厚生労働省調査結果報告
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8,586 8,662 8,454 8,755
7,813

13,569

17,064

16,315

17,099
16,596

0
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10,000
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16,000

18,000

H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21

 
 
 
 
 
 
年度 15 年度 16 年度 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度 
受け入れ人数(人) 48 73 85 93 101 120 319 

 
 

 
 

韓国又は朝鮮 中国 米国 ベトナム インド 
21,477 13,269 1,313 1,413 1,061 

フィリピン ブラジル 英国 オーストラリア タイ 
983 668 423 234 274 

カナダ ペルー インドネシア その他 無国籍 
226 217 215 2,269 43 

年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度 
助成件数(件) 2 0 3 3 
助成額(円) 300,000 0 435,000 400,000 

課題１ 性・世代・国籍を越えた連帯の推進 

施策の方向・・・（１）性・世代・国籍を越えたパートナーシップの形成 

○国籍別登録外国人数（平成 21 年 3 月末現在）

○外国人市民相談窓口の相談件数・利用件数 

課題２ 国際理解と国際交流の推進 

施策の方向・・・（１）地域での国際化の推進  

（２）地球的視野に立つ国際交流と国際協力の推進 

○国際協力交流センターでの海外からの研修生受入れ人数 

○外国人生活支援事業助成件数 

基本目標Ⅵ 平和への貢献と連帯の推進 

（単位：人  総数 44,085 人） 

資料：神戸市統計書（平成 21 年度版）

資料：神戸市調べ 

資料：神戸市調べ 

資料：神戸市調べ 

件 

年度 
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基本 

目標 
目 標 項 目 現状値  

平成 22 年度目標 

（平成 21 年度） 

 

１ 

審議会における女性委員の登用率 

          ＜重点４＞ 

29.1% 

(18 年度） 
⇒

35% 

（33.0％） 

女性市職員の係長昇任選考受験率 

(Ａ選考：30 歳代)  ＜重点４＞ 

6.1％ 

(18 年度） 
⇒

12％ 

（7.0％） 

２ 

各種人権研修年間受講者数 

人権研修（一般職員対象） 

 

 

16,022 人 

 (18 年度） 

 

⇒

 

 

16,500 人 

（15,690 人） 

 

「学校の保健の授業で性について学習し

た」と認識している割合 

小 5  

中 2  

17 歳 

 

 

92.6 % 

76.2 % 

90.4% 

(16 年度） 

 

⇒

 

95％ 

（93.0％） 

（94.0％） 

（91.3％） 

 

ＤＶの相談窓口を知っている人の割合 

（市政アドバイザー意識調査） 

          ＜重点３＞ 

52.1％ 

 (18 年度) 
⇒

 

70％ 

（43.9％） 

 

 

 

 

 

３ 

職場における男女の地位の平等感 

「平等と感じる人の割合」 

（市政アドバイザー意識調査） 

          ＜重点２＞ 

 

13.9％ 

(17 年度) 

 

⇒

 

25.0％ 

（17.3％） 

 

あすてっぷＫＯＢＥ等で開催する、仕事

と家庭・地域生活の両立支援、就業支援、

ワーク・ライフ・バランスに関するセミ

ナーの参加者数 

          ＜重点２＞ 

 

251 名 

(18 年度） 

 

⇒

 

300 名 

(337 名) 

男性市職員の育児休業等の取得率 

          ＜重点４＞ 

0.6％ 

(18 年度） 

⇒ 5％ 

（2.6％） 

 

 

 

 

 

 

 

４ 

各種保育サービス（か所数） 

病児・病後児保育 

学童保育所 

          ＜重点１＞ 

 

6 か所 

173 か所 

(18 年度） 

 

⇒

⇒

 

10 か所（7か所）

200 か所(188 か

所） 

両親（母親）教室（開催回数） 

すくすく赤ちゃんセミナー（開催回数）

          ＜重点１＞ 

78 回/年 

123 回/年 

(18 年度） 

⇒

⇒

132 回/年（51 回）

132 回/年（114 回）

 

各種施設整備状況（か所数） 

地域子育て支援センター 

児童館 

          ＜重点１＞ 

 

5 か所 

120 館 

(18 年度） 

 

⇒

⇒

 

10 か所（9か所）

130 館（121 館） 

地域活動やボランティア・NPO 活動 

に参加している高齢者の割合 

          ＜重点１＞ 

38.6%  

(18 年度） 

⇒ 50％(40.0％) 

ＵＤの言葉も考え方も知っている 

市民の割合 

ＵＤサポーター登録数 

          ＜重点３＞ 

 

25.7%  

133 人  

(18 年度） 

 

⇒

⇒

 

60.0％(28.1％) 

1,000 人(3,138

人) 

数値目標 
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基本目標 

 １．あらゆる分野への男女共同参画の促進 

 ２．男女共同参画社会への意識啓発 

 ３．就業の場における男女共同参画の促進 

 ４．自立を支える社会環境の整備 

 ５．生涯を通じた心身の健康づくり 

 ６．平和への貢献と連帯の推進 

 

重点的に推進すべき分野 

＜重点１＞仕事と家庭・地域生活の両立支援と子育て支援 

＜重点２＞事業者との連携・啓発 

＜重点３＞女性に対するあらゆる暴力の防止・被害者支援 

＜重点４＞市の事業所としての取り組み 

 

基本 

目標 
目 標 項 目 現状値  

平成 22 年度目標

（平成 21 年度）

５ 

エイズ健康教育参加者数 12,594 人 

(18 年度） 

⇒ 13,000 人 

(9,922 人) 

薬物乱用防止教室を実施している割合

（中学校） 

62.7%  

(18 年度） 

⇒ 80％ 

(90.4％) 

妊産婦の喫煙者割合 

 

5.4% 

(18 年度） 

⇒

 

0％ 

（4.7％） 

乳幼児健診の受診割合 

1 歳 6 か月児 

3 歳児 

健診未受診児に対する把握率 

専門職による新生児全世帯訪問の割合 

 

 

96.2% 

94.0% 

99.7% 

71.2% 

(18 年度) 

 

⇒

⇒

⇒

⇒

 

97％ （96.5％）

97％ （95.0％）

100％ （99.5％）

100％ （82.1％）

 

 

 

６ 

日本にいる外国人との交流や外国で援

助する活動への参加割合 

小 5  

中 2  

17 歳  

 

 

 

8.2 % 

9.2 % 

8.1% 

(15 年度） 

⇒

 

 

10％ 

(4.0％) 

(4.7％) 

(8.1％) 



 

 

 

 

 

 ２ 神戸市の男女共同参画施策の推進状況 
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（１）神戸市の男女共同参画の取り組み 

 

 我が国においては、国際社会の動向に合わせて、昭和 50 年の国際婦人年世界会議以降、

男女平等の実現に向けたさまざまな取り組みが進められてきました。 

神戸市においては、昭和 52 年、市民局に婦人問題担当室（当時）を設置して以来、「神

戸市婦人計画の指針」や「神戸市女性計画」の策定を経て、平成 10 年 9 月に、神戸市の男

女共同参画社会の実現を目指し、平成 19 年度までに市として取り組むべき 123 項目の施策

を盛り込んだ「こうべ男女共同参画プラン 21」（以下「プラン」という。）を策定しました。 

このプランに沿って、平成 11 年度に庁内の推進体制である「神戸市男女共同参画推進本

部」を設置するとともに、「神戸市男女共同参画懇話会」を設置しました。また、地域団体

や経済団体等から構成される連携推進組織として、平成 11 年度に「神戸市男女共同参画推

進会議」を設置し、市との協働により男女共同参画推進の取り組みを進めてきました。 

平成 12 年度には、それまでの「神戸市生活学習センター」を、男女共同参画推進の拠点

施設としての機能充実を図り、「神戸市男女共同参画センター」（愛称：あすてっぷ KOBE）

としてリニューアル・オープンしました。 

 また、国の「男女共同参画社会基本法」や「男女共同参画基本計画」など新たに整備さ

れた法制度等との整合性を図るとともに、仕事と子育ての両立等に関する社会の関心の高

まりや社会情勢の変化などに対応するため、平成 14 年度にプランを改定しました。 

 平成 15 年 4 月には、市の男女共同参画社会づくりの目指すべき方向性を示し、男女共同

参画に関する施策の法的な拠り所となる「神戸市男女共同参画の推進に関する条例」を施

行しました。条例では、「男女の人権の尊重」、「社会における制度又は慣行についての配慮」、

「政策や方針の立案及び決定への男女共同参画の機会確保」、「家庭生活における活動とそ

の他の活動の両立」など、男女共同参画の推進についての７つの基本理念を定めています。

また、市の男女共同参画施策のあり方及び施策の推進状況について審議、助言をいただく

ため、「神戸市男女共同参画審議会」を同年 7 月に設置しました。さらに 10 月には、「男女

共同参画申出処理制度」をスタートさせました。 

 平成 16 年 4 月には、条例に基づき、男女共同参画の推進に関する施策を総合的・計画的

に実施するための基本計画となる「神戸市男女共同参画計画」（平成 16 年度～19 年度）を

策定し、6 つの基本目標を定め、161 項目の具体的事業の推進に取り組んできました。 

 平成 15 年度に制定された「次世代育成支援対策推進法」に基づき、「神戸市次世代育成
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支援対策推進行動計画（神戸っこすこやかプラン）」を平成 17 年 2 月に策定し、さらに、

平成 22 年 2 月には後期計画を策定し、子育て支援策を展開しています。また、次世代育成

支援対策推進法を受けて、神戸市自身がモデル事業所となるような取り組みを行う必要が

あり、平成 17 年 4 月に「仕事と子育ていきいき両立プラン～神戸市特定事業主行動計画～」

を策定し、仕事と子育てがいきいきと両立できるよう施策を推進しています。 

 一方、女性の人権に関わる深刻な問題である「女性に対するあらゆる暴力の防止」の取

り組みとして、平成 17 年度から民間支援団体が行うシェルターの設置・運営や、ＤＶ被害

者の関係機関への同行支援について、ＤＶ被害者支援活動補助を行っています。また、平

成 18 年 11 月より女性のためのＤＶ相談室（神戸市配偶者暴力相談支援センター）の業務

を開始し、市民に身近な相談窓口として、ＤＶ被害者に対する支援を行っています。 

 平成 20 年 3 月には、「神戸市男女共同参画計画（第 2 次）」（平成 20 年度～22 年度）

を策定し、「仕事と家庭・地域生活の両立支援と子育て支援」、「事業者との連携・啓発」、「女

性に対するあらゆる暴力の防止・被害者支援」、「市の事業所としての取り組み」の４つの

分野を重点的に推進すべき分野と位置づけ、関係各局が連携して取り組んでいます。また、

ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）の推進と、配偶者等からの暴力（ＤＶ）

の防止・被害者支援を、特に重点的に取り組むべき柱としています。さらに、本計画の着

実な推進をはかるため、新たに 18 項目の数値目標を定めています。 

特に重点的に取り組むべき柱のうち、「ワーク・ライフ・バランスの推進」については、

平成 20 年度に六甲アイランドを推進モデル地域として、企業や従業員、地域住民の方々な

どが交流と連携をはかりながら、働きやすく、住みやすい都市づくりをめざしています。 

また、特に重点的に取り組むべきもう１つの柱である配偶者等からの暴力（ＤＶ）の防

止・被害者支援については、平成 21 年 3 月に「神戸市配偶者暴力対策基本計画」を策定し、

関係機関と連携しながら、ＤＶ対策を総合的、体系的に推進しています。 

平成 22 年度は、「神戸市男女共同参画計画（第 2 次）」及び「神戸市配偶者暴力対策基本

計画」について、着実に取り組みを推進するとともに、「神戸市男女共同参画計画（第 3 次）」

及び「神戸市配偶者等暴力対策基本計画（第 2 次）」を策定いたします。 
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神戸市男女共同参画推進のための概念図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

男女共同参画社会の実現 

市、市民、事業者

 
1 あらゆる分野への男女共同参画の

促進 

2 男女共同参画社会への意識啓発 

3 就業の場における男女共同参画の

促進 

4 自立を支える社会環境の整備 

5 生涯を通じた心身の健康づくり 

6 平和への貢献と連帯の推進 

基本目標  

1 男女の人権の尊重 

2 社会における制度又は慣行につ

いての配慮 

3 政策や方針の立案及び決定への

共同参画の機会確保 

4 家庭生活における活動とその他

の活動の両立 

5 男女の生涯にわたる健康の確保 

6 国際的協調 

7 自律した市民の協働 

 
 

〔地域団体・経済団体等 24 団体の

連携・推進組織〕 
・こうべ男女共同参画推進月間

の共催 

 
 

〔調査・審議機関〕 
・重要事項の調査審議 
・施策の実施状況への意見 

 
 

〔男女共同参画推進拠点施設〕 
・男女共同参画推進事業の実施

・市民・事業者の自主的活動へ

の支援 

神戸市男女共同参画センター

（あすてっぷＫＯＢＥ） 

 
 

〔男女共同参画に関する申出の処

理〕  
・施策への苦情・提案 

・人権侵害の相談の申出の処理 

神戸市 
男女共同参画苦情処理委員 

 

 

〔庁内の推進組織〕 

・計画の推進 

神戸市 

男女共同参画推進本部 

神戸市 

男女共同参画推進会議 

神戸市男女共同参画審議会

基本理念 

推 
進 
体 
制 

重点分野及び 160 の具体的事業

 
 

〔ＤＶ被害者支援機関〕 
・ＤＶ相談の実施 
・関係機関との連絡・調整 
・関係者への研修の実施 

神戸市配偶者暴力相談支援センタ

ー（女性のためのＤＶ相談室） 

神
戸
市
男
女
共
同
参
画
計
画
（
第
２
次
） 



 

 

 

 

 

（２）重点的に推進すべき分野の取組状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



重点分野１　仕事と家庭・地域生活の両立支援と子育て支援

施策の概要

１．目的
近年、都市化や核家族化、女性の就労増、就労形態の多様化などにより、少子化にもかかわらず、保育
ニーズの増加、多様化が進んでいる。神戸市においても、保育所待機児童が多数おり、待機の解消を最
重要課題の一つと位置づけ取り組んでいる。また、保護者の多様な保育ニーズに対応するため、延長保
育や一時保育等の特別保育の拡充を図っている。
２．内容
①保育所の適正配置　②延長保育の実施　③一時保育の実施　④病児・病後児保育の実施　⑤すこや
か保育（障害児保育）の実施　⑥赤ちゃんホーム　⑦ファミリー・サポート・センター　⑧地域子育て支援
センター　 ⑨休日保育の実施

21年度
実施状況

１．保育所の適正配置  H22.4.1現在(前年比較）
　保育所数194ヶ所(3ヶ所増)　  入所児童数19,792人(698人増)
２．延長保育の実施
　全園実施（H15より全園実施)
３．一時保育の実施  H22.4.1現在（前年比較）
　127ヶ所（8ヶ所増）
４．病児・病後児保育の実施
　7ヶ所
５．すこやか保育（障害児保育）の実施  H22.3.1現在(前年比較）
　544人（22人増）
６．赤ちゃんホーム  H22.4.1現在
  42ヶ所
７．ファミリー・サポート・センター  H22.3.31現在(前年比較）
　登録会員数3,632人(496人増)  活動件数13,211件(291件増)
８．地域子育て支援センター
　9ヵ所で実施
９．休日保育
　　名谷みどり保育園でモデル実施    （H17.5月～）

22年度
実施予定

引き続き、「神戸市次世代育成支援対策推進行動計画（後期計画）」により子育て支援策を展開し、病
児・病後児保育や地域子育て支援センターの拡充を図る。

22年度予算 　2,186,564千円

今後の課題

・依然として待機児童が存在しているため、引き続き、待機児童解消を図っていく必要がある。
・保育所においても、入所児童のみならず広く地域子育て支援を提供していくことが求められている。地
域子育て支援センターを中心に、地域の各機関との連携のもと、各保育所においても在宅育児家庭支
援の充実を図る必要がある。

②　放課後児童健全育成事業の充実　　＜保健福祉局子育て支援部＞

施策の概要
保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校等低学年の児童を対象に、放課後及び学校休業日に
児童館等を利用して適切な遊び及び生活の場を与えて、その健全な育成を図る。

21年度
実施状況

１．箇所数
  　・児童館方式106か所  　・学童保育コーナー方式48か所  　・福祉施設方式8か所
    ・地域方式26か所  　・法人方式2か所  　・地域団体方式1か所
２．学童保育登録数　　8,547人
３．時間延長
　　（１）学校休業日（土・日・祝日を除く）は午前8時30分から開設
　　（２）午後6時までの延長を全施設で実施

22年度
実施予定

１．箇所数
  　・児童館方式106か所　・学童保育コーナー方式48か所　・福祉施設方式8か所　・地域方式26か所
  　・法人方式3か所　・地域団体方式1か所
２．学童保育登録数　　8,547人
３．時間延長
　　・新たに補助制度を設け、午後6時～7時の延長実施施設の拡大を図る。

22年度予算 　1,077,597千円

今後の課題

１．大規模・過密解消　　　　　　　　　 ４．午後6時以降の時間延長実施施設の拡大
２．高学年の受け入れ
３．障害児の受け入れ

①　保育サービスの充実　　＜保健福祉局子育て支援部＞
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③　ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）の推進　　＜市民参画推進局勤労市民課、男女共同参画課＞

施策の概要

　人口減少社会を迎え、労働力不足が予測される中で、働き方や雇用形態を変え、家庭生活や地域生
活を大切にするワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）の推進は極めて重要な課題となっており、神
戸市においてもその推進を引き続きはかっていく。

21年度
実施状況

１．多様な働き方の調査・研究
　平成20年度実施の多様な働き方の調査結果を踏まえ、引き続き中小企業におけるワーク･ライフ･バラ
ンスの推進方法について、研究会を開催し、具体的な取り組みについて提言を行う。また、学生と中小企
業との意見交換会を実施する。
平成21年11月24日実施。53名参加。

２．ワーク･ライフ･バランス推進モデル地域事業
　モデル地域である六甲アイランドにおいて、ワーク・ライフ・バランスを推進するための具体的な取り組
みに向けての合意形成を支援するため、地域住民・企業・学校等によるワークショップを実施する。
平成21年11月25日実施。46名参加。

３．事業所に対する啓発の強化
　神戸市内に事業所をもつ20人以上の2,000事業所以上に対して、男女共同参画社会に関する意識･実
態調査を行うとともに、あわせて男女共同参画に関する啓発資料により、啓発活動も実施した。

22年度
実施予定

１．ワーク･ライフ･バランス推進モデル地域事業
　六甲アイランドにおいて、NPO法人が地域団体や企業とともに、仕事と子育ての両立を応援する活動
拠点を開設することを支援する。
　また、ワーク･ライフ･バランスについて広く市民･事業者の関心と理解を深めるため、セミナー等を開催
する。
平成22年6月7日　NPO法人の活動拠点「“輝く私”神戸RICステーション」の開設

２．推進方法の検討
　多様な働き方調査研究会を発展させて、男女共同参画審議会の部会に位置づけ、ワーク・ライフ・バラ
ンスの推進方法などについて審議会に対して提言を行う。

３．女性活躍推進事業の実施
　女性管理職の少ない中小企業などを対象に、企業における女性活躍推進プログラムを実施する。あわ
せて参加者の所属する企業の経営者などに対し、女性の活躍を推進する企業風土づくりを働きかけ、女
性管理職の登用に貢献する。

４．事業所に対する啓発の強化
　平成21年度に実施した事業所の意識･実態調査の結果を基にして、ワーク･ライフ･バランスの推進方法
などについて、事業所に対する啓発を強化する。

22年度予算 　13,192千円

今後の課題

　多様な働き方調査研究会の提言内容を検討するとともに、六甲アイランドのワーク･ライフ･バランス推進
モデル地域における具体的な取り組みを支援し、情報発信することが課題である。
　女性活躍推進事業の継続および事業所における取り組みの推進が課題である。
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重点分野２　事業者との連携・啓発

施策の概要

１．目的
　事業者において、男女共同参画の推進に向けた自主的な取り組みが進むように、積極的に取り組みを
行っている事業所の取り組みをＰＲすることにより、他の事業者に男女共同参画の取り組みが広がってい
くことを目指す。また、次世代育成支援対策推進法に基づき、企業が平成17年度から一般事業主行動
計画を策定して取り組んでいる従業員の育児休業取得を支援する。
２．内容
①こうべ男女いきいき事業所表彰（平成15年度～）
　女性社員の能力発揮や仕事と家庭の両立支援など、男女共同参画の推進に関し、積極的な取り組み
を行う事業所を公募し、選考の上、表彰する。表彰事業所の取り組みは、他の事業所の参考になるよう
に、広くＰＲする。
②育児休業からの職場復帰準備ｾﾐﾅｰ（平成17年度～）
　育児休業から復帰する女性及び男性に対し，仕事と家庭の両立に向けてのアドバイスや育児サービス
に関する情報提供等により，スムーズに職場復帰ができるよう支援する。
③企業セミナー（平成17年度～）
　こうべ男女共同参画推進月間のセミナーのひとつとして、企業の経営者・人事担当者向けのセミナーを
開催する。

21年度
実施状況

１．こうべ男女いきいき事業所表彰
　①募集期間　　平成21年5月28日～7月21日
  ②表彰事業所　8事業所（（株）カネヘイ、（株）神戸製鋼所、（株）神戸デジタル･ラボ、コベルコシステム
（株）、（株）神鋼環境ソリューション、神鋼ケアライフ（株）、（株）ダイヘン六甲事業所、丸正建設（株））
　③表彰式　　平成21年10月6日　こうべ男女共同参画推進月間の企業セミナーにおいて表彰。
２．育児休業からの職場復帰準備セミナー
　①対象　　　育児休業中の男女従業員
　②開催日 　平成21年11月20日、12月19日　参加者59名
３．企業セミナー
　①開催日　平成21年10月6日
　②テーマ　「新しい経営戦略　～ワーク･ライフバランス～」
　③講師　　株式会社ワーク・ライフバランス　代表取締役社長　小室　淑恵　氏
　④参加者　190名

22年度
実施予定

１．こうべ男女いきいき事業所表彰
　①募集期間　　平成22年5月28日～7月31日
  ②表彰事業所　未定
　③表彰式　　平成22年10月　こうべ男女共同参画推進月間の企業セミナーにおいて表彰。
２．育児休業からの職場復帰準備セミナー
　①対象　　　育児休業中の男女従業員
　②開催日 　平成22年9月および11月に予定
３．企業セミナー
　①開催日　平成22年10月27日
　②テーマ　「仕事も家族もあきらめない　～ワーク･ライフ･バランスを実現する仕事術～」
　③講師　　株式会社東レ経営研究所 代表取締役　佐々木 常夫　氏
　
　
　

22年度予算 　645千円

今後の課題

・こうべ男女いきいき事業所表彰の応募事業所を増やすために、今後も、男女共同参画推進会議に参画
する経済団体との連携等により有効なＰＲを行うことが重要である。
・表彰事業所の取り組みをいかにして、他の事業者の主体的な取り組みにつなげていくかが課題であ
る。女性社員の活用及び両立支援の取り組み等が事業者に対して具体的なメリットとなることを示すこと
ができるような効果的なＰＲ手法等の検討が必要である。また、過去の表彰事業所の取り組みをフォロー
していくことも必要である。
・育児休業からの職場復帰準備セミナーや企業セミナーについては、男女共同参画推進会議に参画し
ている経済団体等と連携して効果的なＰＲを行う必要がある。

①　職場における男女共同参画の促進＜市民参画推進局男女共同参画課＞
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施策の概要
　市内の求職者に対して研修等を実施することにより、就職に必要な技能、知識、ノウハウを身につけ、
早期の就職を支援する。

21年度
実施状況

１．神戸ワーク・ネットワーク（就業促進協議会）
　国や県、教育界、労働界、経済界、NPO及び市など神戸の各界で構成する協議会において、連携･協
力して神戸市域の就業支援施策を進める。
　運営委員会(2回)、緊急対策部会(2回)、就労相談、就職面接会（5回）、就労支援セミナー（1回）、事業
創造型インターンシップ、採用力アップセミナー、コミュニティビジネス起業セミナー、メンター育成研修の
実施
２．新規就農希望者研修
　新規就農希望者研修に35歳未満の募集枠を設けている。（H18～）
　短期14人（内、女性3人）　長期1人（内、女性0人）

22年度
実施予定

１．神戸ワーク・ネットワーク（就業促進協議会）
　国や県、教育界、労働界、経済界、NPO及び市など神戸の各界で構成する協議会において、連携･協
力して神戸市域の就業支援施策を進める。
　協議会及び運営委員会の開催により、具体的な就業対策の検討・実施・検証と、改善に向けた提案を
行う。
  ・就労相談
　・就職面接会
　・就労支援セミナー
　・事業創造型インターンシップ
　・採用力アップセミナー
　・コミュニティビジネス起業セミナー
　・メンター育成研修

２．新規就農希望者研修
　新規就農希望者研修に35歳未満の募集枠を設けている。（H18～）
　短期30人（内、女性8人）　長期4人（内、女性1人）
　※「新規就農希望者研修」を引き続き実施していくとともに、JA兵庫六甲が開設している農作業無料職
業紹介とタイアップしながら、雇用農業についても推進していく。

22年度予算 　11,079千円

今後の課題
　これらの施策は、女性に限った就職支援策というわけではないが、今後こうした事業においてさらに男
女共同参画を進めていく。

②　女性の就業支援　　＜産業振興局庶務課、農政計画課＞
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施策の概要

国において「女性の再チャレンジ支援プラン」が策定され、再チャレンジに向けた様々な支援策が打ち出
されたことにより、神戸市においても、一人ひとりの女性が仕事と子育て等をバランスよく両立しながら、ラ
イフステージに応じて柔軟に活動を選択できるよう、再就職等にチャレンジする女性の支援を行う。

21年度
実施状況

１．就業・チャレンジセミナー
（①10月：起業入門　参加者43名　②2月：就活力アップ　参加者１８名）
２．再就職準備セミナー（共催：10月　参加者１７名）
３．女性のための就業・チャレンジ相談（毎月第4土曜　相談件数25件）
４．就業・チャレンジ情報コーナーの設置・運営
 　男女共同参画センター内に就業・チャレンジに関する相談機関、講座、支援制度等の情報を集めた
　 情報コーナーを設置・運営。

22年度
実施予定

引き続き、女性の就業・チャレンジセミナー、女性の就業・チャレンジ相談および就業・チャレンジ情報
コーナーの運営を行う。

22年度予算 　333千円

今後の課題

セミナーや相談を経て、再就職や起業、地域活動の実現に結びつけるために、関係機関との連携を強
化する必要がある。

施策の概要

　事業所において、男女共同参画の推進に向けた取り組みが進められるよう啓発していくとともに、女性
の求職者に対する就職支援の内容を広く周知するため、様々な広報媒体を活用し、事業者、市民に対
して情報提供を行う。

21年度
実施状況

１．事業者向け
　○E-こうべ経済つうしん（毎月１日配信：市内約350団体）
　　市内事業所、団体に対し、本市の雇用及び産業振興施策をEメールで配信
　　・6･7月号にこうべ男女いきいき事業所の募集記事掲載
　　・6･7月号に「こうべ男女共同参画推進月間」標語コンテスト作品募集の記事掲載
　　・10月号にこうべ男女いきいき事業所決定の記事掲載
　○KOBE　Job Navi（神戸市雇用情報案内板）への女性の就業支援に関する情報提供掲載
２．求職者向け
　○E-Tips（四半期１回配布：市内20,000部）
　　市民に対して、市の取り組みを中心とした情報誌を発行
　　・第25号（2009Summer）に「こうべ男女共同参画推進月間 標語コンテスト」の
　　　作品募集記事掲載
　　・第26号（2009Autumn）に「こうべ男女いきいき事業所」の決定記事掲載
　○KOBE　Job Navi（神戸市雇用情報案内板）への女性の就業支援に関する情報提供掲載

22年度
実施予定

１．事業者向け
　○E-こうべ経済つうしん（毎月１日配信：市内約350団体）
　　　　市内事業所、団体に対し、本市の雇用及び産業振興施策をEメールで配信
　○KOBE　Job Navi（神戸市雇用情報案内板）への女性の就業支援に関する情報提供掲載
２．求職者向け
　○E-Tips（四半期１回配布：市内20,000部）
　　　　市民に対して、市の取り組みを中心とした情報誌を発行
　○KOBE　Job Navi（神戸市雇用情報案内板）への女性の就業支援に関する情報提供掲載

22年度予算 　2,000千円

今後の課題

・市民、事業者に対する既存の周知手段の充実を図り、より広くPRするとともに、より有効な周知方法に
ついても検討が必要である。
・情報が一方的なものとならないよう、市内事業所の状況やニーズを適宜把握する。

④　事業者への情報提供　　＜産業振興局庶務課＞

③　女性の再就職支援　　＜市民参画推進局男女共同参画課＞
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重点分野３　女性に対するあらゆる暴力の防止・被害者支援

施策の概要

ＤＶ被害者に対する保護・自立支援に向けて各区保健福祉部、北須磨支所保健福祉課、北区北神担当
保健福祉課で、次の対応を行っている（子育て支援部所管分）。
１．各区保健福祉部、北須磨支所保健福祉課、北区北神担当保健福祉課にて被害女性からの相談を受
理。
２．兵庫県立配偶者暴力相談支援センターへ一時保護依頼。危険性が低い場合は、市内の母子生活支
援施設にて短期保護実施。
３．関係機関との連携による自立支援。
４．各区担当者・母子生活支援施設職員向けに、神戸市配偶者暴力相談支援センター・男女共同参画
センターと協力して研修の実施。

21年度
実施状況

１．各区保健福祉部、北須磨支所保健福祉課、北区北神担当保健福祉課にて、母子・婦人相談の一環
として被害女性からの相談を受け、配偶者暴力相談支援センター、施設入所等についての情報提供や
相談・指導。
２．被害にあった女性あるいは母子が、他に身を寄せる場所がない場合には、兵庫県立配偶者暴力相
談支援センターへ一時保護を依頼。危険性が低い場合は、市内の母子生活支援施設にて短期保護を
実施。
３．必要に応じ、施設入所、生活保護の実施他、各種手当等福祉施策の適用。
４．関係機関の連絡会議「ひょうごDV防止ネットワーク会議（14.4.1設立）への参加
　県内におけるDV防止ネットワークシステムを強化するため、情報交換のための会議を開催したり地域ご
とにDV被害者に対する福祉、保健、法律等の総合相談を実施。
　（構成）兵庫県・神戸市・県警・神戸地方裁判所・兵庫県弁護士会・母子生活支援施設協議会等
５．DV相談窓口の広報強化（「すくすくハンドブック」への掲載）

22年度
実施予定

・事業継続

22年度予算 　3,418千円

今後の課題
「神戸市配偶者暴力対等基本計画」の推進について、担当職員に周知を図る。また、神戸市配偶者暴
力相談支援センター等関係機関との連携・協力をさらに密にしていく。

施策の概要

1.　「女性のための相談室」として、①夫婦・親子間、生き方等「こころの悩みの相談」、②離婚・親権・慰
謝料等「法律相談」、③更年期等｢からだの相談｣、④就業等｢就業・チャレンジ相談｣、⑤｢一般電話相
談｣を実施している。
２．ＤＶ防止に関する啓発として、啓発資料の作成や情報紙への掲載、各種セミナーを実施している。

21年度
実施状況

１．「女性のための相談室」
　　こころの悩み（週3回）、法律（月4回）、からだ（奇数月1回）、就業・チャレンジ（月１回）、
　　一般電話相談（火～土曜） 　　相談の中で224件（相談件数2,024件のうちＤＶ11.1％）
２．ＤＶ関連セミナー等
（１）ＤＶ情報提供会（奇数月）
（2）ＤＶ防止セミナー（11月：①身近に起こるＤＶと子どもへの虐待　②こんなことも「デートＤＶ？」）
（3）男の生き方セミナー（９月：夫婦で育児、2月：①地域デビュー応援②ストレスマネジメント③こころの相
談）
（4）夫婦・家族の法律セミナー（5月結婚・離婚　9月ＤＶ離婚　2月離婚にまつわるお金）
（5）護身セミナー（11月）
（6）女性のからだセミナー　５～12月（性、更年期、ＤＶ等についても言及）
（７）女性の権利110番（６月：共催）
（8）就業・チャレンジセミナー（10月、2月）
（9）回復へのステップ（５～6月：共催）、ＤＶ被害母子のためのグループセラピー（７～10月：共催　全10
回）
（10）民間支援団体等との共催セミナー①こころのケア講座（６～３月）②デートＤＶ（4月）

22年度
実施予定

上記ＤＶ関連セミナー等を継続実施

22年度予算 7,082千円

今後の課題

・ＤＶ防止について、セミナー、情報紙で周知・啓発を図ったが、引き続き、啓発が必要である。
・早期からのDV予防啓発について実施していく必要がある。

①　ＤＶ被害者の保護、自立支援　　＜保健福祉局子育て支援部＞

②　女性のための相談室の運営、ＤＶ防止にかかる啓発　　＜市民参画推進局男女共同参画課＞
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③　ＤＶ被害者支援対策　　＜市民参画推進局男女共同参画課＞

施策の概要

平成16年6月の改正ＤＶ防止法及びこれに基づく国の基本方針に対応して、民間のＤＶ被害者支援活
動に対する助成を行うとともに、民間団体との連携の下に、民間・行政のＤＶ被害者支援担当者への研
修や、市民に対するＤＶ防止のための啓発を行う。

21年度
実施状況

１．ＤＶ被害者支援活動補助
　民間団体が行っているシェルター運営や、ＰＴＳＤを抱えるＤＶ被害者や日本語の不自由な外国人ＤＶ
被害者への関係機関・施設等への同行支援に対して補助を行う。
　補助件数　2件
２．ＤＶ防止キャンペーン
　啓発資料の配布等を行うキャンペーンを実施し、市民にＤＶ防止についての周知・啓発を行う。
　啓発資料の配布：平成21年11月～　あすてっぷＫＯＢＥ、各区役所等で配布
　　　　　　　　　　　　 平成21年11月12日　さんちか夢広場で配布

22年度
実施予定

引き続き、ＤＶ被害者支援活動補助を行うとともに、ＤＶ防止キャンペーンを行い、広く市民にＤＶ防止に
ついての周知・啓発を行う。

22年度予算 　1,315千円

今後の課題
・民間団体の活動状況の把握
・ＤＶ対策関係課との連携のあり方の検討

施策の概要

１．趣旨
　ＤＶ被害者への対応に関し、庁内の関係各課が、相互に連携しながら、ＤＶ被害者への適切な支援の
取り組みを推進するため、「神戸市ＤＶ対策関係課長連絡会議」を設置する。
２．内容
　・関係各課の取り組みについての情報交換
　・ＤＶ対策についての研究協議
　・個別事例の研究　等
３．構成
　・市民参画推進局区政振興課長、男女共同参画課長、男女共同参画センター館長
　・市長室国際交流推進部主幹
　・保健福祉局参事(保護課長事務取扱、人権推進課長事務取扱)、高齢福祉部主幹（介護予防担当）、
国保年金医療課長、
　　子育て支援部主幹（こども家庭支援担当）、こども家庭センター副所長、
　　障害福祉部障害福祉課長
　・都市計画総局住宅政策課長、住宅管理課長
　・消防局警防部救急課長
　・教育委員会事務局教育企画課長、首席指導主事（指導課、人権教育課）
　・(財）神戸国際協力交流センター総務部長
　・神戸市民病院機構法人本部経営企画室企画運営グループマネージャー

21年度
実施状況

神戸市ＤＶ対策関係課長連絡会議
　・第1回会議　　平成21年5月14日
　　（関係課のＤＶ対策の20年度実績と21年度取組予定、「神戸市配偶者暴力対策基本計画」につい
て、「DV被害の現状について」講義　他）
　

22年度
実施予定

神戸市ＤＶ対策関係課長連絡会議
　・第1回会議　　平成22年6月18日
　　（神戸市男女共同参画審議会 第2回DV計画部会と兼ねる）
　

22年度予算 　―

今後の課題
・必要に応じ、県・県警など庁外の関係機関や民間のＤＶ被害者支援団体等との連携・協力を図ってい
く。

④　ＤＶ対策関係機関の連携　　＜市民参画推進局男女共同参画課＞
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施策の概要

１．趣旨
　平成16年6月の改正ＤＶ防止法及びこれに基づく国の基本方針に対応して、配偶者暴力相談支援セ
ンターの業務を平成18年11月より開始し、DV被害者支援の一層の強化を図っている。
２．業務内容
　①相談業務の実施　火曜日～日曜日（祝日含む）　午前9時～午後5時
　②カウンセリング
　③保護命令のための手続支援
　④関係機関（警察、県立女性家庭センター、区役所、裁判所など）への同行支援及び被害者の安全確
保や自立支援等のための連絡・調整
　⑤配偶者暴力相談支援センター及び区の相談員等のための専門家によるスーパーバイズ（指導・助
言）の実施

21年度
実施状況

１．相談件数等
　相談延べ件数2,810件（うち、電話相談2,341件、面接相談305件、カウンセリング164件）、同行支援39
件、保護命令書面提出10件（発令８件）
２．支援者向け研修
　①6月「ＤＶ被害女性と子どもへの支援～多角的マネジメントと危機介入」
　 　講師　女性支援コーディネーター佐々木郁子氏　参加者56名
　②10月「ＤＶを理解する－支援者が気をつけること－」
　 　講師　ＮＰＯ法人レジリエンス代表　中島幸子氏　参加者86名
　③2月「警察におけるＤＶ被害者への支援について」
　 　講師　兵庫県警ストーカー・ＤＶ対策室　清水裕徳氏　参加者79名
　④3月「母子生活支援施設で暮らすＤＶ被害者への支援について」
　 　講師　兵庫教育大学准教授　有園博子氏　参加者12名

22年度
実施予定

上記事業を継続。

22年度予算 13,636千円

今後の課題
・関係機関との役割分担と連携、民間支援団体との連携協力体制を今後も強化していく必要がある。
・研修の継続と充実を図る。

施策の概要

１．趣旨
　平成19年7月にDV防止法が改正され、平成20年1月に施行されたことを受け、総合的、体系的にDV対
策を推進するために、神戸市配偶者暴力対策基本計画を策定するとともに、若者に向けたＤＶの予防啓
発として、市内の高校生等を対象に予防啓発プログラム等を実施する。

21年度
実施状況

１．神戸市配偶者暴力相談支援センターの機能強化
　①相談体制の充実
　②DV被害者の緊急時における安全の確保
　③相談シートの作成
　④DV被害者のグループカウンセリングの実施
２．DV防止のための教育･啓発の推進
３．被害者支援を担う関係者の人材育成及び関係機関の連携･協力
　①研修の実施
　②民生委員･児童委員向けDV被害者対応ハンドブックの作成
　③民間支援団体及び関係機関との連絡調整会議等の実施
　④ネットワーク会議の開催

22年度
実施予定

１．神戸市配偶者暴力相談支援センターの相談体制の充実
２．DV被害者の緊急時における安全の確保
３．DV予防啓発事業の推進
４．DV被害者支援を担う関係者への研修および関係機関の連携･協力
５．DV被害者のグループカウンセリングの実施
６．外国語DVリーフレットの作成(スペイン語とポルトガル語)

22年度予算 　4,073千円

今後の課題
神戸市配偶者暴力対策基本計画の推進と数値目標の着実な達成が課題である。

⑥　ＤＶ対策の強化　　＜市民参画推進局男女共同参画課＞

⑤　配偶者暴力相談支援センターの運営　　＜市民参画推進局男女共同参画課＞
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重点分野４　市の事業所としての取り組み

施策の概要
　次世代育成支援対策推進法の成立を受けて策定した「仕事・子育ていきいき両立プラン～神戸市特定
事業主行動計画～」等に基づき、「仕事と子育てがいきいきと両立できる」よう施策を推進する。

21年度
実施状況

1．子育てにかかる休暇制度の情報発信
　①男女共同参画推進員（局の庶務担当係長等）に対する研修の実施（6月）
　②仕事と子育ての両立支援セミナー（希望者）を実施（10月）
2．子育て支援に関するアンケート調査の実施

22年度
実施予定

1．「仕事・子育ていきいき両立プラン～神戸市特定事業主行動計画～」について
　　現在、前期（平成17年度～平成21年度までの5ヵ年）計画の数値目標および達成状況を
　検証中である。
　　その結果や、育児休業法の改正をふまえた上で、後期計画を策定する。

２．男女共同参画計画（第2次）の目標（平成22年度目標）
　・男性職員の育児休業等の取得率　5％

　平成21年度の達成状況の把握を行い、その結果を踏まえた上で、数値目標達成に向けての施策を推
進する。
　イントラネット・研修等を活用することにより、休暇制度の情報発信を強化し、職員（取得対象者・所属
長）への周知徹底を図る。

22年度予算 　―

今後の課題
　各年度において数値目標の達成状況を把握・点検し、その結果を踏まえて、必要に応じ施策の実施や
計画の見直しを行う必要がある。

施策の概要

１． 目的
更なる女性職員の登用のため、ライフサイクルに配慮した係長昇任制度の整備を行い、係長昇任に対す
る意識が高まるよう啓発活動に取り組み、仕事と家庭の両立を行うことができる職場環境づくりを推進す
る。
２． 内容
（１）係長昇任選考制度変更項目
　①筆記考査の負担軽減
　②人物評価の重視
　③ライフサイクルへの配慮
　④情報公開の推進
（２）情報の提供、発信
①係長昇任選考説明会の実施
②各区役所でのワーク・ライフ・バランス推進セミナー

21年度
実施状況

１．20年度から各区役所で実施しているワーク・ライフ・バランス推進セミナーを実施し、昇任選考制度の
情報提供に努めた。(参加者79名)
２．女性職員のためのキャリア形成応援セミナーを実施。
　平成21年10月14日(参加者28名)

22年度
実施予定

１．意欲と能力のある職員を受験へと促す制度変更の検討
２．昇任選考制度の情報提供のため、係長昇任選考説明会及び各区役所でキャリア形成応援セミナー
を実施
３．女性職員のためのキャリア形成応援セミナーを実施
　平成22年6月4日(参加者28名)

22年度予算 　―

今後の課題

人物評価を重視した昇任選考制度へと制度改正をした平成18年度以後も、係長昇任選考の受験
率は低い状況が続いている。
今後も、平成20年度に実施した『係長昇任選考に関する職員意識調査』の結果や寄せられた多
くの意見を基に、改善点や問題点を検証し、他の部局とも連携しながら、管理職の職務の魅力
が伝わる情報の発信に努め、より一層受験を奨励する職場環境を目指すために、対策を検討し
ていく必要がある。

①　次世代育成支援対策推進法にかかる「特定事業主行動計画」等の推進　　＜行財政局人事課＞

②　係長昇任選考制度　　＜人事委員会事務局任用課＞
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施策の概要
　「神戸市職員いきいきプラン～神戸市人材育成基本計画～（平成15年８月策定）」に基づき、係長昇任
試験の見直しや人事異動等を通じて、女性職員の管理職への積極的登用を図る。

21年度
実施状況

平成21年4月1日現在
                            　　　　左のうち一般行政・福祉
　局長級　　　0　　　　　　　　　　　　局長級　 　 0
　部長級　　  8  　　　　　　　　　　　部長級　     1
　課長級　 　88　　　　　　　　　　　　課長級　　 27
　係長級　  356　　　　　　　　　　　 係長級　  104
　計　　　　  452（人）　　　　　　　　  計　       132（人）

22年度
実施予定

平成22年4月1日現在
                            　　　　左のうち一般行政・福祉
　局長級　　　0　　　　　　　　　　　　局長級　 　 0
　部長級　　 11  　　　　　　　　　　　部長級　    2
　課長級　 　88　　　　　　　　　　　　課長級　　 29
　係長級　  364　　　　　　　　　　　 係長級　  110
　計　　　　  463（人）　　　　　　　　  計　       141（人）

22年度予算 　―

今後の課題

　近年、女性職員の採用数が増加し、女性の職域は着実に広がっており、女性管理職数も増加してい
る。しかしながら、その割合はまだ低水準にとどまっており、今後更なる女性職員の登用が望まれる。
　そのため、平成18年度より実施した、女性のライフスタイルへの配慮を念頭に置いた係長昇任選考試
験の制度変更を機に、係長昇任に対する意識を高めるよう啓発活動に取り組んでいる。また、「仕事・子
育ていきいき両立プラン」に掲げられている、子育て中の職員に対する配慮・時間外勤務の縮減・休暇の
取得促進等に向けた具体的な方針を推進していくことによって、女性が仕事と家庭との両立を行うことが
できる環境づくりをより一層推進し、女性の係長昇任選考試験受験率を引き上げていく必要がある。

施策の概要

１．目的
すべての職員が、男女共同参画の趣旨、大切さを深く理解し、市政の遂行にあたっては、
男女共同参画への実践的な取り組みができるよう、職員に対して必要な研修を実施する。
２．内容
※人権問題研修実施計画の中で、男女共同参画を主要なテーマと位置づけ研修を実施。
・基本研修時、及び専門・特別研修時に男女共同参画に関する研修を実施。
・職場研修時（職場人権リーダー研修時）に、男女共同参画をテーマの１つとして実施。

21年度
実施状況

１．基本研修
　・新規採用職員研修   修了者　276名
　・３年次研修   修了者　41名
２．専門・特別研修
　・職場人権リーダー養成研修   修了者　135名
　・仕事と子育て両立支援セミナー   修了者　19名
３．職場研修
　・人権問題職場研修　3,887名
  ・人権シート研修　15,096名

22年度
実施予定

１．基本研修
　・新規採用職員研修
　・３年次研修
２．専門・特別研修
　・職場人権リーダー養成研修
　・仕事と子育て両立支援セミナー
３．職場研修
　・人権問題職場研修
　・人権シート研修

22年度予算 　―

今後の課題

　研修の実施、展開を図る際、内容をいかに具体的に分かりやすく説明し提供するか、また職員一人ひ
とりが身近なこととして感じてもらえるようにするか、が重要である。

④　男女共同参画に関する職員研修　　＜行財政局職員人材開発センター＞

③　女性管理職の登用　　＜行財政局人事課＞
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施策の概要

審議会等への女性委員の登用については、女性委員の割合が35％以上になるよう努めるものとする。
〔参考〕
・附属機関等の設置等に関する指針第5条第2項に規定
・目標年次　平成22年度

21年度
実施状況

目標(平成22年度末までに35％以上)の達成を図るため、平成21年度から平成22年度までの登用実施計
画を見直し、各審議会の所管課に対し、委員改選や委員選定に女性委員の登用を働きかけた。

〔参考〕
　女性委員の登用率の推移
　　　　　平成11年度3月末時点　17.9％　　　　　　　⇒　平成22年3月末　33.0％
　（女性委員数／全体委員数）　(402人／2252人)　　　　(890人／2699人)

22年度
実施予定

引き続き、平成22年度までの登用実施計画に基づき、各審議会の所管課に対し、委員改選や委員選定
に女性委員の登用を働きかけていく。

22年度予算 　―

今後の課題

１．分野によっては、女性の専門家が少なかったり、全くいなかったりする場合がある。そうした分野の審
議会では、特定の女性委員に委嘱が集中したり、女性委員の登用が困難となっている。
２．特定の女性に集中する場合、別途、指針で設けている重複制限に抵触する恐れがある。
３．女性委員登用に関して、各局からの相談に対応するためには、様々な分野における人材データの収
集・蓄積が必要となっている。
４．①特定の範囲の対象者から選挙等の方法で選任されるような取り決めがされている委員の場合、②
当該附属機関等の担当事務に密接な関連を有する団体を代表する者及びこれらに準ずると認められる
者である場合、③専門的な知識、経験を有する者が他に得られない場合など特別な事情があると認めら
れる場合なども、男女共同参画の趣旨からできるだけ女性委員からの選任に努めていく必要がある。

⑤　審議会等への女性委員の登用　　＜行財政局行政経営課＞
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施策の概要

１．趣旨
　職員一人ひとりの男女共同参画に関する理解を深め、男女ともに働きやすい職場環境づくりを進める
ため、各局室区に係長級職員等男女各１名の「男女共同参画推進員（サポーター）」を設置し、各局室
区において、男女共同参画に関する情報の収集提供や連絡・調整など、庁内の男女共同参画の推進を
支援する役割を担う。
２．活動内容
①情報発信
　・関係課から提供される男女共同参画に関する情報について、各局室区内に周知・啓発する。
　・男女共同参画課が職員向けに発行する「こうべ男女共同参画ニュース」の掲載記事を提供する。
②相談対応
　・育児休業等諸制度に関する情報提供を行い、また、相談窓口として、仕事と家庭の両立の推進をサ
ポートする。
　・係長昇任選考制度の情報提供のほか、係長としての自らの経験などによるアドバイスを行う。
③職場環境づくり
　・男女共同参画に関する、職員用啓発資料等の作成に参加する。
　・各局室区で実施する、男女共同参画に関する研修への資料提供や、テーマ・実施方法の企画をサ
ポートする。
④サポーター研修
　各サポーターが、サポーター活動に必要な情報や知識等を習得し、男女共同参画に関する理解を深
めるため、研修を実施する。（年2～3回）

21年度
実施状況

１．21年度推進員選任
　　平成21年4月１日　58名
２．こうべ男女共同参画ニュース
　　4回発行（①DV計画策定について　②サポーターの紹介、サポーター研修の報告　③こうべ男女共
同参画推進月間について　④キャリア形成応援セミナー・仕事と子育ての両立支援セミナーの報告　等）
３．男女共同参画サポーター研修
　・第1回　平成21年6月4日（①サポーター活動について　②男女共同参画を進めるために　③仕事・子
育ていきいき両立プランについて　④係長昇任選考について　⑤DVの現状について）
　・第2回　平成21年7月30日（民間企業の人事部長による講演とグループワーク）
　・第3回　平成21年10月6日（「こうべ男女共同参画推進月間」企業セミナーをサポーター研修とする）
　（新しい経営戦略～ワーク･ライフバランス～）

22年度
実施予定

１．22年度推進員選任　　平成22年4月１日　58名
２．こうべ男女共同参画ニュース　　6回発行予定
３．男女共同参画サポーター研修
　・第1回　平成22年5月25日
　（①サポーター活動について　②男女共同参画を進めるために　③仕事・子育ていきいき両立プラン
　　について　④係長昇任選考について　⑤話し方･聴き方のスキルを学ぶ）
　・第2回　平成22年7月（民間企業の人事部長による講演とグループワーク）
　・第3回　平成22年10月（「こうべ男女共同参画推進月間」企業セミナーをサポーター研修とする）
　

22年度予算 　　―

今後の課題

　サポーターは、各局室区に配置しているため、意見交換やサポーター研修の開催回数は限られてく
る。このため、相談のあった事例や各局室区における研修等の取り組みなどについて、効率的に情報交
換できるしくみを構築するとともに、市役所の事業所としての男女共同参画推進セミナー等に対する職員
参加への協力関係も構築する必要がある。

⑥　男女共同参画推進員（サポーター）制度　　＜市民参画推進局男女共同参画課＞
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基本目標Ⅰ　あらゆる分野への男女共同参画の促進

（1）　市政への女性の参画の促進

21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

1　市の審議会などへの女性委員の登用促進

<21年度実績>
22年3月31日現在
（ｶｯｺ内は21年3月31日現在の数値）
・審議会数　111(113)
・0審議会数　7(11)
・総委員数　2,699(2,698)
・女性委員数　890(858)
・登用率　33.0％(31.8％)

<22年度予定>
引き続き、平成22年度までの登用実施計画に基
づき、所管する各審議会の委員改選や委員選定
に女性委員の登用を図っていく。また、登用状況
調査を行い、進捗状況を把握する。

― ―各局
（登用状況調査
は、行政経営課と
男女共同参画課
が行う）

<21年度実績>
各審議会等の委員の改選時期の前に、担当部局
に対して、女性委員の積極的な登用について依
頼・協議している。

<22年度予定>
事業継続

― ―市民参画推進局
男女共同参画課

2　女性の人材情報の充実

<21年度実績>
女性の人材情報の収集に努め、随時情報提供を
行う。

<22年度予定>
事業継続

― ―市民参画推進局
男女共同参画課

3　女性の人材を育成する場の充実
<21年度実績>
学生数362人
・本科　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1年生
                　　　　　　　　　　　　　　　　128人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   2年生   3年生
(健康・ユニバーサル社会コース)　　25人　　39人
(生活・文化コース)　　　　　　　　　　 67人　　54人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　合計　 92人　  93人
・研究科　1年生　25人　　　2年生　24人

<22年度予定>
学生数380人（22年4月当初）
　本科　　1年生　　123人
　　　　　　2年生　　125人
　　　　　　3年生　　 84人
　研究科 1年生　　 23人
　　　　　　2年生　　 25人

38,182 36,947 市民参画推進局
男女共同参画課

4　市政への女性の意見の反映（その１）
<21年度実績>
・審議会2回
　神戸市配偶者暴力対策基本計画について　他

<22年度予定>
・審議会3回開催予定
　神戸市男女共同参画計画(第3次)の策定につい
て
　神戸市配偶者暴力対策基本計画(第2次)の策定
について

819 1,403 市民参画推進局
男女共同参画課

事業名と内容

女性委員登用のための人材リストの
作成
　社会のさまざまな分野で活躍する女
性の人材を広く求め、定期的に人材リ
ストを作成する。

神戸婦人大学の運営
　女性が自らの生き方を発見し、社会
のあらゆる分野における活動に参加並
びに参画するための基礎的な能力を
身につけることを目的とする3年制の市
民大学である神戸婦人大学を運営す
る。
（対象）
　神戸市在住・在勤の67歳以下の女
性
（内容）
・生活･環境コース
・文化･デザインコース

神戸市男女共同参画審議会
　学識経験者、実務家、市民などで構
成される審議会を設置し、男女共同参
画の推進に関する重要事項や施策の
実施状況について、調査・審議し、意
見を述べてもらう。

市の審議会等への女性委員の登用
　女性委員比率35％以上(目標年度平
成22年度)と女性委員ゼロ審議会の解
消を目標に、女性委員の登用促進を
図る。
　また、年に1度登用状況の調査を行
い、進捗状況を把握する。

市の審議会等への女性委員の登用
についての働きかけ
　各審議会等の委員の改選時期の前
に、担当部局に対して登用実施計画
に基づき、女性委員の積極的な登用
について依頼・協議している。

課題1　政策・方針決定の場への女性の参画の促進
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21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

<21年度実績>
申出件数 0件　処理件数 0件　相談件数 0件

<22年度予定>
事業継続

376 366 市民参画推進局
男女共同参画課

<21年度実績>
第10期(21.5～23.3）
男　555人、女　548人
・市政アドバイザー意識調査　4回
・市政セミナー施設見学会　3回
・アドバイザー通信
・市政の資料等送付
・審議会委員への推薦

<22年度予定>
第10期（21.5～23.3）
男　555人、女548人
・市政アドバイザー意識調査　4回
・市政セミナー施設見学会　3回
・アドバイザー通信
・市政の資料等送付
・審議会委員への推薦

6,038 5,611 市民参画推進局
広聴課

<21年度実績>
・地域集会　　 124回　4,931人
・問題別懇談会  3回　  884人
・年代別懇談会　6回　  628人
・各区総括集会　9回　3,452人
・全市総括集会　1回　2,500人
・報告集会　      1回　  400人

<22年度予定>
・地域集会　　 124回
・問題別懇談会　3回
・年代別懇談会　6回
・各区総括集会　9回
・全市総括集会　1回
・報告集会　　　　1回

4,571 3,656 市民参画推進局
広聴課

（2）　企業・団体などにおける女性の方針決定への参画の促進

21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

5　企業、教育・研究機関、その他各種機関・団体などにおける方針決定の場への女性の登用の啓発

<21年度実績>
第1回推進会議（7月24日開催）において、男女共
同参画への取り組み状況について各団体から報
告

<22年度予定>
第1回推進会議（8月2日開催）において、男女共
同参画への取り組み状況について各団体から報
告

―

（30に計上）

―

（30に計上）

市民参画推進局
男女共同参画課

6　市が出資する公社等における女性の登用の促進

<21年度実績>
事業継続

<22年度予定>
事業継続

― ―市民参画推進局
男女共同参画課

事業名と内容

神戸市男女共同参画推進会議におけ
る登用状況の把握
　市内の地域団体、経済団体、教育団
体等各種団体からなる「男女共同参画
推進会議」（平成11年4月～）におい
て、女性の登用状況等について報告
してもらう。（男女共同参画推進会議
30参照）

神戸市外郭団体人権研修
　神戸市外郭団体の職員対象に男女
共同参画社会についてビデオと講演
により啓発を行う。

4　市政への女性の意見の反映（その２）

婦人市政懇談会
　婦人を対象に、身近な問題や市政に
関する諸問題について話し合い、集約
されたこれらの声を把握し、市政に反
映していくともに、相互の対話により、
市政に対する理解と認識を深める。

市政アドバイザー
  市民の声を積極的に把握するため、
市内在住外国人を含む「市政アドバイ
ザー」約1,000人を無作為選任し、意
識調査、施設見学会、市政に対する提
言の募集、市政セミナー等を実施し、
これらの意見要望等を市政に反映す
る。（任期2年）

男女共同参画申出処理制度
　市民・事業者からの男女共同参画に
関する施策に対する苦情・提案又は人
権侵害の相談に対し、苦情処理委員
が調査を行い、その報告を受けて市が
適切に対応する。

事業名と内容
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（3）　政治・選挙への女性の参加・参画の促進

21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

7　政治・選挙への女性の参加・参画を促進するための啓発

<21年度実績>
21年6月～11月開催
開催回数　49回
参加者　延1,710人

<22年度予定>
事業継続

980 980 選挙管理委員会
事務局

（4）　市における女性職員の職域拡大と登用促進

21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

8　積極的改善措置としての女性職員の職域拡大

女性職員の職域拡大・積極的登用

女性職員の職域拡大と積極的
な登用
　女性職員の職域を、庶務的な
事務のみに限らず、政策形成的
な企画部門あるいは直接事業を
実施する部門へ広げていく。

<21年度実績>
・人事異動による職域の拡大
・庁内公募制の実施

<22年度予定>
事業継続

― ―行財政局
人事課

女性消防吏員の採用及び職域
の拡大
　9年度から計画的に女性消防
吏員の採用を図り、18年度から
採用試験において男女枠を撤廃
している。

<21年度実績>
女性消防吏員採用実績
・大卒　0人
・高専・短大卒　0人
・高卒　0人
(女性消防吏員の職域については、有毒ガス等の
環境下での活動が予想される救助業務等に係わ
る消防業務を除いた全ての職域を対象と考えてい
るが、拡大にあたっては、労働基準法の趣旨を勘
案しつつ、その中で従事可能な職域を考えてい
る。)

<22年度予定>
・大卒
・高専、短大卒　　　　未定
・高卒

― ―消防局
職員課

地下鉄・市バス関連の女性職員
の職域拡大
　乗合自動車運転士及び地下
鉄駅掌の募集対象を、これまで
の男性のみから、男女とも対象
に拡大している。（12年度～）

22年4月1日現在
地下鉄の女性車掌・駅掌　8人

― ―交通局
職員課

9　女性職員の管理職への登用の促進・支援（その１）

女性職員の管理職への登用促進

一般行政職員の管理職への登
用の促進
　人事異動を通じて、女性職員
の管理職への登用を促進してい
く。

22年4月1日現在
（ｶｯｺ内は21年4月1日現在の数値）
                                  左のうち一般行政福祉
・局長級　0 (0)　　　　　　　　　・局長級  0（0)
・部長級　11(8)　　　　　 　　　 ・部長級  2（1）
・課長級　88 (88)　　　　　　　 ・課長級 29（27）
・係長級　364 (356)　　　　　　・係長級 110（104）
　計　463 (452)　　　　　　　　　　　 計　 141（132）

― ―行財政局
人事課

消防職員 22年4月1日現在
（ｶｯｺ内は平成21年4月1日現在の数値）
・司令　　　2 (2)
・司令補 12(11)

― ― 消防局
職員課

事業名と内容

事業名と内容

婦人政治選挙講座の開催
　女性の有権者を対象に、政治、選
挙、時事問題等についての講座を開
催し、政治、選挙に対する関心を高め
る。
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21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

9　女性職員の管理職への登用の促進・支援（その２）

<21年度実績>
1．平成20年度より各区役所で実施しているワー
ク・ライフ・バランス推進セミナーを実施し、昇任選
考制度の情報提供に努めた。
2．女性職員のためのキャリア形成応援セミナーを
開催した。（10月14日）　参加者　28人

<22年度予定>
昨年度は中止とした係長昇任選考説明会の実施
を含め，事業継続。
また上記に加え、人物評価を重視するとともに、筆
記考査の負担を軽減するため、B選考の第1次考
査を廃止する。

― ―人事委員会
事務局

10　女性職員の働きやすい職場環境の整備

<21年度実績>
・子育てにかかる休暇制度の情報発信
①男女共同参画推進員(局の庶務担当係長等)に
対する研修の実施
②仕事と家庭の両立支援セミナー(希望者)を実施
(10月)
・子育て支援に関するアンケート調査の実施（2
月）

<22年度予定>
・休暇制度の情報発信を強化し、職員(取得対象
者・所属長)への周知徹底を図る。

― ―行財政局
人事課

<21年度実績>
・神戸市職員共助組合が運営している「職員相談
室」を相談・苦情の窓口にしてカウンセラー及び相
談員が対応する。
・職員相談室で相談に応じたあと、必要があれば
本人の承諾を得て、人事課にカウンセラー及び相
談員が報告をし、人事課で事実確認その他適切
な対応を行う。

<22年度予定>
事業継続

― ―行財政局
人事課

<21年度実績>
各団体で実施

<22年度予定>
男女共同参画課よりビデオを貸出すなど、事業継
続

― ―各局
(各外郭団体)

事業名と内容

次世代育成支援対策推進法に基づく
特定事業主行動計画の策定
　次世代育成支援対策推進法（15年7
月制定）に基づき、神戸市を事業主と
する特定事業主行動計画を策定す
る。

セクシュアル・ハラスメント防止対策
　改正男女雇用機会均等法（11年4月
1日施行）に基づき、セクシュアル・ハラ
スメント防止についての市の方針の明
確化（11年4月30日付　神総職人第44
号）と周知・啓発、相談・苦情への対
応、事後の迅速かつ適切な対応等を
行い、セクシュアル・ハラスメントの防止
に努める。

女性職員が受験しやすい係長昇任選
考制度の導入
　係長昇任選考の受験可能となる時期
と結婚や育児の時期が重複すること
で、昇任意欲が減退する職員がある可
能性を考慮し、より受験しやすい制度
を導入する。

外郭団体におけるセクシュアル・ハラ
スメント防止研修の実施
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（1）　家事・育児・介護への男性の参加・参画の促進

21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

11　家庭・地域活動での男女共同参画に向けた啓発

<21年度実績>
VOL.19（22年2月発行）で家族でがんばっておら
れるカレー店の活動を紹介

<22年度予定>
VOL.20（8月発行）で家族を中心にがんばってお
られるそうざい店舗の活動を紹介

―

（30に計上）

―

（30に計上）

市民参画推進局
男女共同参画課

<21年度実績>
10月31日（土）
男女共同参画センター登録グループ企画・発信Ｄ
ＡＹとして、登録グループが企画するセミナーや展
示などに会場提供や広報支援を行い市民向けｾﾐ
ﾅｰとして共催。参加ｸﾞﾙｰﾌﾟ8、参加者数72名

<22年度予定>
10月16日（土）、30日（土）
神戸市男女共同参画センター登録グループの企
画によるセミナーなどを共催

0 0 市民参画推進局
男女共同参画課
（男女共同参画セ
ンター）

<21年度実績>
６月20日（土）「折り梅」参加者28人
１月23日(土）「トウキョウソナタ」参加者27人
３月６日（土）「歩いても歩いても」参加者29人

<22年度予定>
6月5日（土）「ＪＵＮＯ」、10月・1月にも予定

88 89 市民参画推進局
男女共同参画課
（男女共同参画セ
ンター）

事業名と内容

推進会議ﾆｭｰｽ「すくらむＫＯＢＥ」にお
ける地域での男女共同参画への取り
組みの紹介記事掲載
（30参照）

「シネマ＆トーク」の開催
　女性問題や男女共同参画の視点を
もった映画を上映し、フリートークの場
で参加者が感想や意見を述べあう。

男女共同参画市民企画講座の開催
　市内で活動する団体・グループが企
画・実施する男女共同参画社会の実
現をめざす啓発活動に対して、その経
費の一部を助成し、こうべ男女共同参
画推進月間（10月）にあすてっぷＫＯＢ
Ｅで開催する。

課題2　家庭生活・地域社会への男女共同参加・参画の促進
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21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

12　男性が参加しやすい家事・育児・介護講座の充実（その１）

市民参画推進局
文化交流部

「男性のための料理教室①」
「男性のための料理教室②」（定
例講座）（東灘区民センター）
　初歩から手軽に料理の美味し
さと楽しさを味わいながら、男性
にも料理を作ってもらう。（18年度
～）

<21年度実績>
春季・秋季とも「男性のための料理教室①」第1金
曜、「男性のための料理教室②」第1土曜、各6
回、定員各30人

<22年度予定>
事業継続

486 486 （(財)神戸市民文
化振興財団）

「男性クッキング講座」（定例講
座）
（葺合文化センター）
　男性を中心に夫婦、カップル。
希望があれば女性のみでも受
付。(15年度秋季～）

<21年度実績>
春季・秋季とも第3土曜、6回
定員30人

<22年度予定>
事業継続

268 268

「男性もクッキング」（定例講座）
（生田文化会館）
　初めて料理を作る方、特に男
性を中心に実施（16年度秋季
～）

<21年度実績>
春季・秋季とも第3土曜、6回、定員24人

<22年度予定>
事業継続

237 237

「男性の料理」（定例講座）
（北区民センター）
　男性が参加しやすい曜日を設
定。（13年度秋季～）

<21年度実績>
春季・秋季とも第2日曜、5回、定員24人

<22年度予定>
事業継続

177 177

「シルバー男性の料理(60歳
～)」（定例講座）
（北区民センター）
　60歳以上の男性を対象に、受
講生にあわせて、カロリー・塩分
を考えたカリキュラムを実施。（15
年度春季～）

<21年度実績>
春季・秋季とも第3土曜、5回、定員24人

<22年度予定>
事業継続

177 177

「男性のための料理（入門）①」
「男性のための料理（入門）②」
（定例講座）（北須磨文化セン
ター）
　和食中心の簡単な家庭料理。
（17年度～）

<21年度実績>
春季・秋季とも
「男性のための料理（入門）①」第１・3土曜、10回
「男性のための料理（入門）②」第2・4土曜、10回
定員25人

878 ー

｢シニア向け男性の料理入門教
室」(随時講座)（北須磨文化セン
ター）

<21年度実績>
10月から12月の水曜日、4回シリーズ
定員20人

89 ー

「男性料理トライ教室」（随時講
座）（北須磨文化センター）

<21年度実績>
1月から3月の水曜日、5回シリーズ
定員20人

111 ー

事業名と内容

男性のための料理教室の開催
　男性が料理を作ることによって家事により一層の協力ができ、また自活ができるように、男性を対象にした料理教室を
開催する｡
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21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

12　男性が参加しやすい家事・育児・介護講座の充実（その２）

市民福祉大学
91,330
（全体）

90,886
（全体）

介護セミナー「家庭介護セミ
ナー」
　一般市民を対象に家庭介護を
テーマとした講座を実施。

<21年度実績>
22年3月開催（2日間）
テーマ「高齢者の健康と安全」他
延参加者数　43名

<22年度予定>
事業継続

― ―

介護セミナー「土曜介護セミ
ナー」
　一般市民を対象に家庭介護を
テーマとした講座を実施。
男性又は夫婦で参加することが
できるよう、土曜日に開催。

<21年度実績>
22年1～2月開催（4日間）
テーマ「知っておきたい介護の知識」他
延参加者数　83名

<22年度予定>
事業継続

― ―

市民福祉セミナー「古武術から
学ぶ無理ナイ介護術のヒン
ト！」
　一般市民を対象に、古武術の
体の動きから、介護する側される
側、両方に「無理ナイ」介護術の
ヒントを学ぶ講座を実施。

<21年度実績>
22年３月（2日間）
テーマ「古武術から学ぶ無理ナイ介護術のヒン
ト！」
延参加者数　57名

<22年度予定>
事業継続（市民福祉セミナー）

― ―

（2）　地域活動・市民活動への男女共同参加・参画の促進

21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

13　地域社会での男女平等についての啓発

<21年度実績>
年2回発行　各11,500部

<22年度予定>
事業継続
年2回発行　各11,500部

284 228 市民参画推進局
地域力強化推進
課

14　地域活動、防災福祉コミュニティ活動、ボランティア活動など市民活動への参加・参画促進のための環境整備（その１）

<21年度実績>
①「プラットホーム通信」
　年6回発行
　各24,000部
②「プラットホームＨＰ」
③「パートナーシップ活動助成」
　年2回実施
　・一般型
　・テーマ型（芸術文化によるまちづくり活動）
区でも地域提案型助成を実施
地域環境にやさしいくらしまちづくり活動

<22年度予定>
事業継続

2,850

150
10,000

2,850

150
10,000

市民参画推進局
地域力強化推進
課

<21年度実績>
・健康づくりコーディネーター設置
・体力測定事業の推進
・健康づくり研修会の実施

<22年度予定>
事業継続

14,696 14,626 保健福祉局高齢
福祉課

保健福祉局
計画調整課

地域活動の促進
  高齢者のボランティア活動・健康づく
り活動等の地域活動事業に対する支
援を促進する。

事業名と内容

協働と参画のプラットホームの運営
・情報の提供
　官民協働・民民協働による地域活
動・市民活動事例を「協働と参画のプ
ラットホーム通信」等の媒体により市民
に紹介
・活動支援
　パートナーシップ活動助成により、地
域課題解決型の市民提案による取り
組みを支援する。
・活動拠点の整備
　市の遊休施設を活用し、市民活動の
拠点づくりを進める。
・コーディネート
　協働のまちづくりに関する相談・提案
を随時ＮＰＯ・地域等から受け付け、活
動方法や連絡先などについてアドバイ
スし、関係各課との協働のコーディ
ネートを行う。

地域情報紙の提供
　住民自治組織の指導者に対し、地域
情報紙「ふれあい」を発行・送付するこ
とにより、定期的に地域活動に関する
事例の紹介、コミュニティ情報の提供
を行う。
　また、地域活動に関係の深い市政情
報もあわせて提供し、地域広報の徹底
を図るとともに市政への理解と協力を
求める。

事業名と内容
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21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

14　地域活動、防災福祉コミュニティ活動、ボランティア活動など市民活動への参加・参画促進のための環境整備（その２）

女性消防団員（22.4.1現在）
・東灘消防団　 6人
・灘消防団　　 17人
・中央消防団　13人
・兵庫消防団　  2人
・北消防団　　 26人
・長田消防団　  2人
・須磨消防団　  6人
・西消防団　　   5人
・水上消防団　  4人
　　　　　　計　  81人
[22年度予定]
引き続き積極的な採用を推進する。

― ―消防局警防課

<21年度実績>
　防災福祉コミュニティの活動について、市地域
防災計画の中で「活動に関して、固定的な性別役
割分担の解消」「市民防災リーダーに女性の参画
促進」「避難所運営に関する男女ニーズの違いの
配慮など」を位置づけている。

<22年度予定>
事業継続

― ―消防局予防課

15　女性リーダーの育成

<21年度実績>
消費者学級数　　86学級

<22年度予定>
消費者学級数　　86学級

1,237 1,205 市民参画推進局
消費生活課

<21年度実績>
・新任民生委員・児童委員研修会
　9月1日欠員補充：平成21年9月29日
　3月1日欠員補充：平成22年3月16日
(全国社会福祉協議会主催研修会へ参加）
・全国民生委員指導者研修会
　平成22年1月26日～同年1月28日
・民生委員・児童委員リーダー研修会
　平成21年11月16日～18日
　など

<22年度予定>
事業継続

1,612 1,186 保健福祉局
計画調整課

<21年度実績>
・各区防災訓練、市民防災の日に係る訓練等に
参加
・秋、春の火災予防運動行事に参加
・住宅防火講習会に参加
・各種防災研修会等に参加

<22年度予定>
事業継続

― ―消防局予防課

防災福祉コミュニティづくりの推進
　地域の独自性を活かした活動を行う
ことができるよう積極的に支援を実施
する。
・防災福祉コミュニティの育成
・市民防災リーダー研修の充実

婦人防災安全委員
　防災意識の高揚を図るとともに、一般
家庭における防災安全体制づくりの推
進を図り、もって市民生活の安全性を
高める。
（対象）婦人会活動を通じて、地域のた
めに活動する女性300人を2年任期とし
て委嘱する。
（内容）習得した防災知識・技術を婦人
会活動を通じて地域・家庭に広めるな
ど、防災の推進者として活動してもら
う。また、防災福祉コミュニティ活動にも
積極的に活躍してもらう。

消費者学級
　消費者意識の高揚と消費生活に関
する知識を深めるため、自主的な学習
活動等を行う消費者グループに対して
助成を行う。

新任民生委員・児童委員研修及び活
動助成事業
　民生委員・児童委員活動の円滑化の
ため、民生委員・児童委員活動への助
成を行う。

女性消防団員の採用
　男女共同参画社会の実現と女性の
能力を活かして地域の防災力の向上
のために、12年度に女性消防団員採
用検討委員会を設け、定員の一割以
内、女性を採用することとした。
（13年度～）
※平成19年度、一割の定員枠を撤廃
した。

事業名と内容
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基本目標Ⅱ　男女共同参画社会への意識啓発

（1）人権課題としての男女共同参画・女性問題に関する広報・啓発の充実

21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

16  「男女共同参画推進月間」の実施

<21年度実績>
①あすてっぷ講演会
　（日時）10月31日（土）14：00～16：00
　（会場）男女共同参画センター
　（内容）講演「私のランナー人生～スポーツを通じ
て男女がいきいきと～」
②企業セミナー
　（日時）10月6日（火）15：00～17：00
　（会場）男女共同参画センター
　（内容）・こうべ男女いきいき事業所表彰
　　　　　・講演「新しい経営戦略～ワーク・ライフ・
　　　　　　　　　バランス～」
③起業入門セミナー
④再就職準備セミナー
⑤あすてっぷ登録グループ企画・発信ＤＡＹ
⑥男女共同参画の標語コンテスト入賞作品展示
⑦広報
　・広報こうべ（10月号）、関係団体機関誌
　・市バス・地下鉄ポスター中吊り
　・横断幕の掲出(本庁、区役所、男女共同参画セ
ンター)

536
（再掲分除

く）

520
（再掲分除

く）

市民参画推進局
男女共同参画課
（男女共同参画セ
ンター）

<22年度予定>
①あすてっぷ講演会
　（日時）10月23日（土）午後
　（会場）男女共同参画センター
　②企業セミナー
　（日時）10月27日(水)15:00～17:00
　（会場）男女共同参画センター
　（内容）・こうべ男女いきいき事業所表彰
　　　　　 ・講演「仕事も家族もあきらめない~ワーク･
　　　　　　　　ライフ･バランスを実現する仕事術～」
③あすてっぷ登録グループ企画・発信DAY
④シネマ＆トーク
⑤男女共同参画の標語コンテスト･三行詩入賞作
品展示
⑥広報
　・広報こうべ（10月号）、関係団体機関誌
　・横断幕の掲出（本庁、区役所、男女共同セン
ター）

17  多様な広報媒体による広報・啓発の充実（その１）

<21年度実績>
ラジオ番組「サンデー神戸」（10月25日放送）にお
いて「こうべ男女いきいき事業所表彰式」について
情報発信

<22年度予定>
事業継続予定

76,203
（全体）

64,451
（全体）

市民参画推進局
広報課

<21年度実績>
男女共同参画審議会開催案内、申出処理制度の
紹介、事業所表彰募集、推進月間行事、男女共同
参画セミナーの案内、神戸婦人大学学生募集　等
掲載

<22年度予定>
事業継続

― ―市民参画推進局
男女共同参画課

<21年度実績>
「神戸市配偶者暴力対策基本計画」（概要版）など
配布

<22年度予定>
「みんながいきいきと働くために」（改訂版）など配
布

― ―市民参画推進局
男女共同参画課

事業名と内容

「こうべ男女共同参画推進月間」事業
の実施
　毎年10月を「こうべ男女共同参画推
進月間」と位置づけ、その期間中に啓
発事業を集中的に実施する。

広報テレビ・ラジオ番組での男女共同
参画に関する情報発信

ホームページへの掲載・インターネッ
トによる情報発信
　市の男女共同参画施策、神戸市男
女共同参画センター、神戸婦人大学
などの情報をホームページに掲載し、
インターネットによる情報発信を行う。
（13年3月～）

男女共同参画啓発リーフレットの作
成・配布

課題1　あらゆる世代・立場を視野に入れた意識啓発への取り組み
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21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

17  多様な広報媒体による広報・啓発の充実（その２）

<21年度実績>
貸出件数13件

<22年度予定>
事業継続

― ―市民参画推進局
男女共同参画課
（男女共同参画セ
ンター）

<21年度実績>
16,000部作成
公立中学校の生徒(1年生)への配布のほか、 所管
課主催行事、各区での人権啓発講演会開催時に
参加者へ配付

<22年度予定>
事業継続

793 793 保健福祉局人権
推進課

18  あらゆる世代・立場の市民を対象とした啓発の推進

<21年度実績>
（日時）10月31日（土）14:00～16:00
（テーマ）「私のランナー人生～スポーツを通じて
男女がいきいきと～」
（講師）　伊東　浩司　氏
(会場)　男女共同参画センター
（参加者）25人

<22年度予定>
（日時）10月23日（土）14:00～16:00
（テーマ）「育てよう、おとな力！～わたしたちがい
きいきと暮らすために～」
（講師）　神戸松蔭女子学院大学人間科学部
　　　　　　教授　勝木　洋子　氏
　　　　　 神戸新聞社　経済部記者兼編集委員
　　　　　　小林　由佳　氏
(会場)　男女共同参画センター

168 165 市民参画推進局
男女共同参画課
（男女共同参画セ
ンター）

19  男性に対する啓発の推進

<21年度実績>
①９月12日（土）「夫婦漫才で育児を楽しもう」
　　（講師）小崎恭弘氏　参加者数44名
②2月13日（土）「地域デビュー応援セミナー」
　　（講師）村上義弘氏　参加者数８名
③2月20日（土）「ストレス・マネジメントセミナー」
　　（講師）千葉征慶氏　参加者数20名
④2月27日（土）「こころの相談室」参加者数6名
　

<22年度予定>
平成23年1月～2月に実施予定

144 142 市民参画推進局
男女共同参画課
（男女共同参画セ
ンター）

20  企業・団体などへの出前講座の実施

<21年度実績>
　2回開催
（テーマ）　・高齢化社会における女性と介護につ
　　　　　　　　いて
　　　　　　　・意識改革から始めるﾜｰｸ･ﾗｲﾌ･ﾊﾞﾗﾝｽ
<22年度予定>
（テーマ）　・高齢期女性の健康維持方法

86 88 市民参画推進局
男女共同参画課

出前講座の実施
 男女共同参画推進会議と連携し、市
民・事業者等の男女共同参画に関す
る理解と認識を深めることを目的とし
て、推進会議構成団体及びその傘下
の団体が実施する学習会、研修会等
へ講師等の派遣などを行う。

男の生き方セミナーの開催
　男性が、自分自身の生き方を振り返
り、「男らしく」でなく「自分らしく生きる」
ということについて考える場とする。

男女共同参画センター　情報ライブラ
リーにおける啓発ビデオの貸出
（対象）
　市内の企業・団体・学校・行政機関
等

啓発冊子「あすへの飛翔」の作成
　さまざまな人権課題についてとりあ
げ、人権意識の高揚と啓発を推進す
る。人権課題の一つである「女性の人
権」については、男女共同参画社会基
本法の趣旨や男女共同参画に関する
データ等を取り上げている。（平成14
年度～）

「あすてっぷ講演会」の開催
　広く市民等を対象とした講演会を開
催し、意識啓発をする

事業名と内容
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21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

21  人権教育・啓発の推進

<21年度実績>
神戸市人権教育・啓発推進本部（人権教育・啓発
部会、ＵＤ部会、相談ネットワーク部会）の運営及
び総合的な人権教育・啓発施策の展開 、 「人権
にかかわりの深い　相談窓口のご案内」（冊子）
14,000部の作成

<22年度予定>
次期「神戸市人権教育・啓発に関する基本計画」
の策定
神戸市人権教育・啓発推進本部（人権教育・啓発
部会、ＵＤ部会、相談ネットワーク部会）の運営及
び総合的な人権教育・啓発施策の展開
「人権にかかわりの深い　相談窓口のご案内」（冊
子）の作成

610 1,435 保健福祉局人権
推進課

<21年度実績>
教職員研修、教材・参考資料の整備、区域別学校
園人権教育研究活動等

<22年度予定>
事業継続

13,476 10,335 教育委員会事務
局人権教育課

（2）　男女共同参画・女性問題・男性問題に関する調査・研究の推進  

21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

22  男女共同参画・女性問題・男性問題に関する調査

<21年度実績>
21年8月実施
（対象）第10期市政アドバイザー約1,000人

<22年度予定>
22年7月実施
(対象)第10期市政アドバイザー約1,000人

― ―市民参画推進局
男女共同参画課

23  男女共同参画・女性問題･男性問題に関する情報の収集・整理・提供

<21年度実績>
蔵書数　　　8,799冊　行政資料　12,011冊
ビデオ　　 　　207巻　貸出冊数　1,898冊

<22年度予定>
事業継続

423 381 市民参画推進局
男女共同参画課
（男女共同参画セ
ンター）

<21年度実績>
情報紙「あすてっぷＫＯＢＥ」　発行
年2回（8月、2月）　各4,000部

<22年度予定>
年4回発行予定（4月、7月、10月、1月）　各4,000
部

425 340 市民参画推進局
男女共同参画課
（男女共同参画セ
ンター）

<21年度実績>
 事業継続

<22年度予定>
全国女性会館協議会第54回全国大会に参加予定

― ―教育委員会事務
局生涯学習課

24  市内大学での男女共同参画・女性問題・男性問題研究の推進

<21年度実績>
6月1日「国際社会における男女平等化の営み」
甲南大学法学部教授　中井　伊都子　氏

<22年度予定>
6月12日「国際社会における男女平等化の営み」
甲南大学法学部教授　中井　伊都子　氏

― ―市民参画推進局
男女共同参画課

神戸婦人大学
（再掲　3参照）

婦人教育に関する資料や情報の収集
　文部科学省及び国立女性教育会館
などの婦人教育に関する資料や情報
を収集

事業名と内容

市政アドバイザーへの男女共同参画
に関する意識調査の実施
　施策の参考とするため、市政アドバイ
ザーに対し、男女共同参画社会の実
現にとって重要だと思われることや意
識に関する調査を実施する。

情報ライブラリーの運営
　男女共同参画センター内に男女共
同参画・女性問題・男性問題に関する
啓発図書、行政資料を備え、市民に提
供する。

事業名と内容

「人権教育・啓発に関する基本計画」
の策定とこれに基づく施策の推進

｢人権教育の推進について」(教育委
員会通知・平成14年4月）に基づく人
権教育の推進

男女共同参画センター情報紙の発行
（12年8月創刊）
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21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

25  無償労働について考える機会の提供

<21年度実績>
①「ジェンダー論」
　　非常勤　中村　彰　氏　　　受講者　7人
②「女性と女性の健康」（単位互換講座・UNITY、
なお高大連携講座として高校生にも授業を開講し
ている。）
　　教授　高田　昌代 　氏　　　受講者　29人

<22年度予定>
事業継続

― ―保健福祉局看護
大学

<21年度実績>
2月23日「変わりゆく家族」
関西国際大学教授　清水　美知子　氏

<22年度予定>
「変わりゆく家族」
関西国際大学教授　清水　美知子　氏

― ―市民参画推進局
男女共同参画課

（3）　市職員に対する意識啓発の取り組み  

21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

26  市職員を対象とする意識調査

<21年度実績>
対象：平成20年度中に子どもが生まれた男性職
員・育休から復帰した職員
実施時期：平成22年2月
回収率：男性職員 60.2％
　　　　　育休復帰職員 59.5％

― ―行財政局
人事課

<21年度実績>
「男女共同参画サポーター研修」、「女性職員のた
めのキャリア形成応援セミナー」等終了後に研修ア
ンケートとして実施

<22年度予定>
事業継続

― ―市民参画推進局
男女共同参画課

<21年度実績>
意識調査の結果をふまえ、各区役所でのワーク・ラ
イフ・バランス推進セミナーを実施し、管理職の職
務の魅力が伝わる情報の発信に務めた。

<22年度予定>
昨年度は中止とした係長昇任選考説明会の実施
を含め、事業継続

― ―人事委員会事務
局

27  市職員に対する男女共同参画に関する研修の推進（その1）

<21年度実績>
職員人権シート研修においてDVをテーマに取り上
げた。

<22年度予定>
事業継続

― ―各局

<21年度実績>
新規採用職員研修 276名
３年次職員研修      41名
人権セミナー          137名

<22年度予定>
新規採用職員研修 261名
他も事業継続

― ―行財政局職員人
材開発センター

「子育て支援に関するアンケート」調
査の実施

階層別研修へのカリキュラムの組み
入れ
　女性問題、男性問題の正しい理解の
ための講義を行う。

「男女共同参画の推進に関するアン
ケート」調査の実施
　男女の地位の平等感や重要と思わ
れる施策などについて、職員を対象と
してアンケートを実施する。

女性学関係講座の開講
　神戸市看護大学では女子学生が大
半を占めており、女性の社会的貢献お
よび意義についての教育研究が必要
であるため、「女性学」関係の講座を開
講している。

事業名と内容

神戸婦人大学
（再掲　3参照）

事業名と内容

「係長・消防指令昇任選考に関する職
員意識調査」の実施

職場研修の中での取り組み
　各局・室・区で毎年実施される人権
研修や各課で毎年実施される倫理研
修、その他の職場研修において、男女
共同参画をテーマに取り上げ、職員の
意識啓発を行う。
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21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

27  市職員に対する男女共同参画に関する研修の推進（その2）

<21年度実績>
①21年度推進員選任　  58人
②こうべ男女共同参画ニュースの発行（6回）
③サポーター研修の開催（3回）
　
<22年度予定>
①22年度推進員選任　　58人
②こうべ男女共同参画ニュースの発行（5回予定）
③サポーター研修の開催（3回予定）

― ―市民参画推進局
男女共同参画課

28  管理職に対する男女共同参画に関する研修の推進

く21年度実績>
職場人権リーダー養成研修
テーマ：「男女共同参画の取り組み」
受講者：137人

<22年度予定>
事業継続

― ―行財政局職員人
材開発センター

29  市職員の能力向上のための研修の推進

<21年度実績>
「仕事と子育ての両立支援セミナー」
平成21年10月22日　　　　　　参加者　19人

<22年度予定>
「仕事と子育て両立支援セミナー」
平成22年10月29日

― ―行財政局人事課・
職員人材開発セ
ンター・市民参画
推進局男女共同
参画課

<21年度実績>
「女性職員のためのキャリア形成応援セミナー」
平成21年10月14日　　　　　　参加者　28人

<22年度予定>
「女性職員のためのキャリア形成応援セミナー」
平成22年6月4日　　　　　　　参加者　28人

― ―行財政局職員人
材開発センター・
市民参画推進局
男女共同参画課・
人事委員会事務
局

（4）　関係機関との連携による啓発の推進  

21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

30  男女共同参画推進会議による啓発事業の推進

<21年度実績>
7月24日　第1回会議
・「平成21年度こうべ男女共同参画推進月間行事
（案）」について
・講演「私たちの身近にあるDV」神戸市看護大学
教授　高田昌代　氏
2月24日　第2回会議
・平成22年度事業(案)
・講演「活かそう!組織のダイバーシティ(多様性)~男
女共同参画をめざして～」
　ひょうご仕事と生活センター 主任相談員　北尾
真理子　氏

<22年度予定>
2回開催予定
8月2日　第1回会議
・「平成22年度こうべ男女共同参画推進月間行事
（案）」について
・神戸市男女共同参画計画(第3次)の策定につい
て

975 693 市民参画推進局
男女共同参画課

<21年度実績>
VOL.18　21年8月発行
VOL.19　22年2月発行
　各9,000部

<22年度予定>
2回発行予定
VOL.20　22年8月発行

334 268 市民参画推進局
男女共同参画課

男女共同参画推進員（男女共同参画
サポーター）制度
  男女ともに働きやすい職場環境づくり
を進めるため、各局室区に係長級職員
等男女各１人の男女共同参画サポー
ターを設置し、男女共同参画に関する
情報の収集提供や連絡・調整など、庁
内の男女共同参画の推進を支援する
役割を担う。（16年度～）

男女共同参画推進会議
　市内の地域団体、経済団体、教育団
体等全市的な団体で構成する推進会
議を開催し、情報・意見交換その他必
要な連携を図り、男女共同参画社会の
実現をめざして社会の幅広い分野で
の取組を推進する。
（構成団体）市内の全市的な24団体及
び学識経験者

専門・特別研修へのカリキュラムの組
み入れ

推進会議ニュース「すくらむKOBE」の
発行
　男女共同参画に取り組む個人や団
体の紹介、市や国の動き、トピックスな
どを掲載したニュース「すくらむＫＯＢ
Ｅ」を発行し、推進会議を通じて、企
業・団体への啓発を進める。

事業名と内容

仕事と家庭の両立支援セミナー

事業名と内容

女性職員のためのキャリア形成応援
セミナー
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（1）　女性に対するあらゆる暴力の根絶に向けての啓発の推進  

21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

31  女性に対するあらゆる暴力を許さない社会環境づくりへの啓発の推進

<21年度実績>
「ひょうごの風紀環境をよくする会」の一環として、
研修や講習会に参加
「私たちにできることから支援を考える」
                                     　6月23日(火)
「生と性を考えるフォーラム」　11月10日(火)

<22年度予定>
「ひょうごの風紀環境をよくする会」の一環として研
修や講習会に参加予定

― ―保健福祉局子育
て支援部

<21年度実績>
平成21年11月12日（木）
さんちか夢広場で実施

<22年度予定>
事業継続

143
（予算は男
女共同参画
課分のみ）

115
（予算は男
女共同参画
課分のみ）

市民参画推進局
男女共同参画課・
保健福祉局子育
て支援部

32  DV（ドメスティック・バイオレンス）防止のための啓発の推進

<21年度実績・22年度予定>
（31参照）

＿ ＿市民参画推進局
男女共同参画課

<21年度実績>
DV啓発リーフレット増刷

<22年度予定>
事業継続
外国語ＤＶリーフレット（2ヶ国語）作成

210 525 市民参画推進局
男女共同参画課
（男女共同参画セ
ンター）

<21年度実績>
・11月26日「身近に起こるＤＶと子どもへの虐待」
　（講師）高田昌代氏
・11月28日「こんなこともデートＤＶ？」
　（講師）遠矢　家永子氏
　参加者　延べ30人

<22年度予定>
事業継続

―

（53に計上）

―

（53に計上）

市民参画推進局
男女共同参画課
（男女共同参画セ
ンター）

33  男性に対するＤＶ防止のための啓発の推進

<21年度実績>
11月21日　女性のための護身セミナー
　　　　　　　講師：兵庫県生田警察署職員
　　　　　　　参加者12人

<22年度予定>
事業継続

― ―市民参画推進局
男女共同参画課
（男女共同参画セ
ンター）

34  セクシュアル・ハラスメント防止のための啓発の推進（その1）

<21年度実績>
事業継続

<22年度予定>
事業継続

― ―市民参画推進局
男女共同参画課

男女共同参画センターにおける講座
　護身及び防犯知識の習得・実技によ
り、女性に対する暴力被害を防止す
る。

「セクシュアル・ハラスメント防止ハン
ドブック」の作成・配布
　職場はもとより、地域や学校において
も起こりうるセクシュアル・ハラスメントに
ついて、正しい理解とその防止に役立
てるために、啓発冊子を作成・配布す
る。

ＤＶ防止キャンペーンの実施
（再掲　31参照）

ＤＶ防止啓発パンフレット等の発行
　一般市民、ＤＶ被害者向けに、ＤＶ問
題についての啓発を行い、また、ＤＶ
被害者の相談窓口を紹介する。

事業名と内容

ＤＶ防止セミナー
　一般市民を対象に、ＤＶ問題につい
ての理解を高め、被害の防止、被害者
への支援等についての啓発を行う。

社会の風紀環境を浄化する運動の推
進
　都道府県に対して実施要請されてい
る上記運動の一環として設置されてい
る「ひょうごの風紀環境をよくする会」に
各区保健福祉部の婦人相談員および
母子自立支援員が参加し、協力を
行っている。
（目的）
1．女性の基本的人権を尊重し、売買
春をなくするための啓発
2．性に関する正しい認識の普及
3．関係機関・団体との連携

ＤＶ防止キャンペーンの実施
　啓発資料の配布やDV被害者のため
の一日相談等のキャンペーンを実施
し、市民にDV防止についての周知・啓
発を行う。

課題2　女性の人権尊重の啓発
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21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

34  セクシュアル・ハラスメント防止のための啓発の推進（その2）

<21年度実績>
貸出件数1件

<22年度予定>
事業継続

― ―市民参画推進局
男女共同参画課
（男女共同参画セ
ンター）

35  女性への暴力に関する実態調査

<21年度実績>
ＤＶ、セクシュアル・ハラスメントの被害状況、相談
窓口の認知度について調査

<22年度予定>
事業継続

― ―市民参画推進局
男女共同参画課

<21年度実績>
神戸市内の高校2年生を対象とした、高校生にお
ける男女共同参画社会及びデートＤＶ（恋人間の
ＤＶ）に関する意識調査についての報告書等を随
時配布。

<22年度予定>
随時報告書等を配布

― ―市民参画推進局
男女共同参画課

（2）　メディアにおける女性の人権の尊重  

21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

36  メディアにおける女性の人権尊重についての啓発の推進

<21年度実績>
広報こうべに掲載

― ―市民参画推進局
男女共同参画課

37  男女共同参画の視点をもち、メディアからの情報を読み解く能力の向上・育成

<21年度実績>
①情報モラルについてのワークショップ等（青少年
課：9回、指導課：1回開催）
　 内容：ＰＴＡ、青少年育成協議会が主催して、イ
ンターネットや携帯電話のルール・マナーについ
て学習する
②情報モラル研修（2回開催）
　 内容：情報モラルについての教員対象の研修

<22年度予定>
①について青少年課8回、指導課1回開催予定
②について5回開催予定

189

40

184

20

市民参画推進局
青少年課
教育委員会事務
局調査課

38  男女共同参画の視点からの表現についての啓発

<21年度実績>
職員研修時等に啓発する。

<22年度予定>
事業継続

― ―市民参画推進局
男女共同参画課

（1）　男女共同参画の視点に立つ社会制度・慣行の中立性への配慮、意識啓発

21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

39  市民への広報・啓発活動の推進

<21年度実績・22年度予定>
（16参照）

― ―市民参画推進局
男女共同参画課

市政アドバイザーへの意識調査の実
施
（再掲　22参照）

セクシュアル・ハラスメント防止のため
の啓発ビデオの貸出し制度
　ビデオ貸出し制度を設け、行政機
関、企業、団体、学校等への啓発を図
る。

事業名と内容

「こうべ男女共同参画推進月間」事業
の実施
（再掲　16参照）

デートＤＶ（恋人間のＤＶ）に関する意
識調査の実施

事業名と内容

広報紙等への掲載
　女性の人権尊重についての啓発を
行う。

男女共同参画の視点を持ちメディア
からの情報を読み解く能力の向上・育
成
　子どもたちの情報活力能力を育成す
ることを目的として、情報教育における
情報モラル教育を推進する。

「男女共同参画を進めるために」の配
布
　「神戸市男女共同参画の推進に関す
る条例」のあらまし、及び男女共同参
画の視点からの公的広報の手引きを
掲載した冊子を作成・配布し、職員の
理解を深める。

事業名と内容

課題3　男女共同参画の視点に立つ社会制度・慣行の中立性への配慮，意識啓発
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21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

40  男女共同参画に関連する法令等についての普及・啓発

<21年度実績>
・10月1日「くらしに役立つ法律のあらまし」
弁護士　金井　美智子氏
・6月19、7月3日「年金と社会保険」
甲南大学経済学部教授　永廣　顕　氏

<22年度予定>
・10月7日「くらしに役立つ法律のあらまし」
弁護士　金井　美智子氏
・7月13日「年金と社会保険」
甲南大学経済学部教授　永廣　顕　氏

― ―市民参画推進局
男女共同参画課

（1）　男女共同参画の視点に立つ家庭教育の推進  

21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

41  男女共同参画の視点に立つ家庭教育の推進 

<21年度実績>
ＰＴＡ役員研修（前期3回　後期3回）
全校種ＰＴＡ合同シンポジウム
神戸市ＰＴＡ家庭教育アカデミー

<22年度予定>
事業継続

2,446 696 教育委員会事務
局生涯学習課

（2）　男女共同参画の視点に立つ学校教育の推進（保育所・幼稚園を含む）  

21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

42  男女共同参画の視点に立つ指導計画の作成

<21年度実績>
・男女混合名簿の導入推進(49　参照）
・教職員研修の充実

<22年度予定>
事業継続

― ―教育委員会事務
局人権教育課

43  男女共同参画に関する教材の充実・活用（その1）

<21年度実績>
14,200部作成･配布

<22年度予定>
事業継続

823 825 市民参画推進局
男女共同参画課

<21年度実績>
・「できることいっぱい」を3～4年生の指導計画に
引き続き位置づけていくとともに、道徳以外の学級
活動でも活用した。

<22年度予定>
事業継続

― ―教育委員会事務
局人権教育課

<21年度実績>
保育教材やおもちゃなどについて、男女の区別な
く使用するよう配慮している。

<22年度予定>
事業継続

864 864 保健福祉局子育
て支援部

事業名と内容

神戸婦人大学の運営
（再掲　3　参照）
　講義において、女性に関係の深い法
律をテーマとした講義を開催する。

小学生向け男女共同参画教育用啓
発資料「できることいっぱい」の作成・
配布
　男女共同参画についての教育を実
施することが、将来の意識形成に大き
な意義を持つことから、小学生向け啓
発資料「できることいっぱい」を作成、
市内の小学3年生全員に配付し、授業
等で活用してもらう。
　平成元年初版、12年改訂、15年部分
改訂

保育所での保育
　保育教材については、男女の区別な
く同じものを使用している。年齢が高く
なると、おもちゃなどは子どもが興味を
示すものを与えるように保育士が配慮
している。

「できることいっぱい」の活用
　男女共同参画課編集の「できること
いっぱい」を利用し、特に3・4年生を対
象に男女共同参画教育の視点からね
らいを立て、道徳の時間を中心に年間
計画に位置づけた指導を行っている。

事業名と内容

PTA活動
　神戸市立の幼稚園、小学校、中学
校、高等学校、盲・養護学校のPTAに
よる子どもたちの健全育成活動を通じ
て、啓発を行う。

事業名と内容

男女共同参画の視点に立つ指導計
画の作成
　職員研修や校内委員会などで男女
共生の理念に基づく取り組みが進めら
れるようにする。例えば、名簿の順番、
児童朝会での並ぶ順番等、従来から
の慣例をそのまま踏襲してしまうことが
ないよう意識化を図る。特に男女混合
名簿については、校長会や指導主事
の学校訪問などで実施と定着を進めて
いる。

課題4　男女共同参画の視点に立つ教育の推進
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21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

43  男女共同参画に関する教材の充実・活用（その2）

<21年度実績>
配布済の「あゆみ１」（小学１・２年生用）、「あゆみ
２」（小学３・４年生用）、「あゆみ３」（小学５・６年生
用）を教材として活用した。

<22年度予定>
事業継続

― ―教育委員会事務
局人権教育課

<21年度実績>
各学年ごとに小1～中3まで作成･活用
小1～3用改訂

<22年度予定>
事業継続
小4～6用改訂

25,573 26,526 教育委員会事務
局指導課

<21年度実績>
・中学校　ほぼ全校が実施
・高校　全校実施

<22年度予定>
・中学校　ほぼ全校で実施
・高校　全校実施

― ―教育委員会事務
局スポーツ体育課

44  教育・保育関係者への研修の充実

<21年度実績>
・4月2日：公務員として｢セクシャルハラスメント」
　対象:初任者研修、幼稚園新規採用教員研修、
新規採用養護教員研修、学校事務職員新規採用
研修
　 参加369名
・4月3日教職員としての心構え「セクシャルハラスメ
ント」
　対象:新臨時講師研修　参加123名
・4月27日：人権教育の視点「セクシャルハラスメン
ト」
　対象:教職経験者（8年目）研修　参加72名
・5月15日教職員としての心構え「セクシャルハラス
メント」
　対象:臨時講師研修　参加111名

<22年度予定>
事業継続

60 60 教育委員会事務
局総合教育セン
ター

<21年度実績>
11月17日：人事管理「セクシャルハラスメント」
対象:新任校園長研修、参加45名

<22年度予定>
事業継続

30 30 教育委員会事務
局総合教育セン
ター

選択制授業の実施
　子どもたちの発達段階に応じた自主
性・自立性の育成を目指し、男女を問
わず、自らが選択した体育授業（いわ
ゆる選択制授業）の履修幅の拡大と男
女共習授業の内容の充実を図る。（男
子のダンス履修、女子の柔道履修等）

基本研修
（目的）教職経験のそれぞれの段階に
必要な研修として位置づけ、総合的な
視点に立って基本的知識・技能・態度
を養う。
（対象）市立学校園教職員

小学生用人権教育資料「あゆみ」の
改定
20年度の「あゆみ３」（小学５・６年生
用）の改定で「あゆみ」３冊の改定作業
は終了。

事業名と内容

全市管理職研修
（目的）管理職として職務に必要なより
高度な専門地知識、技能、態度を養
う。

道徳副読本の活用
　教育委員会では道徳副読本を作成
し、道徳の時間に教材として使用して
いる。その中で各学年段階で男女共
同参画教育の観点から指導できる教
材を配置している。低中学年では、み
んながなかよくしようといった観点から、
高学年では異性に対する正しい理解
と男女間の友情を育てることに配慮す
る観点から、中学校では健全な異性観
を培う観点から、年間指導計画に位置
づけて指導している。
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20年度実績と21年度予定
20年度予算
額（千円）

21年度予算
額（千円）

所管課

45  学校運営における男女共同参画の促進

22年5月1日現在
（ｶｯｺ内は総数）
・校園長　高校（定時制含む）　　0（9）
　　　　　　中学校                 　7（83）
　　　　　　小学校　　　　　　　　  21(166)
　　　　　　幼稚園　　　　　　　　　32(35)
　　　　　　特別支援学校　　　　　1（6）
　
・教頭　　高校（定時制含む）　0（14）
　　　　　　中学校　　　　　　　　 7（85）
　　　　　　小学校　　　　　　　 20(166)
　　　　　　幼稚園　　　　　　　　 0（0）
　　　　　　特別支援学校　　　　1（7）

― ―教育委員会事務
局教職員課

46  男女共同参画の視点に立つ主体的な進路・職業選択能力の育成

<21年度実績>
5月25日　第1回進路指導研修会
　　　　　　（第3学年担当者対象）の開催
　新型インフルエンザによる臨時休校のため中止
7月27日　初任者研修（進路指導）の開催
11月25日　第2回進路指導研修会
　　　　　　　（第1学年担当者対象）の開催

<22年度予定>
5月25日　第１回進路指導研修会
　　　　　　（第３学年担当者対象）の開催
7月27日　初任者研修（進路指導）の開催
11月29日　第2回進路指導研修会
　　　　　　　（第1学年担当者対象）の開催

― ―教育委員会事務
局指導課

47  職業観・勤労観を育てる教育の推進

<21年度実績>
 5月25日　キャリア教育重点推進校小中合同連絡
会　新型インフルエンザによる臨時休校のため中
止
 7月25日　初任者研修（進路指導）の開催
11月25日　第2回進路指導研修会（第1学年担当
者対象）・キャリア教育重点推進校実践発表会の
開催

<22年度予定>
 5月25日　第１回進路指導研修会（第３学年担当
者対象）・キャリア教育重点推進校実践発表会の
開催
 7月27日　初任者研修（進路指導）の開催
11月27日　第2回進路指導研修会（第1学年担当
者対象）の開催

― ―教育委員会事務
局指導課

<21年度実績>
小中高の発達段階に応じたキャリア教育の実施、
その道の達人に学ぶ体験講座等の実施、企業・事
業の協力を得て、「大人・親の働く姿を見せる運
動」の展開を行った。
○小中高の発達段階に応じたキャリア教育の推進
　 小中学校での重点推進校でのキャリア教育の実
践研究
　各学校でのキャリア教育の取組み
○その道の達人に学ぶ体験講座
　夏休みなどに、様々な分野のプロを招き、体験活
動を開催
　講座数37講座
　実施日数64日
　参加数約4,698人
○大人・親の働く姿を見せる運動
　人材バンクの登録状況（22年3月31日現在）
　　　団体登録35団体（50人）、個人登録7人
　社会人講師の派遣状況
　　　派遣講師数延べ83人、派遣校数25校
　職場訪問の実施
　　　民間企業15社、神戸市役所20か所

<22年度予定>
事業継続

（指導課）
3,780

（生涯学習
課）
801

（指導課）
1,860

（生涯学習
課）
348

教育委員会事務
局教育企画課・指
導課・生涯学習課

事業名と内容

男女共同参画の視点に立つ進路指
導の徹底
　進路指導担当者会などで、女子向
き、男子向きと固定的にとらわれない
進路指導を研修し、保護者会などの講
話にも留意するようにする。
　特別活動等で就業体験を行う際に、
幅広い体験ができるようにする。

女性教職員の管理職登用

キャリア教育の推進

指導担当者会などでの研修の実施
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20年度実績と21年度予定
20年度予算
額（千円）

21年度予算
額（千円）

所管課

48  自己実現の力の育成

<21年度実績>
事業継続

<22年度予定>
事業継続

― ―教育委員会事務
局人権教育課

49  男女混合名簿の定着の促進

<21年度実績>
男女混合名簿導入校
幼稚園　44/44
小学校　166/166
中学校　85/83校2分校
高等学校　 11/11
盲養護学校　6/6
計  312/312
　導入率100％

<22年度予定>
幼稚園　43/43
小学校　166/166
中学校　85/83校2分校
高等学校  11/11
盲養護学校　6/6
計　311/311
導入率　100％

― ―教育委員会事務
局人権教育課

50  男女共同参画の視点に立つ、中学校の技術・家庭科教育、小学校・高等学校の家庭科教育の推進

<21年度実績>
男女共修を引き続き完全実施

<22年度予定>
事業継続
教科目標に則った授業展開を行う

― ―教育委員会事務
局指導課

51  学校におけるセクシュアル・ハラスメントの防止や対策の整備・充実

<21年度実績>
職場研修等で随時配付

<22年度予定>
事業継続

― ―市民参画推進局
男女共同参画課

<21年度実績>
設置した相談窓口の周知を徹底するとともに、校
園長あてにセクハラとパワハラ防止の通知を行っ
た。
<22年度予定>
相談窓口の周知徹底を継続する。

― ―教育委員会事務
局人権教育課

（3）　男女共同参画の視点に立つ社会教育の推進  

20年度実績と21年度予定
20年度予算
額（千円）

21年度予算
額（千円）

所管課

52  男女共同参画の視点に立つ社会教育講座の開催

<21年度実績>
52講座開催
延べ　3,847人受講

<22年度予定>
事業継続

18,432 18,432 教育委員会事務
局生涯学習課

教員研修会の実施

「セクシュアル・ハラスメント防止ハン
ドブック」の配付
　（再掲　34参照）

事業名と内容

「スクールセクハラ相談窓口」の設置
　学校園における児童生徒に対するセ
クシュアル・ハラスメント（スクールセク
ハラ）に関する相談窓口を平成17年4
月に設置。

男女混合名簿の導入
　校長会や指導主事の学校訪問など
で導入を推進するとともに各校が取り
組んでいる男女共同参画教育の内容
を把握する。

公民館事業
　公民館の講座において、高齢者・青
少年等問題別・対象別の講座を随時
開催している。

自尊感情を育み自立向上の心を育て
るための発達段階に応じた教育活動
の取組み

事業名と内容
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（1）　男女共同参画の視点に立つ生涯学習の推進  

21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

53  男女共同参画の視点に立つ生涯学習の充実

<21年度実績>
実施講座
・からだセミナー（59参照）
・自己表現セミナー
・シネマ＆トーク（11参照）
・ＤＶ防止セミナー（32参照）
・夫婦・家族の法律セミナー
・あすてっぷ講演会（18参照）
・護身セミナー（33参照）
・女性のためのチャレンジセミナー
・再就職準備セミナー（85参照）
・育児休業からの職場復帰準備セミナー（70参照）
・男の生き方セミナー（19参照）
・仕事と子育てカウンセリング・セミナー

940
(再掲分除

く）

906
（再掲分除

く）

市民参画推進局
男女共同参画課
（男女共同参画セ
ンター）

<22年度予定>
・こころとからだの健康セミナー
・自己表現セミナー
・男の生き方セミナー
・シネマ＆トーク
・ＤＶ防止セミナー
・夫婦・家族の法律セミナー
・あすてっぷ講演会
・護身セミナー
・就業・チャレンジセミナー
・育児休業からの職場復帰準備セミナー

<21年度実績>
｢私たちのグループ活動の悩みを解消しよう！」
平成22年2月20日、3月6日･27日
18人参加

230 ― 市民参画推進局
青少年課

（2）　女性の能力向上を実現する生涯学習の推進  

21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

54  女性の能力の向上につながる生涯学習の充実（その１）

<21年度実績･22年度予定>
（3、53参照）

― ―市民参画推進局
男女共同参画課・
男女共同参画セ
ンター

神戸婦人大学の運営
男女共同参画センターにおける講座
（再掲　3、53参照）

青年セミナー
　青年の生涯学習の一環として、新し
い生き方の社会参加講座などを実施
し、あわせて仲間づくりの機会を提供し
ている。

男女共同参画センターにおける講座
　男女共同参画センターにおいて、男
女共同参画推進の視点を持った各種
講座を開催し、男女共同参画社会の
実現に向けた取り組みを推進する。

事業名と内容

事業名と内容

課題5　多様な選択を可能にする生涯学習の充実
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21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

54  女性の能力の向上につながる生涯学習の充実（その２）

<21年度実績>
21年4月入学者
福祉文化コース　101人
国際交流・協力コース　106人
生活環境コース　82人
総合芸術コース　163人
計　452人(うち女性は約42％）

21年4月現在 学生数（3学年計）
福祉文化コース　207人
国際交流・協力コース　298人
生活環境コース　258人
総合芸術コース　446人
計　1,209人（うち女性は約41％）

<22年度予定>
22年4月入学者
福祉文化コース　103人
国際交流・協力コース　107人
生活環境コース　75人
総合芸術コース　164人
計　449人(うち女性は約39％）

22年4月現在 学生数（3学年計）
福祉文化コース　244人
国際交流・協力コース　299人
生活環境コース　243人
総合芸術コース　447人
計　1,233人（うち女性は約41％）

167,400 165,600 保健福祉局高齢
福祉課

<21年度実績>
実施回数　月2回×12カ月＝24回
（各午前・午後の2コース）
受講者数　　3,854人
※シルバーカレッジとの合同聴講講義を年間8回
実施。

<22年度予定>
事業継続

125,068
(指定管理
料)

124,646
(指定管理
料)

教育委員会事務
局生涯学習課

<21年度実績>
・春期　5月11日～6月26日
修了者　221人
（男71人　女150人）
・秋期　9月7日～10月28日
修了者　154人
（男54人　女100人）

<22年度予定>
・春期　5月13日～6月30日
・秋期 9月2日～10月26日

1,920 1,920 教育委員会事務
局スポーツ体育課

55  女性リーダーの育成支援

<21年度実績>
・前期　4月18・19日
　参加者　34人（男3人　女31人）
・後期　4月25・26日
　参加者　44人（男1人　女43人）

<22年度予定>
・前期　4月17・18日
　参加者　27人（男6人　女21人）
・後期　4月24・25日
　参加者　44人（男3人　女41人）

367 326 教育委員会事務
局スポーツ体育課

56  女性の自主的学習活動への支援

<21年度実績･22年度予定>
（20参照）

― ―市民参画推進局
男女共同参画課

事業名と内容

神戸市シルバーカレッジ
　高齢者の豊富な経験や知識・技能を
さらに高め、その成果を社会に還元す
ることをめざして、高齢者に学習・実践
活動の場を提供する。

老眼大学
　60歳以上の高齢者に対し、時代に即
応した新しい知識の提供をするととも
に、学習活動を通して仲間づくりの輪
を広げてもらう場を提供する。

出前講座の実施
（再掲　20参照）

老人体育大学
　高齢者における生涯スポーツの導入
により、余暇活動と健康の増進を図る。
　春秋2回開講。延べ11日間の講座を
実施。1回定員240人。60歳以上。
（実施種目）健康講話・ハイキング・ボ
ウリング・グラウンドゴルフ・弓道・卓球・
民踊・バドミントン・フォークダンス・乗
馬
　同大学卒業後には、同窓会（任意団
体）活動への参加ができる。同窓会に
女性部会があり、積極的活動が行われ
ている。

野外活動指導者講習会
　野外活動（キャンプ）におけるリー
ダーを養成する。大学生・短大生・専
門学生。120名。1泊2日のキャンプを
行うなかで、キャンプリーダーとしての
初歩の講習を受ける。講習会を経て、
希望する者は、神戸市野外活動ジュニ
ア指導者協議会に入会し、年間を通じ
て、野外活動におけるリーダーとして
活動する。
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（3）　男女共に参加しやすい条件整備  

21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

57  一時保育付き講座の拡大

<21年度実績>
一時保育協力者出務者数　延41人
託児数　62人

<22年度予定>
事業継続

0 0 市民参画推進局
男女共同参画課
（男女共同参画セ
ンター）

<21年度実績>
・すくすく赤ちゃんセミナー
（各区保健福祉部）
・子どもの読書週間行事講演会（中央図書館、総
合児童センター）
　
<22年度予定>
事業継続

― ―各局

各区

教育委員会事務
局中央図書館

58  企業・団体などへの働きかけ

<21年度実績>
・生涯学習フェスティバルの開催
　（9月～10月、参加者約11,185人）
・広報誌「KOBE」への掲載
　（年2回：3月、9月）
・生涯学習情報コーナー「まなびすとコーナー」の
運営　（市内6か所）
 「ミニまなびすとコーナー」設置・運営（公民館・体
育館：9か所）

<22年度予定>
事業継続

125,068
(指定管理
料)

124,646
(指定管理
料)

教育委員会事務
局生涯学習課

（1）　人権としての性への意識啓発  

21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

59  性についての女性の人権を尊重する啓発

<21年度実績>
5月30日「納得！スキンケアセミナー」
6月13日「レディースドッグのずべて＆アロマでリ
ラックス」
11月4日「漢方入門」
12月12日「食養生の活用法」
参加者数　延べ256人

<22年度予定>
継続実施

―

（53に計上）

―

（53に計上）

市民参画推進局
男女共同参画課
（男女共同参画セ
ンター）

60  性の商品化を防ぐ啓発の推進（その１）

<21年度実績>
地域環境の再点検を行うとともに、ＮＴＴからの委
嘱により電話ボックス内に貼り付けられたピンクビラ
の撤去活動を継続的に行った。

<22年度予定>
事業継続

186 149 市民参画推進局
青少年課

生涯学習の振興
　生涯学習の大切さや意義を企業・団
体を含め、広くPR・啓発するための事
業を実施している。
　また、市民の生涯学習を支援する全
市的な拠点施設として、生涯学習支援
センター（コミスタこうべ）を設置（12年9
月～）

その他市の主催講座での一時保育の
実施

有害環境浄化対策の推進
　神戸市青少年育成協議会とともに青
少年を取りまく有害環境を浄化するた
めの啓発と実践活動を強化し、地域ぐ
るみの環境浄化運動を展開する。
・環境浄化推進キャンペーン
　青少年にとって有害な環境を浄化す
るため、広報こうべ、ポスター、チラシ
等による啓発キャンペーンを幅広く行
う。
・地域活動の推進
　地域ぐるみの環境再点検を行うととも
に、有害広告物、自販機等の撤去・監
視活動を行う。

事業名と内容

男女共同参画センター主催講座での
一時保育の実施
　男女共同参画センター主催の講座
において一時保育を実施（全講座で
実施・無料）
　保育者は、男女共同参画センターに
登録している保育ボランティア(保育士
の有資格者、その他育児経験等必要)

事業名と内容

女性のからだセミナーの実施
　女性が「自分のからだ」と向き合いな
がら、健康的に、自律的・主体的に生
きていくことを学ぶ。

課題6　性の尊重についての啓発と教育の充実
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21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

60  性の商品化を防ぐ啓発の推進（その２）

<21年度実績>
青少年の情報活用能力育成事業の実施
 8回　約388人参加

<22年度予定>
青少年の情報活用能力育成事業の実施
8回開催予定

―

（37に計上）

―

（37に計上）

市民参画推進局
青少年課

（2）　女性の人権を尊重する視点からの性教育の充実  

21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

61  学校教育における性教育の充実

<21年度実績>
学習指導要領に従って、児童・生徒の発達段階に
応じて保健学習や保健指導で実施
「性に関する指導手引書」-小学校編<第3版>-作
製・配布

<22年度予定>
学習指導要領に従って、児童・生徒の発達段階に
応じて保健学習や保健指導で実施

― ―教育委員会事務
局健康教育課

<21年度実績>
・丸山小学校（2年目）
　主題「笑顔はじける丸山っ子」
自分の力で、健康づくりに取り組める子どもを育て
る健康教育を推進する
研究発表会の開催（平成21年11月27日）
・本庄中学校
 　主題「心身ともに健康で安全な生活態度や習慣
の形成を目指した健康教育」
　 研究発表会の開催（平成22年2月2日）

<22年度予定>
・春日野小学校（1年目）
　主題「輝く春日野っ子の育成」
「分かった」、「できた」という達成感を多く味わい、
自信と心の余裕を生み出す健康教育を推進する
・布引中学校
　主題「心と体の健康づくり」
　生徒の実態を踏まえ、家庭や地域と連携しなが
ら、学校全体で健康教育を推進する
　研究発表会(公開授業等）の実施予定

― ―教育委員会事務
局健康教育課

<21年度実績>
1月28日｢命・性を考える」
参加者　74人

<22年度予定>
事業継続

44 44 教育委員会事務
局総合教育セン
ター

62  性について学習できる場の充実

<21年度実績･22年度予定>
（59参照）

― ―市民参画推進局
男女共同参画課
（男女共同参画セ
ンター）

事業名と内容

教職員研修　課題研修講座「健康教
育」
市立学校園教員を対象に、性教育の
あり方や進め方について認識を深め、
指導力の向上を図る。
また、性教育に関する専門的知識、技
能、態度を養い研修意欲の充実を図
る。

こころとからだの健康セミナーの実施
（再掲　59参照）

事業名と内容

性教育の実施
　命の教育の観点から、男女の体の特
徴や互いの心くばりの大切さを扱った
学習を発達段階に応じて行っている。
   健康教育の内容の一つとして「性に
関する指導手引き書」（小学校編・中
学校編）を使用した授業を行う。
　性教育にあたっては、愛情・友情・相
互理解といった人間尊重の精神を基
盤に、生命の尊厳、男女の特性などを
理解させることによって、豊かな人間の
育成に寄与する。

健康教育推進指定校
　生涯を通して健康で安全な生活を送
ることができるようにすることをめざし
て、指定校にて研究推進を行う。
　
・健康教育推進指定校
　小学校1校（2年間）・中学校1校（1年
間）
　公開授業と研究発表

青少年をテレクラ等から守る運動の
推進
　テレクラや出会い系サイトなどをはじ
めとする有害環境から青少年を守るた
め、市と地域住民との一体的な取り組
みを推進するとともに、啓発活動を強
化し、ミニフォーラムの開催など地域ぐ
るみの運動を展開する。
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基本目標Ⅲ　就業の場における男女共同参画の促進

（1）　職場における男女平等の推進

21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

<21年度実績>
発行回数　年4回（7、10、1、4月）
発行部数　20,000部/回
・第25号（2009Summer）に、「こうべ男女共同参画
推進月間」標語コンテストの作品募集記事掲載
・第26号（2009Autumn）に、こうべ男女いきいき事
業所の決定記事掲載
・第27号（2010Winter)に、「男の生き方応援キャン
ペーン」参加者募集記事掲載

<22年度予定>
事業継続

2,225 2,000 産業振興局庶務
課・（財）神戸市産
業振興財団

<21年度実績>
配信対象　市内中小企業約350社
配信日　毎月1日
・6・7月号にこうべ男女いきいき事業所の募集記事
及び「こうべ男女共同参画推進月間」標語コンテス
ト作品募集記事掲載
・10月号にこうべ男女いきいき事業所決定の記事
掲載

<22年度予定>
事業継続

― ―産業振興局庶務
課

<21年度実績・22年度予定>
（16、66参照）

― ―市民参画推進局
男女共同参画課

<21年度実績・22年度予定>
（34参照）

― ―市民参画推進局
男女共同参画課・
男女共同参画セ
ンター

<21年度実績>
・表彰事業所　8事業所
(株)カネヘイ、(株)神戸製鋼所、(株)神戸デジタル･
ラボ、コベルコシステム(株)、(株)神鋼環境ソリュー
ション、神鋼ケアライフ(株)、(株)ダイヘン六甲事業
所、丸正建設(株)
・表彰事業所はホームページ、KOBE E・Tips等に
よりPR

<22年度予定>
・表彰事業所　7事業所
川崎重工業(株)、資生堂販売(株)近畿支社神戸オ
フィス、大和リース(株)神戸支店、(株)チャイルド
ハート、ネスレ日本(株)、(株)三井住友銀行(神戸市
内の各部店･出張所等)、(株)ユーシステム
・表彰事業所はホームページ、KOBE E・Tips等に
よりPR

285 267 市民参画推進局
男女共同参画課

21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

<21年度実績・22年度予定>
（85参照）

― ―市民参画推進局
男女共同参画課
（男女共同参画セ
ンター）

67  女性の職業観や職業意識、仕事に必要な能力を育成する講座などの充実（その１）

事業名と内容

63  男女雇用機会均等法などの普及のための啓発の推進

「KOBE E･TIPS」の発行
　神戸市の産業振興施策、市内の経
済動向、企業情報等を紹介する、一般
市民向け情報誌を発行する。

「E-こうべ経済つうしん」の配信
　神戸市の産業振興施策、中小企業
支援に関する情報をメールマガジン方
式で配信。

64　妊娠・出産などの母性の保護とそれを理由とした差別解消に向けての啓発

・こうべ男女共同参画推進月間の開
催
・こうべ男女いきいき事業所表彰の実
施
（再掲　16、66参照）

65  職場におけるセクシュアル・ハラスメント防止に関する啓発

・セクシュアル・ハラスメント防止ハン
ドブックの一部改訂・配布
・啓発ビデオの貸出し
(再掲　34参照)

66  企業の積極的改善措置への取り組みについての啓発

こうべ男女いきいき事業所表彰
　男女共同参画に積極的な取り組みを
行っている事業所等を「こうべ男女いき
いき事業所」として表彰し、当該取組
みを広く紹介することによって、他の事
業所における男女共同参画を推進す
る。

（2）　女性の職業意識・能力の向上  

事業名と内容

再就職準備セミナー
（85　参照）

課題1　雇用の分野における男女平等の推進
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21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

<21年度実績>
10月14日（水）「起業入門セミナー」
（講師）明石春枝氏
2月19日（金）「就活力パワーアップ講座」
参加者　延べ61名

<22年度予定>
　継続実施

― ―
（53に計上）

市民参画推進局
男女共同参画課
（男女共同参画セ
ンター）

<21年度実績>
・広報こうべ　10月号
・すくらむKOBE（30参照）

<22年度予定>
・広報こうべ　10月号
・すくらむKOBE（30参照）

― ―市民参画推進局
男女共同参画課

<21年度実績>
情報コーナーの設置・運営

<22年度予定>
事業継続

― ―市民参画推進局
男女共同参画課
（男女共同参画セ
ンター）

21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

ワーク・ライフ・バランスの推進

多様な働き方の調査研究 <21年度実績>
・研究会の開催
・学生と中小企業の意見交換会の開催
・調査研究の総括(提言の作成)

<22年度予定>
多様な働き方調査研究会を発展させて、神戸市男
女共同参画審議会 ワーク･ライフ･バランス推進部
会と位置づけ、ワーク･ライフ･バランスの推進方法
などについて、審議会に対して提言を行う。

500 ―

（４に計上）

市民参画推進局
勤労市民課

推進モデル地域における事業
展開

<21年度実績>
平成22年11月25日(水)「ワーク･ライフ･バランス」連
携会議の開催　参加者46人

<22年度予定>
六甲アイランドにおいて、NPO法人が地域団体や
企業とともに、仕事と子育ての両立を応援する活動
拠点を開設することを支援する。
平成22年6月7日　NPO法人活動拠点
「“輝く私”神戸RICステーション｣の開設

570 2,300 市民参画推進局
男女共同参画課

事業所に対する啓発の強化 <21年度実績>
神戸市内に事業所をもつ20人以上の2,000事業所
以上に対して、男女共同参画社会に関する意識･
実態調査および啓発事業を実施。

<22年度予定>
21年度調査結果を基に、啓発事業を実施。

12,000 10,000 市民参画推進局
男女共同参画課

女性活躍推進事業の実施 <22年度予定>
女性管理職の少ない中小企業などを対象に、企
業における女性活躍推進プログラムを実施。

― 574 市民参画推進局
男女共同参画課

事業名と内容

（1）　仕事と家庭・地域生活の両立のための啓発の推進

69  仕事と家庭・地域生活の両立支援に関する企業、大学及び市民への啓発（その１）

事業名と内容

67  女性の職業観や職業意識、仕事に必要な能力を育成する講座などの充実（その２）

就業・チャレンジセミナー
  就職や起業、地域活動などにチャレ
ンジしようとする女性のキャリアプラン
作りを応援するセミナーを開催する。

68  女性の職域拡大を推進するための啓発

広報紙等への掲載

就業・チャレンジ情報コーナー
 男女共同参画センター内に、就業・
チャレンジに関連する講座、相談機
関、支援制度等についての情報を集
めた情報コーナーを運営する。

課題2　仕事と家庭・地域生活の両立の推進
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21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

<21年度実績・22年度予定>
（66参照）

― ―市民参画推進局
男女共同参画課

<21年度実績>
11月20日（金）「セルフ＆ハンドマッサージとフ
リーートーク」
講師：山田理加氏、先輩ママ　　参加者15名
12月19日（土）「子育てと仕事・ラクラク両立法」
講師：原坂一郎氏　　　参加者44名
　
<22年度予定>
継続実施

155 145 市民参画推進局
男女共同参画課
(男女共同参画セ
ンター)

<21年度実績・22年度予定>
（66参照）

― ―市民参画推進局
男女共同参画課

<21年度実績・22年度予定>
（16参照）

― ―市民参画推進局
男女共同参画課

21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

<21年度実績・22年度予定>
（66参照）

― ―市民参画推進局
男女共同参画課

<21年度実績・22年度予定>
（66参照）

― ―市民参画推進局
男女共同参画課

（1）　パートタイム労働・派遣労働・期間雇用（契約社員）等で働く女性を中心とした労働条件の向上  

21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

<21年度実績・22年度予定>
（85参照）

― ―市民参画推進局
男女共同参画課
（男女共同参画セ
ンター）

<21年度実績>
市内の従業員20名以上の事業所2,000事業所以
上を対象とした調査の中で啓発を実施

<22年度予定>
市内の従業員20名以上の事業所1,906事業所を
対象に啓発を実施

12,521 10,000 市民参画推進局
男女共同参画課

<21年度実績>
市内に本社がある従業員5名以上の会社を対象に
男女共同参画等の調査を実施

― ―市民参画推進局
男女共同参画課

産業振興局庶務
課

69  仕事と家庭・地域生活の両立支援に関する企業、大学及び市民への啓発（その２）

事業名と内容

71  男性の育児・介護休業の取得に向けての啓発

「こうべ男女共同参画推進月間」にお
ける企業セミナーなどによる啓発
（再掲　16参照）

・こうべ男女いきいき事業所表彰
(再掲　66参照）

育児休業からの職場復帰準備セミ
ナー
　育児休業から復帰する女性及び男
性に対し、仕事と家庭の両立に向けて
のアドバイスや情報提供等を行うセミ
ナーを開催し、スムーズに職場復帰が
できるよう支援する。

こうべ男女いきいき事業所表彰
（再掲　66参照）

70  育児・介護休業法などの普及のための啓発の推進

（2）　職業生活と家庭・地域生活の両立に向けた働き方についての啓発の推進 

・こうべ男女いきいき事業所表彰
　（再掲　66参照）

事業名と内容

72  労働時間短縮に向けた普及啓発

・こうべ男女いきいき事業所表彰
　（再掲　66参照）

73  フレックスタイム制・再雇用制度などの普及・啓発

事業名と内容

74  パートタイム労働法・労働者派遣法の普及のための啓発の推進

事業所に対する男女共同参画社会に
関する意識啓発事業

75  パートタイム労働・派遣労働・期間雇用（契約社員）等で働く人の実態把握

再就職準備セミナー
（85　参照）

市内企業現況調査

課題3　多様な働き方を可能にする就業条件の整備
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21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

<21年度実績>
厚生労働省等の調査結果を参考とするとともに、
推進会議ニュース「すくらむKOBE」での事例紹介
等のためのヒアリングを実施

<22年度予定>
事業継続

― ―市民参画推進局
男女共同参画課

産業振興局庶務
課

<21年度実績>
推進会議ニュース「すくらむKOBE」で事例を紹介

<22年度予定>
事業継続

― ―市民参画推進局
男女共同参画課

産業振興局庶務
課

21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

<21年度実績>
推進会議ニュース「すくらむKOBE」での事例紹介
等のためのヒアリングを実施

<22年度予定>
事業継続

― ―市民参画推進局
男女共同参画課

産業振興局庶務
課

<21年度実績>
兵庫六甲ＪＡ神戸北女性会　50万円
兵庫六甲農協生活文化協議会　50万円
神戸市漁協女性部　50万円

<22年度予定>
事業継続

1,500 1,500 産業振興局農政
計画課

<21年度実績>
担い手農家等認定審査会　5回開催

<22年度予定>
担い手農家等認定審査会　4回開催

250 280 産業振興局農政
計画課

<21年度実績>
研修会　1回開催

<22年度予定>
研修会の開催

80 80 産業振興局農政
計画課

<21年度実績>
道の駅の運営や広報・PRなどを検討する「道の駅
管理会」のソフト面での支援を行う

<22年度予定>
事業継続

― ―産業振興局農政
計画課

<21年度実績・22年度予定>
（79参照）

― ―産業振興局農政
計画課

76  家族従業者・家内労働者として働く女性の実態把握

（3）　農漁業に従事する女性への支援  

79  農漁業に従事する女性の経済基盤確立に向けた啓発・支援

77  さまざまな場における女性の活躍の促進

（2）　家族従業者の労働条件の向上支援 

事業名と内容

家族従業者等の活動報告と家内労働
の概況調査

農漁業女性団体活動助成
　農協、漁協の女性団体に対し活動助
成を行い、団体としてのエンパワーメン
トを図り、もって女性の意思決定の場
への参画を促進する。

80  女性農漁業者の積極的な育成支援

商店街や市場等における女性の活動
事例等の紹介

事業名と内容

78  農漁業に従事する女性の実態把握

男女共同参画推進会議における情
報・意見交換
（再掲　30参照）

81  意思決定の場への農漁業に従事する女性の参画の働きかけ

認定農業者制度における女性担い手
農業者の育成
　認定農業者制度により、市がつくった
方向に沿って効率的,安定的な農業経
営の確立をめざす農家の農業経営改
善計画を市が認定して支援を行う。

女性担い手農業者の育成
　女性農業者を対象とした農業技術、
経営に関する研修会の開催。

女性起業農業者の育成支援
　道の駅「淡河」の女性グループ活動
（レストランでの食材供給、メニュー作
成及びその運営）への支援を行う。

農漁業女性団体活動助成
　(再掲　79参照）
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21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

<21年度実績>
パソコン入門講座
ワード（初級・中級）
エクセル（初級・中級・上級）
アクセス入門
アクセス業務活用編
パワーポイント入門
ホームページビルダー入門
ホームページビルダー応用
インターネット入門
JW_CAD ver6
ブログ入門
弥生会計実践
　　　　　　　　　　　　　　　　　受講者2,570人

<22年度予定>
事業継続

679 679 （財）神戸市産業
振興財団

<21年度実績>
推進会議ニュース「すくらむKOBE」で「在宅ワーク
の適正な実施のためのガイドライン」を紹介

<22年度予定>
事業継続

－ －市民参画推進局
男女共同参画課

（1）　女性の就業支援  

21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

<21年度実績>
講習会や相談会の開催情報、支援窓口等を掲載

<22年度予定>
事業継続

― ―産業振興局庶務
課

<21年度実績>
・運営委員会（2回）、緊急対策部会（2回）開催
・就労相談、就職面接会（5回）、就労支援セミナー
（1回）、事業創造型インターンシップ、採用力アッ
プセミナー、コミュニティビジネス起業セミナー、メ
ンター育成研修の実施

<22年度予定>
・協議会、運営委員会、緊急対策部会の開催
　就業環境向上に向けた就業対策の検討と実施し
た施策の検証、改善に向けた提案を行う。
・就労相談、就職面接会、就労支援セミナー、事
業創造型インターンシップ、採用力アップセミ
ナー、コミュニティビジネス起業セミナー、メンター
育成研修の実施

8,102 10,542 産業振興局庶務
課

<21年度実績>
・神戸ものづくり職人大学（第4期生30名、うち女性
15名）
・新規就農研修

<22年度予定>
・神戸ものづくり職人大学（第4期生30名、うち女性
15名）
・新規就農研修

17,617 17,925 産業振興局工業
課・農政計画課

（4）　在宅就業（家内労働・在宅ワーク）、SOHO、コミュニティ･ビジネスなどの多様な働き方への情報提供等の支援 

KOBE Job Navi（神戸市雇用情報案
内板）への情報提供掲載
　女性の求職者に対する就職支援の
内容を広く周知するため、インターネッ
トを活用して情報提供を行う。

83  家内労働法、在宅ワークガイドラインの普及・啓発

各種広報を媒体とした周知徹底によ
る、就業条件の改善に向けた取り組
み

事業名と内容

84  就業支援のための講座及び情報提供・相談の充実

事業名と内容

ソフトウェア人材育成事業
　市内中小企業の従業員を対象に、
専用のソフトウェア研修室において低
廉な料金でパソコンやインターネット等
ネットワークを採り入れた研修を実施す
る。
これらの研修は、就業を目指す学生や
主婦等にも門戸を開放している。
  （内容）パソコン初心者のための「パソ
コン入門」からＷｉｎｄｏｗｓの基礎操作が
できる人や各アプリケーションの基礎を
習得した人のための「WORD2003初級
～中級」「EXCEL2003初級～中級」へ
と、ステップアップしやすいように各講
座にランク付けをした講座体系で実施
している。

82  多様な働き方を可能にするための支援

神戸ワーク・ネットワーク（就業促進協
議会）
　神戸の各界で構成する協議会を設
立し、連携･協力して神戸市域の就業
支援施策を進める。

若年者人材育成支援事業
・神戸ものづくり職人大学
　地場産業(神戸洋服、神戸靴、神戸
洋家具）の後継者育成のための神戸も
のづくり職人大学を運営する。
・新規就農研修
　新規就農者希望研修（85参照）に35
歳未満の優先募集枠を設ける。

課題4　女性の就業機会の拡大
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21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

<21年度実績>
10月29日（木）
講演「踏み出そう！再チャレンジ」
参加者　17人

― ―市民参画推進局
男女共同参画課
（男女共同参画セ
ンター）

<21年度実績・22年度予定>
（67参照）

― ―
（53に計上）

市民参画推進局
男女共同参画課
（男女共同参画セ
ンター）

<21年度実績>
短期研修受講者　14人（うち女性3人）
長期研修受講者　　1人（うち女性0人）

<22年度予定>
短期研修　2回
長期研修　2回

583 537 産業振興局農政
計画課

21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

<21年度実績>
・キックオフセミナー（4月13日実施　参加者216人）
【内容】
  基調講演　樋口 武男 氏（大和ハウス工業㈱ 代
表取締役会長兼CEO）
  「熱湯経営～夢を抱いてチャレンジする熱き心」
　公的支援施策活用企業2社による事例発表
　支援制度説明
・ひょうご・神戸チャレンジマーケット
実施予定：資金調達・販路開拓　各2回×発表6社
程度

<22年度予定>
・キックオフセミナー（5月20日実施）
【内容】
　基調講演　工藤　恭孝　氏（㈱ジュンク堂　代表
取締役社長）
　『ジュンク堂の経営戦略～サンパル店の存在と震
災の経験より～』
　事例発表
　・兵庫県・神戸市の創業・第二創業支援制度説
明
　・パネルディスカッション
　　『実例に学ぶ起業のすすめ（仮題）』
・ひょうご・神戸チャレンジマーケット
　実施予定：資金調達・販路開拓　各2回×発表6
社程度

230 230 産業振興局庶務
課・（財）神戸市産
業振興財団

85  再就職等へのチャレンジ支援のための講座などの充実

再就職準備セミナー
　再就職を希望する女性が、仕事への
取り組み方や雇用情勢について情報
を取得するために開催する。

就業・チャレンジセミナー
（再掲　67参照）

（2）　再就職等へのチャレンジ支援  

事業名と内容

新規就農者希望研修
（対象）65歳以下の市民
（内容）
　「短期研修」
　　基礎知識、生産地見学、
　　就農相談
　「長期研修」
　　短期研修修了者の中で希望者を
　　対象

（3）　女性起業家への支援  

事業名と内容

86  起業家育成講座の実施（その１）

起業家育成システム
　(財)神戸市産業振興財団、(財)ひょう
ご産業活性化センター、神戸市、兵庫
県など関係機関が連携して、起業家・
ベンチャー企業の育成を図るため、経
営基礎知識の習得から資金調達、販
路開拓のマッチング機会の提供まで一
貫して支援する。男女とも対象にして
おり、女性も多数参加している。
・キックオフセミナー
　起業成功者を講師に招いて意識啓
発及び制度のPRを行う。
・ひょうご・神戸チャレンジマーケット
　投資家、一般企業の前で事前計画
の発表機会を提供し、資金調達並び
に販路開拓のマッチング支援を行な
う。
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21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

<21年度実績>
①飲食店開業セミナー（入門編）
　・開催期間：6月～7月（土曜日・全5回）
　　13:30～15:30
　・開催内容：オーナーシェフ等のゲストを招き、
　　　　　　　　飲食店開業に向けた心構えなど
　　　　　　　　入門的な内容で開催
　・参加者：15名（うち女性6名）
②飲食店開業セミナー（実践編）
　・開催期間：11月（土曜日・全10回)
　　13:30～16:45
　・開催内容：飲食店開業の経営計画、店づくり、
　　　　　　　　店舗オペレーション等のより実践的な
　　　　　　　　内容で開催
　・参加者：15名（うち女性7名）

<22年度予定>
　事業継続

300
（うち、市費

100）

100
（うち、市費

0）

（財）神戸市産業
振興財団

<21年度実績>
中小企業者相談窓口
①金融に関する相談（月～金）
②経営に関する相談（月～金）
③技術に関する相談（月～金）
＊専門家による相談は事前に電話予約が必要な
場合あり

<22年度予定>
事業継続

5,736 5,736 （財）神戸市産業
振興財団

<21年度実績>
・ワンストップ相談　　随時
・セミナーの開催　　 計14回

<22年度予定>
事業継続

3,000 3,000 産業振興局工業
課

<21年度実績>
・第9回募集
  応募総数　31件
　Ｘ-KOBE認定　3件
　Ｎ-KOBE認定　8件
　（オフィス支援限定条件付ｎ-KOBE認定　8件）
・第10回認定
　応募総数　21件
　Ｘ-KOBE認定　3件
　Ｎ-KOBE認定　6件
　(オフィス支援限定条件付ｎ-KOBE認定　3件)
・第11回認定
　応募総数　45件
　Ｘ-KOBE認定　3件
　Ｎ-KOBE認定　12件
　（オフィス支援限定条件付ｎ-KOBE認定　11件）
・ビジネスプランブラッシュアップ講座　　参加登録
者83名

<22年度予定>
※年2回募集、審査期間約2ヶ月で実施
・第12回募集（4/19～6/4）
・第13回募集（9/1～10/14）
・ビジネスプランブラッシュアップ講座

14,464 14,369 （財）神戸市産業
振興財団

SOHOプラザ/KMFにおける各種相談
事業の実施
（対象）ベンチャー企業、創業予定者
（内容）起業に関する各種相談の受
付、情報誌の発行・閲覧、ウェブサイト
の運営

ＫＯＢＥドリームキャッチプロジェクトの
実施
　神戸を拠点に起業、新分野進出（第
二創業）、新事業に挑戦するベン
チャー・中小企業や起業家を総合的に
サポートする「KOBEドリームキャッチプ
ロジェクト」を立ち上げ、新規創業、第
二創業に取り組む企業等の発掘・支援
を強化する。
　各種支援情報の一元化により、各種
支援施策を体系的にPRし、ワンストッ
プサービスを図るとともに、「神戸ビジ
ネスプラン評価委員会」により、提出さ
れたビジネスプランを評価・認定し、事
業の展開に応じた最適な支援メニュー
を順次提供して事業化をサポートす
る。
　また、「ビジネスプランブラッシュアッ
プ講座」を開催し、惜しくも正式認定に
至らなかった企業・起業家、及び
KOBEドリームキャッチプロジェクト応募
希望者を対象に、セミナーと個別アド
バイスを実施し、希望者には創業準備
オフィスを提供する（審査あり）。また、
神戸商工会議所の経営指導員による
フォローアップ訪問を実施する。

87  起業についての相談窓口の充実

中小企業者、創業予定者を対象とす
る各種相談事業の実施
　神戸商工会議所と（財）神戸市産業
振興財団が連携し、ワンストップ機能を
充実し、相談に応じ問題の解決を支援
する。なお、専門家による相談は次の
とおり。
・経営相談（中小企業診断士）
・技術相談（技術士）
・法律上の問題に関する相談（弁護
士）

食の神戸起業家等支援事業
　調理専門学校との学官連携により飲
食業の起業家向けのセミナーを行う。

事業名と内容

86  起業家育成講座の実施（その２）

86



基本目標Ⅳ　自立を支える社会環境の整備

（1）　多様な保育ニーズにこたえる保育施策の推進

事業名と内容 21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

88  保育所などの充実

保育所などの充実
・地域の需要に応じた保育所の適正配
置を進める。
・ニーズの高い地域での既設保育所の
増築等による定員拡大
・延長保育、一時保育、すこやか保育
（障害児保育）の充実
・休日保育のモデル実施

<21年度実績>
・民間保育所新設：2か所
・既存保育所での定員増：10か所
・延長保育：124か所（30分延長は全園）
・一時保育：125か所
・休日保育：1か所
・すこやか保育（障害児保育）

<22年度予定>
・民間保育所新設：4か所
・既存保育所の分園、増築：11か所
・延長保育：126か所（30分延長は全園）
・一時保育：129か所
・休日保育：1か所
・すこやか保育（障害児保育）

1,573,374 1,883,733 保健福祉局子育
て支援部

赤ちゃんホーム等の充実
　乳児を産休明けから保育所の集団の
中に入れるより、家庭的な雰囲気の中
で保育するほうが望ましいとして保育
所の補完的機能を担う、神戸市独自の
制度を策定
・赤ちゃんホーム（S36.6～）
　対象　0歳児
・家庭託児所（S35.6～）
　対象　原則1、2歳児

<21年度実績>
・赤ちゃんホーム：43か所
・家庭託児所：１か所

<22年度予定>
・赤ちゃんホーム：50か所
・家庭託児所：1か所

163,760 154,252 保健福祉局子育
て支援部

第三者評価の推進
　保育所(園)の保育の質の向上及び、
利用者への適切な判断材料の提供を
図る。

<21年度実績>
対象保育所（公立2か所、民間2か所）計4か所で実
施

<22年度予定>
対象保育所（民間10か所）で実施

4,000 2,500 保健福祉局子育
て支援部

民間保育園の老朽改築補助
　老朽化した民間保育園の改築に必
要な経費の一部を補助する市独自の
制度を設けることにより、保育環境の改
善を図る。

<21年度実績>
 4か所(20年度からの継続2か所、22年度への継
続1か所含む)

<22年度予定>
 5か所（21年度からの継続1か所含む）

179,458 531,823 保健福祉局子育
て支援部

社会福祉法人への移管保育所の保
育環境整備
　社会福祉法人への移管保育所にお
ける児童の処遇改善と保育環境の維
持向上をはかる。また、移管先法人と
の共同保育を実施し、円滑な移管を行
う。

<21年度実績>
 環境整備　12か所

<22年度予定>
 環境整備　15か所

40,712 41,681 保健福祉局子育
て支援部

送迎保育ステーション事業の実施
　垂水駅前にある認可保育園を送迎
保育ステーションとし、分園への送迎を
実施することにより、待機児童の解消
を図る。

<21年度実績>
実施事業　１か所

<22年度予定>
実施事業　１か所

6,558 6,558 保健福祉局子育
て支援部

89  保育所情報の提供

保育所の情報提供
　保育所の入所案内を作成し、福祉事
務所や保育所で配布又は閲覧できる
ようにしている。またインターネットでの
情報提供も行っている。

<21年度実績>
・保育所入所案内等の作成
・申込み手続き、市内保育所一覧（特別保育事業
の実施状況）等を記載した案内書の作成
・保育所の概要、保育内容を記載した案内を保育
所ごとに作成
・保育料の一覧表の提供
・インターネットでの情報提供

<22年度予定>
事業継続

― ―保健福祉局子育
て支援部

課題1　子育てをしやすい環境の整備
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事業名と内容 21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

90  放課後児童健全育成事業の充実

放課後児童健全育成事業
　保護者が労働等により昼間家庭にい
ない小学校低学年の児童を対象に、
授業の終了後に、適切な遊び及び生
活の場を与えて、その健全な育成を図
る。
　児童館において学童保育クラブ、学
校の余裕教室等を利用した学童保育
コーナーを開設している他、社会福祉
法人が社会福祉施設等を活用して実
施する福祉施設方式、地域の住民が
自主的に地域活動の一環として実施
する地域方式がある。

<21年度実績>
・児童館方式　106館
・学童保育コーナー　45コーナー
・福祉施設方式　8ヶ所
・地域方式　26ヶ所
・法人方式　2ヶ所
・地域団体方式　1ヶ所
合計 8,547人（5月時点）

<22年度予定>
・児童館方式　106館
・学童保育コーナー　48コーナー
・福祉施設方式　8ヶ所
・地域方式　26ヶ所
・法人方式　4ヶ所
・地域団体方式　１ヶ所

1,066,407 1,077,597 保健福祉局子育
て支援部

学童保育の充実
　保護者負担を導入するとともに、利
用者アンケート調査で要望の高かった
開設時間の延長や指導員体制・遊具
などの充実をはかる。また、未整備地
区や過密施設の解消のため、学童保
育施設の設置を進めるなど、児童の健
全育成および仕事と子育ての両立支
援を推進する。

<21年度実績>
未整備校区(稗田)への学童保育コーナー設置

<22年度予定>
18時以降19時までの延長実施施設の拡大

― ―保健福祉局子育
て支援部

91  子育てを支える多様な保育サービスの提供

ファミリー・サポート・センターの運営
　「子育ての応援をしてほしい人」と「子
育ての応援をしたい人」との会員組織
による、地域レベルでの子育て相互支
援活動。具体的には、保育所（園）や
幼稚園等への送迎や終了後の預りな
どを行う。
（運営主体）神戸市社会福祉協議会

<21年度実績>
会員数（H22.3末） 3,632人
・依頼会員　2,419人
・協力会員　926人
・両方会員　287人
活動件数　13,211件

<22年度予定>
事業継続

13,430 12,210 保健福祉局子育
て支援部

地域ほいく室推進事業
　近年の少子化、核家族化の進行に
伴う家族形態の変化や都市化の進展
に伴う近隣との人間関係の希薄化によ
り、子育てや育児について、気軽に相
談できる相手や仲間が身近な地域に
いないなど、家庭や地域における子育
て支援機能の低下が問題となっている
ため、「地域ほいく室推進事業」を実施
し、保育所待機児童の解消を図るとと
もに、地域と協働での子育て支援を行
う。

<21年度実績>
モデル事業としてH15.8より、東灘区ＪＲ住吉駅前
「保育ルームあいあい」で実施。
・親子交流会、一時保育

<22年度予定>
事業継続

2,040 2,040 保健福祉局子育
て支援部

病児・病後児保育の実施
　急な病気などのため、保育所などで
の集団生活が困難な児童で、かつ、保
護者の勤務の都合や傷病、事故、冠
婚葬祭など社会通念上やむを得ない
事情により、家庭での育児が困難な児
童を一時的に預かる。

<21年度実績>
7施設で実施
延べ利用児童数：5,224人

<22年度予定>
5月から新たに1か所開設し、8施設で事業を行うと
ともに、さらに2か所の整備を進める。

82,586 106,606 保健福祉局子育
て支援部

（2）　育児休業を取りやすい環境の整備  

事業名と内容 21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

92  育児休業制度の定着の促進

育児休業からの職場復帰準備セミ
ナー
（再掲　70参照）

<21年度実績・22年度予定>
（70参照）

― ―市民参画推進局
男女共同参画課

93  男性も育児休業を取りやすい環境づくり

「こうべ男女共同参画推進月間」での
企業セミナーにおける啓発
（再掲　16参照）

<21年度実績・22年度予定>
（16参照）

― ―市民参画推進局
男女共同参画課
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（3）　児童虐待の防止 

事業名と内容 21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

94  児童虐待（ＤＶ被害者の子どもを含む）の早期発見・早期対応と相談機能の充実

こども家庭センター機能強化
・児童虐待対応協力員の配置
・児童虐待防止ｻﾎﾟｰﾄ制度（弁護士より
法律的なｱﾌﾟﾛｰﾁの助言を得るための
制度）
・児童虐待を行った親への支援
・児童の安全確保

<21年度実績>
・対応協力員1人配置
・弁護士3人
・保護者向け再発防止カウンセリング
・医療的支援強化
・緊急一時保護体制の充実　　等

<22年度予定>
事業継続

10,604 10,416 保健福祉局子育
て支援部

子育て支援室の運営
　児童虐待の未然防止、被虐待児童
のﾌｫﾛｰを行うとともに、子育て支援の
充実を図るため、地域の身近な子育て
の相談窓口を各区に設置。

<21年度実績>
・市民、関係機関からの通告、相談への対応
・要観察家庭への見守り
・乳幼児健診未受診者への対応
・子育て支援ネットワークの運営
・子育て支援に関する啓発
・グループカウンセリング
・すくすくサポート事業
・要保護児童対策地域協議会　　等

<22年度予定>
事業継続

5,374 5,058 保健福祉局子育
て支援部

児童家庭支援センターの運営
　こども家庭センターと連携し地域に密
着したきめ細やかな相談支援ができる
よう市内2か所のセンターを運営

<21年度実績>
（2か所）
・相談件数　2,111件
・夜間対応　71件
・区子育てネットワークへの参加、要保護児童対策
地域協議会への参加、地域への子育て支援事業
の実施等

<22年度予定>
事業継続

18,830 18,832 保健福祉局子育
て支援部

児童虐待防止110番
　子育ての悩みなどをもとにおこる虐
待に対し電話相談を実施し、必要な助
言指導を行う。また、緊急を要する場
合は関係機関と連携し、相談者への支
援を行う。（平日10～16時）

<21年度実績>
電話による相談　565件

<22年度予定>
事業継続

　　　　　　―

（夜間・休日
相談体制の
充実に含む）

　　　　　　―

（夜間・休日
相談体制の
充実に含む）

保健福祉局子育
て支援部

夜間・休日相談体制の充実
　深夜・休日に関わらず、子育ての悩
みなどをもとにおこる虐待に対し電話
相談を実施する。緊急かつより高度な
専門的な対応が求められる中、24時
間、365日電話相談体制を整備し、児
童虐待の防止を図る。

<21年度実績>
通報　　124件
相談　　462件

<22年度予定>
事業継続

10,719 10,710 保健福祉局子育
て支援部

児童虐待・非行等対策地域協議会
　虐待の早期発見・早期対応及びその
防止を図るため、児童に関係する機関
が連携し、通告体制の確立等を図る。

<21年度実績>
・第5回協議会　7月8日開催
・第6回協議会　12月17日開催

<22年度予定>
事業継続

140 140 保健福祉局子育
て支援部

児童養護施設等家族療法事業
　虐待を受けた子どもの早期家庭復帰
を図るため、児童養護施設などにおい
て家族療法を実施する。

<21年度実績>
　3施設で実施

<22年度予定>
　事業継続

13,215 13,215 保健福祉局子育
て支援部
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事業名と内容 21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

95  児童虐待防止のための啓発

児童虐待防止のための講演会・シン
ポジウムの開催等
　子育てを通した児童虐待とその防止
をテーマに講演会及びシンポジウム、
オレンジリボンキャンペーンを実施し、
市民等への啓発を図る。

<21年度実績>
平成21年10月29日
　子育て市民講座　「こどもの心と親の心」
平成22年2月10日
　児童虐待防止シンポジウム
　　　「児童虐待の現状と対応」
平成21年11月ほか
　（児童虐待防止推進月間である11月を中心に実
施）
　オレンジリボンキャンペーン

<22年度予定>
事業継続

5,564 5,564 保健福祉局子育
て支援部

こどもの虐待予防ネットワーク連絡会 <21年度実績>
平成21年7月29日、7月31日
平成21年8月10日、8月24日
講義、事例検討、グループワーク
(参加対象：保育士、幼稚園・小学校教諭、児童館
指導員、主任児童委員)

<22年度予定>
講義と事例検討
本区1回、北神2回
北神：平成22年7月23日、7月27日
本区：平成22年8月6日

135 135 北区
（保健福祉部健康
福祉課）

学校･地域と連携したCAP等の実施
※CAP　Child Assault Prevention（子
どもへの暴力防止）
　区内の各小学校と連携し、地域や
親、子どもを対象に児童虐待などの予
防･早期発見の取り組みや、子どもの
安全を守るための取り組みを実施す
る。

<21年度実績>
小学校13校で開催

<22年度予定>
小学校23校で開催の計画

1,289 1,404 垂水区
（まちづくり課）

児童虐待予防事業
　区民生委員児童委員協議会が、小
学校と協力して、子どもへの暴力予防
プログラムを児童、保護者、地域住
民、教職員に対して研修することに助
成

<21年度実績>
小学校13校で開催

<22年度予定>
小学校28校で開催の計画

1,510 1,389 西区
（保健福祉部健康
福祉課）

（4）　父親の子育て参加の促進  

事業名と内容 21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

96  両親教室の開催

両親教室
　講義・スライド（映画）・実習等により、
妊娠中の栄養・歯科衛生・出産のため
の具体的準備・育児上の注意事項な
ど、妊娠期から育児期に関して保健指
導・栄養指導・歯科指導を行っている。
　また、父親への育児参加への動機づ
けを図り、お互いの情報交換の場とし
て交流を行う。

<21年度実績>
開催回数
　　両親教室（母親教室）  年間51回
　

<22年度予定>
開催回数
    両親教室（母親教室）　年間50回

2,381 2,381 保健福祉局子育
て支援部

すくすく赤ちゃんセミナー
　5～6か月の乳児と保護者を対象に、
離乳食や育児・歯科に関する講習会
を行う。

<21年度実績>
開催回数　年間114回

<22年度予定>
開催回数　年間112回

        47,020
(母子保健指
導に含む)

        49,075
(母子保健指
導に含む)

保健福祉局子育
て支援部

97  父親のための子育て講座の開催

子育てふれあい教室
（再掲 99参照）

<21年度実績・22年度予定>
（99参照）

― ―教育委員会事務
局生涯学習課
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（5）　子育てをしやすいまちづくり  

事業名と内容 21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

98  子育てについての相談の充実

児童館子育て相談
　各児童館で、親の抱える育児につい
ての相談を行う。

<21年度実績>
電話・来所による相談

<22年度予定>
事業継続

― ―保健福祉局子育
て支援部

カンガルークラブトピックス
　低出生体重児を持つ家族に対して
の子育て支援事業。
　育児における両親の不安、悩みなど
を共有し、自主グループを形成する場
を提供する。また、看護師・医師が適
宜相談を受け付ける。

<21年度実績>
－(インフルエンザ発生のため事業見送り)

<22年度予定>
事業継続（10月予定）

― ―保健福祉局（独立
行政法人 中央市
民病院）

赤ちゃん安心ダイヤル
　妊娠や育児のことに関し、24時間テ
レホンサービス(WEB)による情報提供
を行う。（11年度～）

<21年度実績>
件数　4,612件(ＷＥＢ含む)

<22年度予定>
事業継続

1,836 1,836 保健福祉局子育
て支援部

子育て支援室
　市民にわかりやすい身近な相談窓口
として、各区の保健福祉部に設置。妊
娠や育児に関する相談に加え、虐待
や虐待の疑いに関する相談にも対応。
乳幼児期、学童期、思春期の子育てを
支援する。

<21年度実績>
相談件数　延べ69,807件

<22年度予定>
事業継続

5,374 5,058 保健福祉局子育
て支援部

みんなの幼稚園事業
　公立・私立幼稚園で、地域の幼児と
保護者を対象に月2～4回程度「みん
なの幼稚園事業」を実施
　幼稚園に入る前の幼児に集団で遊
ぶ機会を提供するとともに、保護者に
対して、子育ての相談を行うなど適切
な指導を行う。

<21年度実績>
公・私立幼稚園、108園で実施

<22年度予定>
公・私立幼稚園、107園で実施予定

公立
1,144
私立
15,605

公立
703
私立
15,605

教育委員会事務
局教育企画課・指
導課

すくすく電話相談室
　乳幼児を育てていくうえでの悩みや
不安などについて保護者の相談を電
話で受ける。
　月～土　10：00～16：00（日・祝休み）

<21年度実績>
相談件数778件

<22年度予定>
事業継続

5,393 2,712 教育委員会事務
局生涯学習課

99  「地域での子育て」支援（その１）

児童館すこやかクラブ
　2～4歳児とその保護者を対象に、親
子で遊んだり子育てについて学びなが
ら保護者同士の交流を深める。

<21年度実績>
全児童館(西脇学童コーナーを含む)で実施

<22年度予定>
事業継続

―
(児童館運営

に含む)

―
(児童館運営

に含む)

保健福祉局子育
て支援部

地域子育て支援センター
　保育士の専門性を活用し、子育て
サークルの育成、施設開放、育児相談
等により、在宅の児童を含め、広く地
域の子育て家庭を支援する。
・0～2歳児の親子を中心に子育て
サークル等の育成、支援を行うととも
に、区内の保育園を巡回して同様の活
動を行う。
・特別保育事業の積極的実施
・園庭開放事業及び青空保育の実施
・育児不安等についての相談指導等

<21年度実績>
保育所あゆみ幼児園（西区）、北須磨保育園（須磨
区）、住吉公園保育所（東灘区）、西灘保育所（灘
区）、桜の宮保育所（北区）、小河保育所（兵庫
区）、垂水区役所、中央区役所、長田区役所で実
施
・親子ふれあい遊び
・園庭開放の実施
・育児相談
・各種イベントなどの実施

<22年度予定>
保育所あゆみ幼児園（西区）、北須磨保育園（須磨
区）、西灘保育所（灘区）、桜の宮保育所（北区）、
小河保育所（兵庫区）、垂水区役所、中央区役
所、長田区役所、東灘区役所、北神中央ビルで実
施

29,076 32,043 保健福祉局子育
て支援部
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事業名と内容 21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

99  「地域での子育て」支援（その２）

母子健康づくりグループ支援事業
　乳児等を持つ母親を対象に、グルー
プワーク等を内容とする健康講座を児
童館等で開催し、地域での仲間づくり
を支援することにより、子育ての孤立化
防止等育児不安の解消と子どもの健
全な発育環境の整備を図る。

<21年度実績>
開催回数　439回

<22年度予定>
開催回数  350回

1,319 1,319 保健福祉局子育
て支援部

多胎児等の子育て教室
　多胎児や障害児を持つ親子等を対
象に、対象者毎に親子遊びやグルー
プワークなどを中心としたきめ細かい
子育て教室を実施することにより、育児
不安の解消や外出促進・仲間づくりの
支援を行う。（13年度～）

<21年度実績>
開催回数
・多胎児　50回
・障害児　68回
・要フォロー児　218回

<22年度予定>
開催回数
・多胎児　50回
・障害児 63回
・要フォロー児　208回

8,490 7,203 保健福祉局子育
て支援部

神戸方式「つどいの広場」
　在宅育児家庭等における育児の孤
立化や保護者の育児不安への対応と
して、児童館、保育所、幼稚園など既
存の施設や、育児サークルリーダーな
どの子育て支援ボランティア、主任児
童委員などの人材を最大限に活用し
て保護者や乳幼児が気軽につどえる
「広場」づくりを進め在宅育児支援を行
う。

<21年度実績>
・児童館キッズクラブの実施　93館
・地域子育て支援センターの実施　9か所
・保育所地域交流事業の実施
・地域ほいく室の実施
・みんなの幼稚園事業の実施

<22年度予定>
・児童館キッズクラブの実施　118館
・地域子育て支援ｾﾝﾀｰの実施　10か所
・保育所地域交流事業の実施
・地域ほいく室の実施
・みんなの幼稚園事業の実施

115,182
（教育委員会
予算を含む）

113,029
（教育委員会
予算を含む）

保健福祉局子育
て支援部

地域子育て推進プロジェクト
　児童館の子育て支援の機能を生かし
て、地域の子育て支援のネットワーク
づくりや支援を行う。
　また、児童館事業の充実のため、事
業の企画・調整や運営支援を行う。

<21年度実績>
①地域のネットワークづくり支援
②児童館事業の推進・事業企画・運営支援

<22年度予定>
事業継続

197,246
(総合児童セ
ンター運営
に含む)

191,334
(総合児童セ
ンター運営
に含む)

保健福祉局子育
て支援部

命の感動体験学習の展開
　地域や学校と連携して小学校高学年
及び中学生を対象に、「命の大切さ」
や「家族」、「性」についての授業及び
乳幼児とのふれあい体験などの授業を
全市に展開する。

<21年度実績>
8区・1支所で実施
　
<22年度予定>
9区・1支所で実施予定

2,000 1,634 保健福祉局子育
て支援部

神戸市次世代育成支援対策推進行
動計画（神戸っ子すこやかプラン21）
の推進
　神戸市次世代育成支援対策推進行
動計画を全庁あげて推進するととも
に、協議会を設置して実施状況の検
証を行う。
　また、22年度からの後期計画を策定
する。

<21年度実績>
・行動計画の検証の公表（H20年度の検証）
・行動計画の推進と、協議会を活用した進捗状況
の検証
・後期行動計画の策定

<22年度予定>
・行動計画の検証の公表（H21年度の検証）
・行動計画の推進と、協議会を活用した進捗状況
の検証

1,707 700 保健福祉局子育
て支援部

大学と連携した子育て支援事業
　保育士養成校の指定を受けている大
学などに、乳幼児が自由に遊べるス
ペースを設け、子育て支援の場を提供
する。

<21年度実績>
・公募により4か所設置

<22年度予定>
・公募により2か所新設予定

24,015 18,820 保健福祉局
子育て支援部
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事業名と内容 21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

99  「地域での子育て」支援（その３）

子育て応援マンション
　子育て環境に配慮した一定要件を満
たす良質なマンションを子育て応援マ
ンションと認定し、子育てにやさしい住
宅の供給促進に努める。

<21年度実績>
・本認定マンションへのソフト支援

<22年度予定>
・応援マンションの認定　計画認定1件
・本認定マンションへのソフト支援

500
（都計400分

含む）

500
（都計400分

含む）

保健福祉局子育
て支援部
都市計画総局住
宅政策課

市営住宅の若年・子育て世帯向け活
用
　郊外の中層階段室型住宅団地の4
～5階の空き住戸を若年・子育て世帯
向けの特定目的住宅として募集する。

<21年度実績>
　郊外（須磨区、垂水区、北区、西区）の中層階段
室型住宅団地の4～5階の空き住戸を「若年・子育
て世帯向け住宅」として、5月と10月の特定目的住
宅募集において、62戸募集した。

<22年度予定>
　引き続き特定目的住宅として年間40戸程度募集
する予定である。

40,000 40,000 都市計画総局住
宅管理課

市営住宅ストックを活用した子育て支
援
(1)住み替え制度の実施
住宅の規模と世帯構成の適合をはか
るとともに、ストックの有効活用の観点
から、一定規模以下の市営住宅に入
居している世帯のうち、18歳以下の子
どもが2人以上（但し15歳以下を1人以
上含む）いる世帯を対象とした住み替
え制度を実施する。
(2)期限付き入居制度の導入
子育て支援を目的として、募集倍率の
高い住宅の入退居サイクルを早めるこ
とにより、多くの子育て世帯が入居機
会を得られるよう期限付き入居制度を
導入する。

<21年度実績>
(1)住み替え制度については、17戸実施した。
(2)期限付き入居制度については、10戸実施した。

<22年度予定>
(1)住み替え制度については、年間20戸程度実施
する予定である。
(2)期限付き入居制度については、年間10戸程度
実施する予定である。

19,300 24,700 都市計画総局住
宅管理課

特定優良賃貸住宅を活用した子育て
支援補助
　子育て世帯を支援するとともに、活力
ある世帯の居住促進による地域活性
化をはかるため、特定優良賃貸住宅
に、世帯の所得月額322,000円以下で
小学生以下の子どものいる世帯（妊娠
中の者がいる世帯も含む）が新たに入
居する場合に、家主が行う入居者負担
額減額の2/3（最大月額1万円）を最長
5年間補助する。

<21年度実績>
新規補助件数250件

<22年度予定>
事業継続

57,671 79,383 都市計画総局住
宅政策課

東灘・子どもわがまち発見隊
　子どもが将来、地域社会に貢献する
きっかけをつくるとともに、地域の大人
が子どもを地域の中で育てていく意識
を高めるため、小学生を対象に夏休み
などの期間、各種地域団体と一緒に
なって、福祉勉強会、郷土勉強会、ま
ちなみ調査、地域マップ作成などを行
うことにより地域での実践活動の機会
を提供する。

<21年度実績>
小学生を対象に伝統行事の体験学習を実施(小学
生50名参加)

<22年度予定>
事業継続

300 100 東灘区
（まちづくり推進部
まちづくり課）
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事業名と内容 21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

99  「地域での子育て」支援（その４）

子育てサークルネットワークの支援
　区内の子育てサークル同士の交流を
図り、ネットワークを強化充実させる。

<21年度実績>
①子育て広場ＭＡＰ(こうめちゃん情報編）発信
②平成22年2月サークルリーダー会議（4サークル
参加）
③サークルへの講師派遣　8回
④サークル取材13回

<22年度予定>
①子育てサークルネットからの情報発信
②子育てサークルリーダー開催
③子育てサークルの育成・支援（講師派遣・サーク
ル育成のための出張指導・子育て事業の受付け
等）

250 252 東灘区
（保健福祉部健康
福祉課）

東灘子育てサポートネットワーク運営
の支援
　区内の子育て支援に関わる機関等
の実務者によって構成されたネット
ワークで、機能的で実効性のある地域
での子育て支援の体制づくりをめざし
ている。参加団体26団体

<21年度実績>
①子育てサポートネットワーク会議　（2回）ひろば
部会(5回）こまつな部会（5回）れんけい部会（5回）
②「こうめちゃん」（乳幼児健診時の子育て情報提
供）の実施（35回）
③子育てマップ「こうめちゃん」作成
④子育て支援サイト（ホームページ）の更新
⑤子育てひろば交流会（1回）
⑥地域子育て連絡会（1回）

<22年度予定>
子育てサポートネットワーク会議
　・開催回数：年2回　部会活動年5回
　・内容：区内子育て支援関係機関の実務者を中
心に区内の子育てに関する取り組みを3部会に分
かれて活動
　①ひろば部会　②こまつな部会　③れんけい部
会

400

450
(マップ、HP)

995 東灘区
（保健福祉部健康
福祉課）

なだ・地域子育て支援の充実 <21年度実績>
①子育てサークルリーダー連絡会3回
　（延89人参加）
　子育てサークル交流会1回＋灘子育て交流会
（約2,000人参加）
②なだ子育て支援情報ホームページの充実。「お
でかけマップ」追加アップ
③灘子育て講座「ママはつらつリフレッシュ講座」
（延57組参加）
④子育て応援講演会（125人参加）
⑤子育て協力店事業の実施（56店認定、子育て協
力店マップ作成、配布）
⑥小中高校生と乳幼児の交流事業
⑦ちょっと気になる子のためのグループカウセリン
グ
⑧ベビーキャラバン（10ヵ所延250組512人）
⑨子育てサークルOB会支援　2ヵ所

904 1,186 灘区
（保健福祉部健康
福祉課）

<22年度予定>
①子育てサークルリーダー連絡会3回、「地域子育
てパーク」開催
②なだ子育て支援情報ホームページ継続配信、
内容の充実を図る
③親と子のリフレッシュ体操
④子育て応援講演会
⑤子育て協力店事業の実施（6月再募集、審査会
で認定後、マップ印刷）
⑥発達障害児のためのグループカウセリング
⑦ベビーキャラバン(10ヵ所）
⑧子育てサークルＯＢ会支援
⑨子育てに悩む保護者のカウンセリング
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事業名と内容 21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

99  「地域での子育て」支援（その５）

地域でまもり育てる親子地域ケアネッ
ト事業
　発達障害児サポート事業として、①
「相談室」や②（新規）「親子支援教室」
を開催し、発達障害児をもつ保護者へ
の支援を強化する。
  さらに、就学に向けての支援として、
③（新規）「個別支援j情報シート」の作
成、④地域の子育て支援者の啓発・養
成のための研修等を計画、また、⑤発
達を促す地域の居場所づくりの推進

<21年度実績>
①相談室：延べ86組
②月2回、延べ43組、実11組
③個別支援情報シート作成・実施(14名)
④1回目：75名、2回目：56名：3回目52名参加
⑤地域での子育てサークルにより、8月から月1回
実施。
　延べ35組、実12組

<22年度予定>
①週1回実施（予約制）
②月2回実施（予約制）
③シート活用のための研修開催（幼稚園等幼児に
　関わる関係機関職員）
④3回程度の開催を予定
⑤区内1ヶ所活動支援(月1回)

2,532 2,935 中央区
（保健福祉部健康
福祉課）

子どもを地域で育てるまちづくり <21年度実績>
まち育てサポーター(子育て支援)
　・子育てサークル　31(H22.3末現在)
　・子育てサークル全体交流会(H21.10.9実施。
　　296人参加)
　・サークルリーダー会（H22.2.8実施。56人参加)
　・地区別リーダー会　(3回実施)

<22年度予定>
まち育てサポーター(子育て支援)
・子育てサークル育成、継続活動支援
・サークルリーダー交流会(2～3回)、全体交流会
　（1回）

1,820 1,820 兵庫区
（保健福祉部健康
福祉課）

地域で支える子育て・親育て <21年度実績>
赤ちゃん講座開催(7児童館×概ね20人×7回)
※ただし、１か所は2児童館による合同開催
子育てサロン（平成21年度末現在計10か所）

<22年度予定>
あかちゃん講座day開催(年間49回区内児童館で
各回概ね20人)
子育てサロン(区内10か所で月１回継続実施)

160
300

160
317

兵庫区
(保健福祉部健康
福祉課）

親育ち応援プログラム
　実際の子育てを通して、親自身が親
として成長できるように、基本的な「親
のあり方」を見つけられるプログラムを
提供する。

<21年度実績>
「はじめから完璧な親はいない」の考え方のもとに、
親どうしの交流を中心とした参加体験学習会を開
催する。それにより子育てスキルの向上、親の孤立
化の軽減、子育てへの自信の強化を図る。
親支援プログラム　8回
交流会　1回

<22年度予定>
親支援プログラム（8回+ステップアップ講座1回）

454 527 兵庫区
(保健福祉部健康
福祉課）

地域に密着した子育て支援事業
　子育て支援世帯が、情報交換や交
流の場を通して、育児不安や孤独感を
解消する機会を増やしていくために、
まち育てサポーターを配置し、子育て
サークルの結成支援、継続的な活動
支援を行う。

<21年度実績>
①育児講座の開催：7回、110名
③子育て情報紙の発行：6回/年
④出前児童館の開催:3回、41名
⑤育児サークル活動支援

<22年度予定>
事業継続

1,650 1,650 長田区
（保健福祉部健康
福祉課）
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事業名と内容 21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

99  「地域での子育て」支援（その６）

子育てを応援する地域の環境づくり
　子育て支援に関わる関係機関等に
よって構成されたネットワークシステム
を構築し、①各地域で子育て支援に
関する現状や課題を共有する場として
地域連絡会等を開催、②子育てボラン
ティアとして「すまっこサポーター」を平
成14年度から養成、③親子のふれあ
いや親同士の交流を推進するため子
育てサークルを支援するなどにより、地
域における子育てを支援する。

<21年度実績>
①子育てネットワーク会議7/10、22/2/15
②地域で支える発達障害児学習会　講師：親和女
子大学 大島教授（26名参加）
③学習会11/16｢親と子のｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ～虐待の家
族支援から考える～」　講師：神戸少年の町施設
長 野口 啓示 氏(64名参加)
④地域連絡会代表者会22/3/15（27名参加）
⑤各地域連絡会（17箇所　計62回）、子育て情報
紙の発行（5地域）
⑥すまっこサポーターフォロー研修12/3　講師：神
戸看護大学 高田教授(30名参加)
⑦子育てグループ連絡会（22サークル　計3回）
　・保育士、音楽講師等のサークル派遣
　・「すまっこフェスタ」の協同開催6/25（親子119組
275名参加）
⑧子育てに関する情報を掲載した「子育てマップ」
の改訂・配布（本区・支所各3,000部）

1,320 1,618 須磨区
（保健福祉部健康
福祉課）

<22年度予定>
事業継続
①子育てﾈｯﾄﾜｰｸ会議、支援者向け学習会、地域
連絡会代表者会の開催
②すまっこｻﾎﾟｰﾀｰ養成講習会フォローアップ研修
③子育てｸﾞﾙｰﾌﾟ連絡会（年3回）、すまっこﾌｪｽﾀ開
催（6/29）
④子育てﾏｯﾌﾟの改訂・配布

父親の子育て支援
・母子手帳発行時・出生届提出時な
ど、父（母）が来所する機会をとらえて
「父子健康手帳」や冊子を配布し、父
親の育児参加を促す
・子育て支援室の直通電話を記入した
カードを父親向けに配布
・産後も夫婦で協力して子育てをする
大切さを啓発する「両親教室OB会」を
開催する

<21年度実績>
配布数　約1,300/年間
両親教室計4回・OB会2回

<22年度予定>
事業継続

517 533 須磨区
（保健福祉部健康
福祉課）

インターナショナルすくすく広場（外国
人の親子の子育てサークル）
　外国人の親子が安心して子育てを話
せる場、相談し合う場を提供し、育児
サークルを開催することで、育児不安
や孤立を防ぐ。
　また、行政情報も提供し、同郷への
啓発の機会とする。

<21年度実績>
「すいすいくらぶ」の名称で平成20年4月10日から
開始
・対象：垂水区在住の外国人の就学前までの子ど
もとその親
・開催日：月1回、第2木曜日（原則）
・内容：フリートーク、日本のあそびの紹介、育児相
談など（通訳付）

<22年度予定>
継続開催

171 66 垂水区
（保健福祉部健康
福祉課）

子育て支援（子育て支援パスポート作
成、地域の子育てデリバリー事業）
　地域での子育て情報の集約を図り、
身近な情報として子育て家庭に届ける
子育てパスポートを作成する。
　また、子育て家庭について、主任児
童委員、子育てアドバイザー（フレンド
ママ）が協力し、個別訪問をモデル地
区にて実施する。

<21年度実績>
・垂水区子育て支援ネットワーク会議において「た
るみっこ子育てパスポート」を作成。Ａ5版、ファイル
式。平成20年2月から配布。
・子育て家庭について、地域の主任児童委員、子
育てアドバイザーの訪問を希望される場合に、個
別訪問を「フレンド訪問」の愛称で、モデル地区
（東垂水北地域）で平成20年1月開始した。その
後、東垂水南・霞ヶ丘地域に拡大実施。

<22年度予定>
・「たるみっこ子育てパスポート」情報の更新・追加
父親の育児参加を促すため父親向け情報を追加
（パパの子育て大作戦）

752 770 垂水区
（保健福祉部健康
福祉課）
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事業名と内容 21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

99  「地域での子育て」支援（その７）

子育てサークル交流会
　子育てサークル間の交流を図るととも
に、サークルの世話役に活動の進め
方などの研修を実施する。

<21年度実績>
平成22年3月8日(月)開催
21サークル、34人参加

<22年度予定>
継続開催

55 55 垂水区
（保健福祉部健康
福祉課）

子育てふれあい教室
・育児やしつけ、親子遊びについての
学習
・1歳半から3歳前後の幼児のいる保護
者が対象
・年5～6回、各区毎に区民センター等
で開催

<21年度実績>
市内11か所　70回
保護者・子参加者　3,159人

<22年度予定>
事業継続

4,670 4,652 教育委員会事務
局生涯学習課

3歳児を持つ親と子の教室
　住之江・清風公民館で幼稚園に入る
前の幼児の保護者を対象に子育てに
ついての学習と併せ仲間づくりを行う。
また、幼児には、集団で遊ぶ機会を提
供する。

<21年度実績>
住之江公民館　18回　 16組
清風公民館     16回　195組
計　34回　211組

<22年度予定>
事業継続

― ―教育委員会事務
局生涯学習課

マナビィひろば事業
　地域の拠点である小学校を中心に、
地域住民が主体となり、子どもから高
齢者まで幅広い年齢層が交流したり、
子どもたちが各種体験活動をしたりす
る機会を提供する。

<21年度実績>
実施校　45校

<22年度予定>
実施校　43校

6,592 4,725 教育委員会事務
局生涯学習課

神戸総合型地域スポーツクラブ事業
　小学校を拠点に、子どもから高齢者
まで幅広い世代の市民が、さまざまな
スポーツ（バレーボール、サッカー、野
球、バトミントンなど）に親しみ、健康づ
くりができる、地域住民の自主運営に
よるクラブづくりを進める。

<21年度実績>
全学校区で実施

<22年度予定>
全学校区で実施

176,300 152,300 教育委員会事務
局スポーツ体育課

神戸市PTA家庭教育アカデミー
　子どもたちの幸せを基本とした生涯
学習社会をつくるため、自らの学習を
深める場とするとともに、家庭や学校、
地域社会を結ぶ架け橋となり、明るく
住みよいまちづくりの「つなぎびと」をめ
ざす。
（内容）家庭教育支援、学校教育支援
を行う生涯学習ボランティアとして、地
域で実践活動を行う。（11年度～）
（主催）神戸市PTA協議会
（会員）50人程度
（履修期間）2年間（4学期制）

<21年度実績>
第8期生 会員12人（修了）
第9期生　会員8人
第10学期　会員11人

<22年度予定>
第9期生　会員8人
第10期生　会員11人

1,936 267 教育委員会事務
局生涯学習課

生涯学習支援センター
　市民の生涯学習を支援する全市的
な拠点施設として、旧吾妻小学校施設
を整備。12年9月開設（同年4月、一部
開設）
　子ども・親子を対象とした行事等に関
する情報の収集・提供

<21年度実績>
・子ども対象の体験教室
　約50教室実施，子ども～大人または親子対象
・夏期(夏休み），冬期（冬休み）学習ルームの開設

<22年度予定>
事業継続

125,068
(指定管理
料)

124,646
(指定管理
料)

教育委員会事務
局生涯学習課
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事業名と内容 21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

99  「地域での子育て」支援（その８）

読み聞かせびと講座
　地域で、絵本の読み聞かせを行うボ
ランティアを養成する講座を開催する。
（13年度～）

<21年度実績>
一般市民を対象に実施。
・初級コース
　 春　     4ヶ所　5回シリーズ　71人
　 秋　　 　3ヶ所　5回シリーズ　40人
・ステップアップコース
　 春　     3ヶ所　5回シリーズ　56人
　 秋　　 　4ヶ所　5回シリーズ　31人

<22年度予定>
一般市民を対象に実施。 各講座30名定員の予定
・初級コース
　春　　　　4ヶ所　5回シリーズ
　秋　　　　3ヶ所　5回シリーズ
・ステップアップコース
　春　　　　4ヶ所　5回シリーズ
　秋　　　　3ヶ所　5回シリーズ

1,147 1,147 教育委員会事務
局生涯学習課

子育てサークル支援
　地域の幼児（在宅児等）および保護
者等の中で、継続した親子活動が実
施できるグループを対象に、幼稚園の
園庭や保育室を開放し、未就園児をも
つ保護者等の自主的な子育てグルー
プの活動を支援する。
　保護者が互いに子育てを学んでいこ
うとする気持ちを育て、地域の教育力
の充実を図り、幼稚園が核となる地域
のネットワークづくりの推進を強化す
る。

<21年度実績>
地域の保護者による、定期的な自主保育（月2回
程度）
市立幼稚園20園

<22年度予定>
事業継続
市立幼稚園16園

1,530 1,020 教育委員会事務
局指導課

放課後子ども教室の実施
　小学校の放課後に地域の方々の参
画を得て、安全・安心な活動場所づく
りを進め、子どもたちが心豊かで健や
かに育まれる環境づくりを推進する。

<21年度実績>
実施校　118校

<22年度予定>
実施予定校　145校

133,731 154,137 教育委員会事務
局生涯学習課

100  子育てリフレッシュステイ事業などの充実

子育てリフレッシュステイ
　疾病、冠婚葬祭等で一時的に子ども
を養育できない時や子育てを離れ心
身のリフレッシュをしたい時に、必要に
応じて子どもを預かることにより子育て
を支援する。
・実施施設：児童養護施設（14か所）
　　　　　　　乳児院（3か所）
　　　　　　 母子生活支援施設(7か所)
（内容）デイサービス、ショートステイ
（対象）18歳未満
（受入期間）原則10日/1月以内
デイサービス8～21時
（利用料）2,400～6,600円/1日

<21年度実績>
・デイサービス
延べ　6696日
・ショートステイ
乳児　延べ　1302日
児童　延べ　2980日
計　延べ　10978日

<22年度予定>
事業継続

47,180 46,062 保健福祉局子育
て支援部
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事業名と内容 21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

101  児童館の整備・充実

児童館整備事業
　1中学校区に児童館を1館整備すると
ともに、既設の児童館が利用しにくい
地域についても、諸条件を勘案しなが
ら整備を図る。

<21年度実績>
計　117館

<22年度予定>
事業継続

28,377 28,377 保健福祉局子育
て支援部

102  子ども会活動などの支援

単位子ども会活動助成
　単位子ども会の活動に要する経費の
一部として、会員数に応じた助成を行
う。
　また、新規結成した子ども会には、
5,000円と子ども会旗1旗の助成を行
う。
　さらに、研修等を行い指導者の養成
に努めるほか、スポーツ等を通じて子
ども会相互の連携と交流を図る。

<21年度実績>
各種研修、スポーツ大会実施

<22年度予定>
事業継続

14,283 14,819 保健福祉局子育
て支援部

103  子連れで安心して行動できるまちづくり

男女共同参画センター主催講座での
一時保育の実施
（再掲　57参照）

<21年度実績・22年度予定>
（57参照）

― ―市民参画推進局
男女共同参画課
（男女共同参画セ
ンター）

その他市の主催講座での一時保育の
実施
（再掲　57参照）

<21年度実績・22年度予定>
（57参照）

― ―各局
各区
教育委員会事務
局中央図書館

都市施設整備の推進
（再掲　130参照）

<21年度実績・22年度予定>
（130参照）

― ―保健福祉局計画
調整課・障害福祉
課

「だれでもトイレタウン」計画
（再掲　130参照）

<21年度実績・22年度予定>
（130参照）

― ―都市計画総局計
画部まちのデザイ
ン室

ユニバーサル歩道整備事業～だれも
が安心して歩きやすいみちに～
（再掲　130参照）

<21年度実績・22年度予定>
（130参照）

― ―建設局道路部工
務課

ユニバーサルデザイン公園の整備
～子どもと環境を育てるユニバーサ
ルな公園をめざして～
（再掲　130参照）

<21年度実績・22年度予定>
（130参照）

― ―建設局公園砂防
部緑地課
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事業名と内容 21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

104  小児科救急医療体制の整備

小児科救急医療体制（休日、夜間）の
整備と情報提供

<21年度実績>
・休日・夜間の救急医療機関の案内
　電話・パソコン・携帯端末による
（月～金17：00～翌9：00 土曜・休日9：00～翌9：00
（24時間））
・相談（助言）、医療機関紹介
　休日急病電話相談所(休日9：00～16：30)
　小児救急医療電話相談(月～土曜18：00～24：
00　休日9：00～24：00)
・小児科救急医療体制
　急病診療所（月～金曜21：00～23：40　土曜18：
00～23：40　休日9：00～16：40、18：00～23：40）
　小児科休日急病診療所（休日9：00～16：40）
　病院群輪番制（毎日24時間）　毎日交替で当番
病院が診療
　西神戸医療センター（毎日17：00～24：00）
　六甲アイランド病院(月・木・金曜17：00～23：00
火・水曜17：00～19：00　土曜9：00～14：00　休日
9：00～17：00)
　市立医療センター中央市民病院　（救命救急セ
ンター）毎日24時間

・救急医療対
策等
1,593,031

・救急医療対
策等　809,932

保健福祉局地域
保健課

<22年度予定>
・平成22年12月　神戸こども初期急病センター開
設予定。
・休日・夜間の救急医療機関の案内
　電話・パソコン・携帯端末による
（月～金17：00～翌9：00 土曜・休日9：00～翌9：00
（24時間））
・相談（助言）、医療機関紹介
　休日急病電話相談所(休日9：00～16：30)
　小児救急医療電話相談(月～土曜18：00～24：
00　休日9：00～24：00)
・小児科救急医療体制
　急病診療所（月～金曜21：00～23：40　土曜18：
00～23：40　休日9：00～16：40、18：00～23：40）
　小児科休日急病診療所（休日9：00～16：40）
　病院群輪番制（毎日24時間）　毎日交替で当番
病院が診療
　西神戸医療センター（毎日17：00～24：00）
　六甲アイランド病院(月・金曜17：00～23：00　火・
水・木曜17：00～19：00　土曜・休日9：00～13：00)
※受付終了は、1時間前まで。
　市立医療センター中央市民病院　（救命救急セ
ンター）毎日24時間

市民救命士　小児コース（3時間）
　小児や乳児で、呼吸や心臓が止まっ
たり、食物等が喉に詰まったときに必
要な応急手当を広く市民の方に習得し
ていただくため、市民救命士小児コー
スを新設した。（15年度～）

<21年度実績>
開催回数　　　　31回
参加者総数　　841人

<22年度予定>
事業継続

― ―消防局救急課
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（1）　介護の社会化・男女共同参加の促進  

事業名と内容 21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

105  介護の社会化についての啓発

高齢者相互支援事業
　一時的な疾病やけが等により日常生
活に支障が生じ、かつ介助を得ること
ができない高齢者に買い物・掃除など
日常生活の世話を行うための老人クラ
ブ会員を派遣する「高齢者相互支援
事業」に対して助成する。（12年度～）
　（派遣対象）65才以上の高齢者等

<21年度実績>
支援　延べ人数　245人　延べ回数　926回
活動員登録者数　77人

<22年度予定>
事業継続

15,403 15,222 保健福祉局高齢
福祉課

介護保険制度の広報
　介護保険制度の円滑な実施のため、
被保険者をはじめとする市民に対して
広報PRを行う。

<21年度実績>
・介護保険制度「介護保険ポケットガイド」「神戸市
の介護保険のあらまし」等の作成・配布
・神戸ケアネットHPの管理
・広報紙KOBEなど各種媒体による広報の実施
・出前トークの活用などによる地域での説明会の実
施（11回）

<22年度予定>
事業継続

13,499 6,704 保健福祉局介護
保険課

106  介護について学習する機会の充実

市民福祉大学講座「介護セミナー」
　一般市民を対象として、在宅介護に
ついての知識と技術を講義と実習で学
ぶ講座を実施。
（内容）
　年4回実施　1回2～4日間

<21年度実績>
１．土曜介護セミナー
　講師：まごころケアー研究センター高砂訪問看護
  ステーション　所長　宮崎　雅子　氏　他
　平成22年1～2月（４日間）開催
　延参加者数　83名
　テーマ「知っておきたい介護の知識」他
２．介護セミナー「らくらくケアのコツ！」
　講師：リハビリテーションの「モグネット」
　　　　　主宰　小椋　脩　氏
　平成21年10～11月（３日間）開催
　延参加者数　78名
　テーマ「らくらくケアの基本～ケアの基本を楽しく
　学びましょう！」他
３．家庭介護セミナー
　講師：赤十字健康生活支援講習指導員
　平成22年3月（2日間）開催
　延参加者数　43名
　テーマ「高齢者の健康と安全」他
４．介護セミナー「カラーセラピー」
　講師：ＮＰＯ　こころアートコミュニケーション
　　　　　理事長　安田　千壽子　氏
　平成21年７月（２日間）開催
　延参加者数　55名
　テーマ「こころが晴れる『カラーセラピー』とは？」

― ―保健福祉局
計画調整課

<22年度予定>
事業継続

たんぽぽの家の介護研修
　福祉機器総合ホールの機能を活用
して介護についての技術及び福祉機
器の知識を学び、高齢者・障害者に対
する正しい理解と認識を深める。
　(場所)しあわせの村内たんぽぽの家

<21年度実績>
・研修　　 3回
・参加者　19人

<22年度予定>
事業継続（年3回を予定）

― ― （財）こうべ市民福
祉振興協会

課題2　介護にかかわる環境の整備
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事業名と内容 21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

107  介護にかかわる人材の養成と確保

神戸市看護大学の運営
　21世紀の高齢社会に対応した資質
の高い看護職の育成を行うため、平成
8年に神戸市看護大学を設置、運営し
ている。平成12年には大学院看護学
研究科を設置した。
　平成17年度には助産学専攻科、平
成18年度は大学院博士課程を設置し
た。

<21年度実績>
学生数　487人（21年4月1日現在）
・大学　409人
・大学院　前期課程　45人　後期課程　18人
・専攻科　15人

<22年度予定>
事業継続

284,960 276,250 保健福祉局看護
大学

108  高齢者虐待の早期発見・早期対応と相談機能の充実

高齢者虐待防止対策
　平成17年度より各区に高齢者虐待防
止ネットワーク運営委員会を設置。虐
待防止に向けた関係機関の役割や連
携協力体制のあり方を検討し、虐待
ケースの早期発見・早期対応を図る。

<21年度実績>
高齢者虐待防止ネットワーク運営委員会　全市10
か所

<22年度予定>
高齢者虐待防止ネットワーク運営委員会　全市10
か所

5,150 4,627 保健福祉局介護
保険課

（2）　介護保険制度の円滑な運営  

事業名と内容 21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

109  介護保険制度の周知

・「神戸市の介護保険のあらまし」「介
護保険ポケットガイド」等のパンフレッ
トの作成・配布
・「出前トーク」の活用などによる地域
での説明会の実施
・「神戸ケアネット」ホームページの活
用
・「広報こうべ」など各種媒体による広
報の実施　　　　（再掲　105参照）

<21年度実績・22年度予定>
（105参照）

― ―保健福祉局介護
保険課

110  介護保険サービスの質の向上

介護保険に関する各種相談窓口の充
実

<21年度実績>
あんしんすこやかセンター　74か所
居宅介護支援事業所(えがおの窓口)　486か所
神戸市生活情報センター
こうべ安心サポートセンター
　
<22年度予定>
事業継続

1,160,323 1,159,800 保健福祉局介護
保険課
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事業名と内容 21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

111  介護保険に係る総合的な相談・情報提供体制の整備

あんしんすこやかプランの実施
　在宅高齢者の安心で健やかな自立
生活を支援するため、「介護予防サー
ビス」「生活環境改善支援サービス」
「家族介護・生活支援サービス」を柱と
した「あんしんすこやかプラン」を介護
予防から、生活支援、ひとりぐらし対策
にいたる総合的な施策として推進す
る。

<21年度実績>
「介護予防サービス」
　・生きがい対応型デイサービス（介護予防型デイ
サービス）
　・配食サービス（栄養改善）
　・介護予防訪問指導
　・リハビリテーション専門相談
「生活環境改善支援サービス」
　・住宅改修助成・貸付
　・電磁調理器の給付
「家族介護・生活支援サービス」
　・生活支援ショートステイ
　・家族介護用品の支給
　・訪問理美容サービス
　・認知症高齢者訪問支援員派遣事業（ほっとヘ
ルパーサービス）

2,284,719 2,211,206 保健福祉局介護
保険課

<22年度予定>
「介護予防サービス」
　・生きがい対応型デイサービス（介護予防型デイ
サービス）
　・配食サービス（栄養改善）
　・介護予防訪問指導
　・リハビリテーション専門相談
「生活環境改善支援サービス」
　・住宅改修助成・貸付
　・電磁調理器の給付
「家族介護・生活支援サービス」
　・生活支援ショート
　・家族介護用品の支給
　・訪問理美容サービス
　・認知症高齢者訪問支援員派遣事業（ほっとヘ
ルパーサービス）
　・自立支援ホームヘルプ
　・自立支援デイサービス
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事業名と内容 21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

112  介護予防対策等の実施

介護保険制度
　市民が希望するサービスを自由に選
択できるよう、介護サービス基盤の整
備を行うとともに、市民への積極的な
情報の提供、サービスの質の評価等を
行い、「利用者本位」のサービス提供
ができるような体制づくりに努める。（12
年度～）

<21年度実績>
 (法定給付）
 ・訪問介護（ホームヘルプ）　22,960人／月
・訪問入浴介護　4,947回／月
・訪問看護　28,117回／月
・訪問リハビリテーション　752人／月
・通所介護（デイサービス）　14,481人／月
・通所リハビリテーション（デイケア）
　　4,671人／月
・福祉用具貸与　14,944人／月
・短期入所生活介護（ショートステイ）
　　34,083日／月
・短期入所療養介護（ショートステイ）
　　4,086日／月
・居宅療養管理指導　4,281人／月
・福祉用具購入費の支給　589件／月
・住宅改修費の支給　473件／月
・介護老人福祉施設（特別養護老人ﾎｰﾑ)
　　4,428人／月
・介護老人保健施設(老人保健施設）
　　4,350人／月
・介護療養型医療施設（療養病床等）
　　1,000人／月
・認知症高齢者グループホーム　1,307人／月
・特定施設入居者生活介護　2,378人／月

87,856,851 97,928,038 保健福祉局介護
保険課

<22年度予定>
 (神戸市介護保険事業計画に基づく）
・訪問介護（ホームヘルプ）　26,224人／月
・訪問入浴介護　5,413回／月
・訪問看護　28,299回／月
・訪問リハビリテーション　560人／月
・通所介護（デイサービス）　14,606人／月
・通所リハビリテーション（デイケア）
　　4,960人／月
・福祉用具貸与　15,488人／月
・短期入所生活介護（ショートステイ）
　　35,429日／月
・短期入所療養介護（ショートステイ）
　　5,152日／月
・居宅療養管理指導　3,978人／月
・福祉用具購入費の支給　574件／月
・介護老人福祉施設（特別養護老人ﾎｰﾑ)
　　4,739人／月
・介護老人保健施設(老人保健施設）
　　4,561人／月
・介護療養型医療施設（療養病床等）
　　  960人／月
・認知症高齢者グループホーム　1,348人／月
・特定施設入居者生活介護　2,528人／月

第3期神戸市介護保険事業計画の実
施
　予防の重視や制度の適正な運営、
地域での生活の継続などの観点から
策定された第３期神戸市介護保険事
業計画に基づき、利用者に見合った
サービスが適切に提供されるよう、介
護保険制度の円滑な実施を図る。

<21年度実績>
（主な施策）
・住みなれた地域での生活支援
・高齢者のすまいと施設・居住系サービスの整備
・高齢者の介護予防
・介護保険制度の適切な運営

<22年度予定>
事業継続

94,144,120 103,400,781 保健福祉局介護
保険課

地域支援事業の実施
　要介護・要支援状態になる前からの
介護予防を推進するとともに、地域に
おける包括的・継続的なマネジメント機
能を強化するため、地域支援事業を実
施する。

<21年度実績>
介護予防事業
・生きがい対応型デイサービス
・いきいき健康サポートシステム
・介護予防リーダー研修　など
あんしんすこやかセンター（地域包括支援セン
ター）の運営（116参照）
介護予防教室
生活機能評価

<22年度予定>
事業継続

2,492,618 2,600,650 保健福祉局介護
保険課
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（3）　介護休業をとりやすい環境の整備  

事業名と内容 21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

113  介護休業制度の定着の促進

「こうべ男女共同参画推進月間」での
企業セミナーにおける啓発
（再掲　16参照）

<21年度実績・22年度予定>
（16参照）

― ―市民参画推進局
男女共同参画課

（4）　在宅福祉サービスの基盤整備  

事業名と内容 21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

114  在宅福祉・保健サービスの充実（その１）

集団指導事業
　投薬等に関する正しい知識の普及
および家族同士の交流を図るために
家族教室を実施する。

<21年度実績>
精神保健福祉セミナー（家族セミナー）
　　　　　　　　　　　　　　　　8回107人
うつセミナー　　6回　　48人

<22年度予定>
精神保健福祉セミナー
うつセミナー

361 374 保健福祉局こころ
の健康センター

高齢者介護支援センター管理運営事
業
　在宅で生活している介護を必要とす
る高齢者やその家族を支援するため
設置している施設で、介護保険制度に
よる短期入所（ショートステイ）、通所介
護（デイサービス）、在宅介護支援セン
ターの施設を有しており、併設の特別
養護老人ホームと一貫した運営により
地域での在宅サービスから入所者へ
のサービスまで行っている。
　18年度より指定管理者制度により運
営（利用料金制）

<21年度実績>
実施施設　12施設
ショートステイ　 300床
デイサービス　497人分

<22年度予定>
実施施設　12施設
ショートステイ　 300床
デイサービス　497人分

43,092 43,092 保健福祉局高齢
福祉課

生活支援ショートステイ
　介護保険で「非該当」と判定された高
齢者が一時的に在宅生活が困難と
なった場合に、養護老人ホーム等に短
期入所させ、心身の安定が図られるよ
う支援し、要介護状態への進行を予防
する。「要支援１」「要支援２」認定者に
ついても次の場合に限り利用を認め
る。
①主たる介護者が入院したとき
②主たる介護者が負傷し、又は病気に
かかったとき
③主たる介護者がその主たる介護者
の家族を看護しているとき
④主たる介護者が出産し、又は主たる
介護者の家族の出産を介助するとき
⑤主たる介護者が冠婚葬祭に出席す
るとき
⑥主たる介護者が震災、風水害、火災
その他の災害を受けたとき
⑦主たる介護者が失踪したとき
⑧当該要支援認定者の介護を目的と
して当該要支援者の居宅の増築・改
築、修繕又は模様替えを行うとき
（利用日数）原則、6か月間に7日以内

<21年度実績>
実施施設　16施設
実利用者　17人
利用回数　17回、129日/年

<22年度予定>
実施施設　16施設
実利用者　13人
利用回数　13回、57日/年

341 210 保健福祉局介護
保険課
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事業名と内容 21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

114  在宅福祉・保健サービスの充実（その２）

生きがい対応型デイサービス(介護予
防型デイサービス)
　運動器の機能向上など介護予防の
取り組みが必要な高齢者に介護予防
や生きがいづくりなどを目的とするデイ
サービスを身近な地域福祉センターな
どで実施する。（入浴・送迎なし）

<21年度実績>
利用者　1,499人/週・76,453人/年
　
<22年度予定>
利用者　1,529人/週・77,982人/年

297,890 244,992 保健福祉局介護
保険課

配食サービス（栄養改善）
　栄養改善が必要な高齢者を対象に
居宅を訪問して栄養のバランスのとれ
た食事を提供するとともに、安否確認
を行う。また、必要に応じて食生活改
善相談を行う。

<21年度実績>
配食数　429,390食
登録者数　3,420人

<22年度予定>
配食数　453,436食
登録者数　3,697人

145,662 143,943 保健福祉局介護
保険課

あんしんすこやか窓口運営事業
　利用者が適切な介護サービスの提
供を受けられるように、相談や情報提
供を行い、高齢者及び家族の支援を
行っている。

<21年度実績>
相談件数　47,026件
訪問件数　　1,017件

<22年度予定>
事業継続

50,350 50,127 保健福祉局介護
保険課

神戸リハビリテーション病院の運営
（対象）脳卒中後遺症者等
（目的）家庭・社会復帰
（内容）
・リハビリテーションを主として医療・看
護・介護サービスの提供・検診サービ
スの提供（MR検査）

<21年度実績>
入院　158人/日　57,675人/年
外来　13.9人/日　3,358人/年
紹介MR検査　918件/年

<22年度予定>
入院　159人/日　58,030人/年
外来　15人/日3,630人/年
紹介MR検査　1,200件/年

― ― （財）神戸在宅ケ
ア研究所

多目的ショートステイ施設事業
（対象）障害者及び高齢者
（目的）宿泊・休養の場及び研修・訓
練・介護相談等のサービスの提供、社
会参加の促進と福祉の増進
（内容）宿泊利用、在宅ケア支援事業
（健康教室、リハビリ水泳教室、老人デ
イサービス）

<21年度実績>
・宿泊者
　11,114人
・高齢者健康教室
　宿泊　10回　112人
・リハビリ水泳教室
　48回　363人
・老人デイサービス
　147回　1,965人

<22年度予定>
事業継続（前年度と同回数見込む）

― ― （財）こうべ市民福
祉振興協会

訪問看護事業
（対象）市内居住者で在宅寝たきりまた
はこれに準じた状態にある者及び在宅
で継続して療養を受けている者で、医
師が必要と認めた者。
（内容）
・訪問看護
・訪問リハビリテーション
（負担）経費の一部を本人が負担

<21年度実績>
・しあわせ訪問看護ステーション　23,355回
・東灘しあわせ訪問看護ステーション　10,344回
・西部しあわせ訪問看護ステーション　22,361回

<22年度予定>
・しあわせ訪問看護ステーション　23,500回
・東灘しあわせ訪問看護ステーション　10,500回
・西部しあわせ訪問看護ステーション　23,000回
・兵庫しあわせ訪問看護ステーション（仮称）
2,500回

― ― （財）神戸在宅ケ
ア研究所

地域見守りネットワークの推進
　民生委員児童委員、友愛訪問活動
ボランティアによる地域福祉活動と公
的な福祉サービスとの円滑な連携を図
るため、社会福祉協議会や関係団体と
協力して小地域単位のネットワーク活
動の展開を図る。

<21年度実績>
171地域　504回

<22年度予定>
171地域　513回

9,450 9,450 保健福祉局介護
保険課
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事業名と内容 21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

115  特別養護老人ホームなど施設の整備

特別養護老人ホームの整備
　介護保険制度の円滑な実施を図るた
め、特別養護老人ホームの整備を行
う。

<21年度実績>
21年度整備　3か所
計82か所（小規模特養含む）

<22年度予定>
22年度整備　3か所
計85か所（小規模特養含む）

446,546 855,000 保健福祉局高齢
福祉課

介護老人保健施設の整備
　介護保険制度の円滑な実施を図るた
め、介護老人保健施設の整備を行う。

<21年度実績>
21年度整備　1か所
計48か所

<22年度予定>
22年度整備　2か所
計50か所

23,000 23,000 保健福祉局高齢
福祉課

介護老人保健施設の運営
　病状が安定し、治療の必要がない者
を対象に、家庭復帰を目的として看
護・介護や日常生活訓練などのサービ
スを提供する。

<21年度実績>
・老人健康センター
入所者数　48.9人/日　17,925人/年
通所者数　14.7人/回　　6,283人/年
・介護老人保健施設リハ・神戸
入所者数　83.9人/日  30,622人/年
通所者数　24.6人/日  5,837人/年

<22年度予定>
・老人健康センター
入所者数　51.8人/日　18,920人/年
通所者数　15人/回　6,550人/年
・介護老人保健施設リハ・神戸
入所者数　85.5人/日 31,208人/年
通所者数　25人/日  6,075人/年

― ― （財）神戸在宅ケ
ア研究所

116  地域ケアシステムの推進

地域見守りの全市展開
・見守り推進員
　あんしんすこやかセンターに各1人配
置。見守りの必要なひとりぐらし高齢者
等がいる世帯を地域で見守りができる
体制づくりのための支援・補助等を行
い、介護予防の推進を図る。
　また、見守りの必要なひとりぐらし高
齢者等が多い大規模な災害公営住宅
等に巡回又は高齢化率の高い公営住
宅の住戸「あんしんすこやかルーム」に
常駐し、安否確認等の見守り活動を行
う。
・生活援助員（ライフサポートアドバイ
ザー＝ＬＳＡ）
　シルバーハウジングに派遣、常駐。
・民生委員支援員
民生委員活動を支援するため、民生
委員支援員を必要に応じて配置し、見
守りの充実を図る。

<21年度実績>
・見守り推進員　　130人
・あんしんすこやかルーム　28ヵ所
・生活援助員　　　　54人
・民生委員支援員　31人

<22年度予定>
・見守り推進員　　149人
・あんしんすこやかルーム　36ヵ所
・生活援助員     　　54人
・民生委員支援員　　30人

481,519
（見守り・あん
すこルーム・
生活援助員

のみ）

515,126
（見守り・あん
すこルーム・
生活援助員

のみ）

保健福祉局介護
保険課

あんしんすこやかセンター（地域包括
支援センター）の運営
　保健・医療・福祉の専門職相互の連
携やボランティアなどの住民活動も含
めた連携により、高齢者が住み慣れた
地域で継続して生活できるよう、高齢
者に対する総合的なマネジメントを行
う。

<21年度実績>
市内77の日常生活圏域（概ね中学校区）に74セン
ターを設置
（3センターが各2圏域を担当）

<22年度予定>
事業継続

1,160,323 1,159,800 保健福祉局介護
保険課

高齢者虐待防止対策
　平成17年度より各区に高齢者虐待防
止ネットワーク運営委員会を設置。虐
待防止に向けた関係機関の役割や連
携協力体制のあり方を検討し、虐待
ケースの早期発見・早期対応を図る。

<21年度実績>
高齢者虐待防止ネットワーク運営委員会　全市10
か所

<22年度予定>
高齢者虐待防止ネットワーク運営委員会　全市10
か所

5,150 4,627 保健福祉局介護
保険課
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（1）　高齢者の社会参画と生活安定の推進  

事業名と内容 21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

117  高齢者の学習機会の充実

老人クラブ会長研修会
　老人クラブ指導者等の資質向上を図
るため、実施される会長研修会に対し
経費の助成を行う。

<21年度実績>
参加者　805人
日　時　6月24日
場　所　神戸文化ホール(中）

<22年度予定>
参加者
日　 時　6月24日
場　 所　神戸文化ホール（中）

1,512 1,512 保健福祉局高齢
福祉課

老人美術作品展
　老人の趣味の作品発表の場を設ける
ことにより、老人の生きがいを高めるこ
とに寄与する。
（対象）60歳以上の神戸市民

<21年度実績>
出品数　263点
展示日　10月23～27日
場　所　相楽園会館

<22年度予定>
事業継続

900 900 保健福祉局高齢
福祉課

老人クラブ育成援助
　老人クラブの健全な活動を促進する
ため、その運営に必要な経費の一部を
助成する。

<21年度実績>
結成補助金　  1クラブ
運営補助金　526クラブ
活動補助金　526クラブ

<22年度予定>
事業継続

69,780 68,851 保健福祉局高齢
福祉課

老人クラブ活動推進員の設置
　老人クラブの育成充実を図る活動推
進員を配置。
（役割）老人クラブの活動推進のため
の企画立案、運営指導、調査研究等
及び研修会（会長研修、指導者研修
ほか）の開催など。

<21年度実績>
企画立案
クラブの運営指導
各種行事の開催　等

<22年度予定>
事業継続

4,068 4,068 保健福祉局高齢
福祉課

高齢者学習センターの運営
　書道・華道・謡曲等の文化的サーク
ル活動及び卓球・フォークダンス等の
スポーツ活動を通じて他の高齢者との
交流を深め、生きがいを見いだす場
を、高齢者に提供する。12年9月に、生
涯学習支援センターに移転。

<21年度実績>
・陶芸教室を週3回実施
・体験教室（6月、2月各2回実施）
・文化発表会
　演芸発表、作品展示
・利用サークル、同好会（46サークル）

<22年度予定>
事業継続

125,068
(指定管理
料)

124,646
(指定管理
料)

教育委員会事務
局生涯学習課

118  高齢者の就業機会の確保

シルバー人材センター
　60歳以上の健康で働く意欲のある高
齢者に雇用とは異なる臨時的・短期的
な就業の機会を提供し、あわせて高齢
者の生きがいづくりに貢献する。

<21年度実績>
・事業実績
　　契約金額　3,511,947千円
　　（シルバー派遣事業　契約金額198,158千円）
　　会員数　　　11,183人
　　就業率　　　58.1％（派遣を含む就業率60.1%）
・就業開拓員配置による就業開拓の拡充・強化
・広報活動の充実・強化
・安全・適正就業の推進
・新基本計画第2次実施計画の推進

<22年度予定>
事業継続

51,602 46,442 市民参画推進局
勤労市民課

課題3　高齢者の主体的生活を支える条件整備
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事業名と内容 21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

119  高齢社会に対応する生活設計への支援
神戸いきいき勤労財団事業
　神戸いきいき勤労財団において、生
涯生活設計教育のため各種事業を実
施。

<21年度実績>
・熟年生活講座（受講者数25 人）
・女性のライフプラン講座（受講者数29人）
・生涯現役セミナー（受講者数50人）
・ワーク･ライフ･バランス講座（受講者数19人）
・ソーシャルアクション支援プログラム（受講者数48
人）

<22年度予定>
・熟年生活講座
・女性のライフプラン講座
・生涯現役セミナー
・ワーク･ライフ･バランス講座
・ソーシャルアクション支援プログラム

2,154 1,724 市民参画推進局
勤労市民課（（財）
神戸いきいき勤労
財団）

高齢者福祉月間の実施
　すべての市民が高齢者問題を理解
し敬老思想の普及並びに高齢者福祉
の進展を図るため、高齢者福祉月間を
実施する。
（13年度～　高齢者保健福祉月間へ
名称変更）

<21年度実績>
敬老祝い金対象者数
　88歳　　　　4,042人
　100歳　　　 　169人
高齢者訪問

<22年度予定>
敬老祝い金対象者数
　88歳　　　　 4,764人
　100歳　 　　 　246人
高齢者訪問

49,366 56,046 保健福祉局高齢
福祉課

高齢者福祉啓発
　市民の高齢者福祉に対する理解を
深めるため、冊子等を作成し、高齢者
や民生委員等に配付する。

<21年度実績>
「あんしんすこやかガイドブック」
35,000部作成

<22年度予定>
「あんしんすこやかガイドブック」
35,000部作成

1,330 1,330 保健福祉局高齢
福祉課

120  高齢者の財産保全の支援
貸金庫サービス
　自分で財産を保全することが十分に
できない場合に、本人の意思に基づい
てその財産を金融機関の貸金庫に保
管して盗難や火災から財産を守ること
により、日常生活を安心して送ることが
できるように支援する。（神戸市社会福
祉協議会が実施）
（内容）預貯金通帳、証書、有価証券
などの財産の保全、出し入れ

<21年度実績>
利用者の増加を図るためＰＲに努める。
利用件数　378件

<22年度予定>
事業継続

日常的金銭取扱いサービス
　外出が困難な高齢者（65歳以上）を
対象に、銀行や郵便局からのお金の
出し入れをお手伝いすることによって、
日常生活を安心して送ることができるよ
う支援する。（神戸市社会福祉協議会
が実施）

25,302 25,302 保健福祉局計画
調整課
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（1）　ひとり親家庭（母子・父子・寡婦家庭）への自立の支援  

事業名と内容 21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

121  ひとり親家庭への支援（その１）

母子世帯福祉乗車証の交付
　母子世帯に対し福祉乗車証を交付
することにより日常生活の便宜を図る。

<21年度実績>
母子相談件数　31,240件
婦人相談件数　 4,986件

<22年度予定>
事業継続

― ―保健福祉局高齢
福祉課

母子家庭等医療費公費負担
　入院生活福祉給付金支給（母子家
庭等医療）
　母子家庭等の医療費の一部を助成
することにより、これらの家庭の保健の
向上及び福祉の増進に寄与する。

<21年度実績>
母子家庭等医療費公費負担　352,684件

<22年度予定>
事業継続

833,512 919,672 保健福祉局国保
年金医療課

母子指導育成事業
　母子生活支援施設入所者の指導の
一環として各種行事の実施及び事業
助成を行い、入所者の自立更生を図
る。各区保健福祉部に母子自立支援
員・婦人相談員を配置し、ひとり親家
庭及び要保護女子の生活上の相談指
導を行う。

<21年度実績>
母子相談件数　31,240件
婦人相談件数　 4,986件

<22年度予定>
事業継続

856 866 保健福祉局子育
て支援部

母子寡婦福祉団体
　母子家庭等の福祉増進を図るため、
母子寡婦福祉推進事業として指導者
養成、市民啓発等を行う。

<21年度実績>
・幹部役員研修会　2月28日開催
・全国や近畿の母子寡婦福祉研修大会に参加
・神戸市母子寡婦福祉大会　9月27日開催
・生活指導強化事業　20回実施

<22年度予定>
事業継続

1,712 1,712 保健福祉局子育
て支援部

母子家庭等自立支援教育訓練給付
金事業
　母子家庭の母に対して、就業に結び
つけるために受講した指定講座に要し
た費用の一部（受講費用の20％：上限
10万円）給付を行うことにより、母子家
庭の自立促進を図る。

<21年度実績>
対象講座指定　   34件
給付金支給決定　26件

<22年度予定>
事業継続

1,018 600 保健福祉局子育
て支援部

母子家庭高等技能訓練促進費事業
　母子家庭の母（所得要件あり）が一
定の資格を取得するために２年以上養
成機関等で修業する場合に、生活費
の負担軽減のため、修業期間中全期
間（平成24年３月31日までに修業を開
始した者のみ対象。本来は修業期間
の最後の2分の1の期間、上限18ヶ
月。）について訓練促進費を、また修
業修了時に修了一時金（平成20年4月
以降に修業を開始した者対象）を支給
することにより、能力開発を支援し自立
促進を図る。

<21年度実績>
支給決定　69件

<22年度予定>
事業継続

185,747 206,032 保健福祉局子育
て支援部

母子家庭等就業・自立支援センター
事業
　母子家庭の母及びそれに準ずるもの
に対し、就業相談や就業支援セミナー
の実施、就業情報の提供など一貫した
就業支援サービスを行い、母子家庭
等の自立促進を図る。

<21年度実績>
・就業相談　延164人
・就業支援セミナー 12回開催　延32人参加

<22年度予定>
事業継続

10,489 10,545 保健福祉局子育
て支援部

課題4　社会的支援を必要とする女性(男性）のための支援の充実
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事業名と内容 21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

121  ひとり親家庭への支援（その２）

母と子のふれあい事業
　ふれあい機会の少ない母子家庭に、
低廉な料金でその機会を提供し、母と
子のふれあいや母子家庭相互の交流
を深め、自立意欲の促進を図る。

<21年度実績>
・日帰りバス旅行（京都）　88人
・クリスマスケーキ作り等4行事　230人

<22年度予定>
事業継続

864 864 保健福祉局子育
て支援部

母子福祉センター運営事業
　母子家庭や寡婦の自立促進のた
め、技能習得や教養講座等を開催。

<21年度実績>
母子福祉センターの利用状況
・各種講座開催　　　  　    393回，延3,882人
・法律・就業相談　　　       154回，延  445人
・その他集会室等の利用　 152回，延3,592人

<22年度予定>
事業継続

7,798 7,798 保健福祉局子育
て支援部

母子家庭等日常生活支援事業
　小学校６年生までの児童を扶養して
いる母子家庭等が、一時的な疾病また
は母・父の出張、冠婚葬祭、その他や
むを得ない事由により、一時的に日常
生活に支障がある場合、保育所の送
迎や家事援助などの支援を行う。
・母子家庭等
　母子家庭の母と子および同居の祖父
母に派遣
　ひとり暮らしの寡婦に派遣
・父子家庭
　父子家庭の父と子および同居の祖父
母に派遣

<21年度実績>
・母子家庭等
　介護分　2件  8日，保育分　37件  108日
・父子家庭
　介護分　0件  0日，保育分　0件  0日

<22年度予定>
事業継続

933 933 保健福祉局子育
て支援部

母子（寡婦）福祉貸付・父子家庭児童
福祉貸付
（目的）ひとり親家庭の生活の安定およ
び児童の健全育成を図る。
（内容）
・母子家庭－事業、技能修得、転宅、
就学支度など13種
・父子家庭－修学、修業、就学支度、
就職支度
（対象）
・母子家庭－母および児童
・父子家庭－児童

<21年度実績>
･母子貸付実績
　修学　131件
　就学支度　59件
　転宅　14件
　その他　18件
　貸付金額　105,327千円
･寡婦貸付実績
  修学　3件
  修業　1件
　技能習得　1件
　貸付金額　2,711千円
・父子
　修学　9件
　就学支度　3件
　貸付金額　4,978千円

<22年度予定>
事業継続

279,443 383,056 保健福祉局子育
て支援部

母子家庭等法律相談事業
　母子家庭および寡婦の抱える複雑
多様な問題の解決に必要な助言を行
うため、弁護士による法律相談を実施
する。
　原則として、毎月第1・2・3金曜　13～
16時

<21年度実績>
33回実施　92件

<22年度予定>
34回実施

1,224 1,158 保健福祉局子育
て支援部
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（2）　障害のある人（大人・子どもを含む。以下同じ。）の自立及びその家族への支援  

事業名と内容 21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

122  障害や障害のある人への理解促進のための啓発の推進

普及啓発事業
・こころの健康フェスタ
　精神障害の正しい理解と精神障害者
に対する偏見等を拭い去るため、講演
会を実施する。
・酒害セミナー
　アルコール問題を一般市民に正しく
理解してもらうことを目的に、神戸市断
酒協議会の協力を得て実施。

<21年度実績>
・酒害セミナー　       参加者　　412人
・こころの日　           参加者　   70人
・精神保健福祉ボランティア講座　参加者　 40人
・こころの健康フェスタ　　参加者　　92人

<22年度予定>
・こころの健康フェスタ
・酒害セミナー
・精神保健福祉ボランティア講座
・こころの日
・こころのバリアフリーセミナー
・障害者週間講演会

1,617 1,126 保健福祉局こころ
の健康センター

市民啓発
・心の輪を広げる体験作文募集、障害
者週間のポスター募集
（対象）
　作文　小学・中学・高校・一般
　ポスター　小学・中学
・一般紙での紙面広告

<21年度実績>
応募状況
・作文　 102編
・ポスター　18点
・紙面広告
　12月3日付　神戸新聞朝刊

<22年度予定>
事業継続

1,339 1,081 保健福祉局障害
福祉課

123  障害のある人の地域生活への移行への支援

障害者の地域移行支援
施設や精神科病院に入所・入院して
いる障害者が地域での生活に移行し、
いきがいを持って自立した暮らしを送
ることができるよう支援する。
　・住宅入居等支援事業
　・神戸市地域移行支援事業
　・グループホーム・ケアホーム整備支
援

<21年度実績>
・地域生活支援員のモデル配置
　長期入所者等の地域生活への移行を支援する
為、施設等にライフコーチ1名を配置（市内４箇所
モデル実施）

<22年度予定>
・選考した施設等へ地域生活支援員を配置するモ
デル事業から、移行に応じた補助を行う「神戸市地
域移行支援事業」へと全市展開をはかる。
　

7,384 3,600 保健福祉局自立
支援課

124  障害のある人の就労の促進（その１）

障害者就労推進センター
　啓発、相談、情報提供、職場開拓、
訓練及び就職後のアフターケアを実
施。
　18年度は北部地域、20年度は西部
地域に、地域障害者就労推進セン
ターを設置し、より身近な地域での障
害者就労支援に努めている。

<21年度実績>
就労者　　　　100人
相談件数  10,584件

<22年度予定>
事業継続
新たに東部地域に地域障害者就労推進センター
を設置する。

47,868 51,821 保健福祉局障害
福祉課

知的障害者トライアル実習
　知的障害者の就労促進の一環とし
て、神戸市役所内において短期間の
実習機会を設け、基礎的就労準備の
整った障害者の就労に向けての応
用、実践の場として活用を図る。

<21年度実績>
実習生　6人

<22年度予定>
事業継続

3,500 1,412 保健福祉局障害
福祉課

知的障害者訓練雇用事業(新規）
　市役所内の事務補助等の業務につ
いて、訓練的に従事し、経験を積み、
一般企業等への就労につなげていくこ
とを目的として、本市で知的障害者を
一定期間雇用する。

<21年度実績>
-

<22年度予定>
知的障害者　１名（6ヶ月間）

- 920 保健福祉局障害
福祉課

障害者小規模通所訓練事業補助
　在宅の障害者の社会参加を促進す
るために作業訓練を行っている民間の
小規模通所訓練事業に対して助成を
行う。

<21年度実績>
小規模作業所数　53(うち市外 7)
小規模通所授産施設 5

<22年度予定>
事業継続

484,375 312,239 保健福祉局障害
福祉課
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事業名と内容 21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

124  障害のある人の就労の促進（その２）

障害者の就労支援
　福祉就労の場の増加や工賃の増額
をはかるため、福祉起業を支援すると
ともに、企業・大学内授産活動支援制
度を創設した。また、障害者の就労訓
練サービスへの移行を支援し、就労な
どによる自立をめざす。

<21年度実績>
(1)障害者の福祉就労の充実
　①企業・大学内授産活動支援
　　・施設整備助成　3カ所
　　・訓練費助成　　17カ所
(2)就労移行等促進事業
(3)小規模通所訓練施設の運営支援
　　・小規模作業所等事業サポーター制度　10件

<22年度予定>
（2）以外事業継続

58,803 42,127 保健福祉局障害
福祉課・自立支援
課

125  障害のある人及びその家族への相談・情報提供の充実

精神保健福祉相談
　各区保健福祉部において、精神科
医師、精神保健福祉相談員による精
神保健福祉相談を実施する。
　さらに必要により在宅の精神障害者
に対して訪問を行い、個別指導を図
る。

<21年度実績>
相談　延   　 14,884件
訪問　延  　　　1,332件

<22年度予定>
事業継続

7,430 6,810 保健福祉局こころ
の健康センター

重度身体障害者外出支援（コミュニ
ケーション確保）事業
　意思伝達手段を必要とする聴覚・言
語障害者の社会参加を促進するた
め、手話または要約筆記通訳を派遣
し、また区役所等公的機関に配置する
ことにより外出を容易にし円滑な意思
疎通を図る。
（対象者）市内に居住する18歳以上の
手話又は要約筆記を必要とする聴覚・
言語障害者
（派遣事由）聴覚・言語障害者の会
議、講演会等、聴覚・言語障害者の社
会参加諸活動、公的機関・医療機関
への外出

<21年度実績>
　派遣時間
　　手話     　　15,249時間
　　要約筆記　　　520時間
・区役所配置（手話のみ）
毎週月～金曜の開庁時間

<22年度予定>
事業継続

43,595 50,306 保健福祉局自立
支援課

障害者自立支援法の円滑実施
　障害の種別（身体障害・知的障害・
精神障害）をこえた共通の仕組みとし
て、平成18年4月施行の障害者自立支
援法について、引き続き円滑実施に向
けた取り組みを行う。

<21年度実績>
・自立支援給付（介護給付・訓練等給付・自立支
援医療・補装具費）と地域生活支援事業（相談支
援・コミュニケーション支援・移動支援・日常生活用
具等）の円滑な実施
・利用者負担の軽減策を実施
・特例交付金による特別対策事業（通所サービス
利用促進事業等）の実施
・軽減策に伴うシステム開発、広報・啓発

<22年度予定>
事業継続

20,420,494 23,226,838 保健福祉局自立
支援課

126  障害のある人の家族の仲間づくりへの支援

障害児の子育て教室
（再掲　99多胎児等の子育て教室参
照）

<21年度実績・22年度予定>
（99参照）

― ―保健福祉局子育
て支援部
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（3）　総合的相談体制の充実  

事業名と内容 21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

127  女性のための総合的相談体制の整備

女性のための相談室の運営
<面接相談>（予約制）
1　こころの悩み相談
2　法律相談
3　からだの相談
4　就業・チャレンジ相談
<一般電話相談>

<21年度実績>
・こころの悩み相談　326件
・法律相談　222件
・からだの相談　8件
・就業・チャレンジ相談　25件
・一般電話相談　1,443件

<22年度予定>
・こころの悩み相談
・法律相談
・からだの相談
・就業・チャレンジ相談
・一般電話相談

6,303 6,201 市民参画推進局
男女共同参画課
（男女共同参画セ
ンター）

女性外来
　女性のみを対象に、女性の医師が、
更年期障害などや「何科にかかればよ
いのかわからない」という方の相談を扱
う
　15年4月～診療開始

<21年度実績>
毎週火木曜（8:45～11:45）
受診者　延べ526人

<22年度予定>
事業継続

3,840 8,768 保健福祉局（独立
行政法人 中央市
民病院）

128  男性のための相談窓口の設置

思春期外来
　男性のみを対象に、泌尿器科などの
相談を扱う
　15年7月～診療開始

<21年度実績>
毎月第2・4木曜（14:00～16:30）
受診者　延べ12人

<22年度予定>
事業継続

― ―保健福祉局（独立
行政法人 中央市
民病院）

129  男女共同参画の視点に立つカウンセラーの確保

女性のための相談室の運営
（再掲　127参照）

<21年度実績>
・こころの悩み相談  女性カウンセラー3人
･法律相談             女性弁護士4人
･からだの相談        保健師・助産師の資格をもつ
                           女性保健相談員1人
･就業・チャレンジ相談  女性キャリアカウンセラー
　　　　　　　　　　　　　　　1人
･一般電話相談        女性カウンセラー3人

<22年度予定>
・こころの悩み相談  女性カウンセラー3人
･法律相談             女性弁護士4人
･からだの相談        保健師・助産師の資格をもつ
                           女性保健相談員1人
･就業・チャレンジ相談  女性キャリアカウンセラー
　　　　　　　　　　　　　　　1人
･一般電話相談        女性カウンセラー3人

― ―市民参画推進局
男女共同参画課
（男女共同参画セ
ンター）

（1）　ユニバーサルデザインの視点に立つ施設等の整備の促進

事業名と内容 21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

130  ユニバーサルデザインの視点に立つ公共建築物、交通施設、道路、公園等の整備（その１）

神戸市交通バリアフリー基本構想の
実現
　交通バリアフリー法に基づき平成14
年に策定した神戸市ＢＦ基本構想の実
現のため、各事業者との連携調整及
びフォローアップを実施する。

<21年度実績>
・基本構想に定める特定事業を実現するために、
各事業の進捗をフォローした。
・「神戸市交通バリアフリー推進協議会」を継続設
置。

<22年度予定>
引き続き事業を継続するとともに、平成14年11月に
策定した「神戸市交通バリアフリー基本構想」の整
備目標年次である平成22年を迎えるにあたって、
基本構想に基づく各事業の実施状況等について
検証等を行う。

50 592 保健福祉局計画
調整課

課題5　ユニバーサルデザインのまちづくり
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事業名と内容 21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

130  ユニバーサルデザインの視点に立つ公共建築物、交通施設、道路、公園等の整備（その２）

都市施設整備の推進
・「福祉のまちづくり条例（兵庫県）」に
基づいて、建築物の建設にあたって
は、バリアフリー化を図るよう、届け出
義務を課している。
・鉄道駅舎エレベーター整備資金補助
及び融資
13年度から、補助対象を、エレベー
ターに加え、エスカレーター、スロープ
等の整備に拡大している。
・ノンステップバス導入助成
ノンステップバス購入費の一部を民間
バス事業者に助成
・都市施設整備推進資金融資
既存施設の改修費に対して低利融資

<21年度実績>
・鉄道駅舎EV整備資金補助
　ＪＲ兵庫駅－和田岬線－　ＥＶ1基　等
　阪急六甲駅　多機能WC１基　等
　阪急王子公園駅　多機能WC1基　等
　阪神元町駅　EV１基、ESC1基　等
　神鉄山の街駅　スロープ、多機能ＷＣ等
　神戸高速新開地駅　EV2基　等
【乗降客5,000人以上の駅舎のEV等整備率】
　73/83＝88.0％
・ﾉﾝｽﾃｯﾌﾟﾊﾞｽ導入助成：山陽バス4輌・神姫バス5
輌・阪急バス1輌　計10輌

 <22年度予定>
・鉄道駅舎EV整備資金補助
　ＪＲ塩屋駅　EV3基、多機能WC1基　等
　（21～22年度　2ヵ年事業）
　神鉄鈴蘭台駅　EV2基　等
　（21～22年度　2ヵ年事業）
　山陽滝の茶屋駅　EV3基、多機能WC1基　等
　（21～22年度　2ヵ年事業）
　阪神石屋川駅　多機能WC　等
　（21～22年度　2ヵ年事業）
　阪急御影駅　EV1基　等
　阪神御影駅　EV3基、多機能WC　等
・ﾉﾝｽﾃｯﾌﾟﾊﾞｽ導入助成：山陽バス5輌・神姫バス5
輌・阪急バス1輌　みなと観光バス４輌　計15輌

344，700
(計画調整課

分は
294,250)

(障害福祉課
分は50,450)

249,136
(計画調整課

分は
211,317)

(障害福祉課
分は37,819)

保健福祉局計画
調整課・障害福祉
課

「だれでもトイレタウン」計画
　すべての人にやさしいユニバーサル
デザインの取り組みの一つとして、市
民に身近な「トイレ」を取り上げ、車い
す使用者、高齢者、乳幼児連れの人、
妊婦、子供、オストメイトなど、だれもが
使いやすい多機能・多目的トイレ（こう
べ・だれでもトイレ）の整備を進めるた
めに、「だれでもトイレタウン」計画を進
めている。
　「だれでもトイレタウン」計画は、三
宮・元町・北野・ハーバーランドなどの
都心地域を中心に、「こうべ・だれでも
トイレ」の整備を公共の建物で進めると
ともに、民間の建物にも協力していた
だこうというものである。

<21年度実績>
都心地域だけでなく全市展開を図っている。
・公共・民間建築物のトイレの整備(海外移住と文
化の交流センター、プレンティ一番館、ケーズデン
キＨＡＴ神戸店、神戸ポートタワー等計13施設）

<22年度予定>
・ＬＵＣＣＡ名谷、森林植物園、旧二葉小学校等で
整備予定。

500 500 都市計画総局計
画部まちのデザイ
ン室

バリアフリー法に基づく特定建築物認
定の推進
　多数の人々が利用する建築物（特定
建築物）のバリアフリー化について、法
律で課される基準以上のより望ましい
レベルの誘導基準を満たす場合、建
築主等の申請に基づき認定を行う。ま
た、その指導・助言を行う。

<21年度実績>
・特定建築物の認定　0件

<22年度予定>
・継続実施

― ―都市計画総局建
築指導部建築安
全課
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事業名と内容 21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

130  ユニバーサルデザインの視点に立つ公共建築物、交通施設、道路、公園等の整備（その３）

ユニバーサル歩道整備事業～だれも
が安心して歩きやすいみちに～
  だれもが安心して歩ける安全なみち
づくりをめざして、地域の方々の参画
のもと身近なみちのバリアフリーなどに
ついて学び、ユニバーサルデザインの
観点から、みちの点検等を行っていく
とともに、全市的に歩道の段差や波打
ちの解消等を行う｢ユニバーサル｣歩道
整備事業を体系的に推進する。
 （１)だれもが歩きやすいみちに
①交通バリアフリー道路特定事業
②あんしん歩道整備事業
　　ア．歩道段差解消
　　イ．波打ち歩道の解消
（２)市民参画・ユニバーサルデザイン
の観点からみちを点検
①みち・みず・みどりの学校
小学校の“総合的な学習”の時間に、
子ども達と先生、保護者、建設局の職
員が一緒になって、身近なまちの「み
ちの歴史」や「バリアフリー」の実地体
験・勉強を行う。
②交通安全総点検
小学生、高齢者、地域の住民、車椅子
利用者など、さまざまな道路利用者と
公安委員会、道路管理者が合同でみ
ちの安全性やバリアフリーなどの点検
を市内９地区で実施し、必要な対策を
行う。

<21年度実績>
（１)だれもが歩きやすいみちに
①交通バリアフリー道路特定事業
重点整備地区（三宮地区・元町地区・神戸地区・
垂水地区）で整備実施。
②あんしん歩道整備事業
ア．歩道段差解消：乗降客数5,000人以上の駅と
主要施設を結ぶ経路の整備実施（8駅）
イ．波打ち歩道の解消：約8.8km
（２)市民参画・ユニバーサルデザインの観点からみ
ちを点検
①みちの学校：43校にて実施
②交通安全総点検：9地区にて実施
③みちの学校開催に伴うアンケート調査：22校区
にて実施

<22年度予定>
（１）だれもが歩きやすいみちに
①交通バリアフリー道路特定事業
重点整備地区（三宮地区・元町地区・神戸地区、
垂水地区）で整備実施。
②あんしん歩道整備事業
ア．歩道段差解消：乗降客数5,000人以下の駅と
主要施設を結ぶ経路の整備実施（17駅）
イ．波打ち歩道の解消：約4.0km
（２）市民参画・ユニバーサルデザインの視点から
みちを点検
①みち･みず･みどりの学校：40～50校にて実施
②交通安全総点検：9地区にて実施

  　　778,710

（うち区局連
携事業
4,250）

  　616,710

（うち区局連
携事業
9,650）

建設局道路部工
務課

すべての子どもに使いやすい児童福
祉施設の推進
　児童福祉施設をすべての子どもに使
いやすい施設にするため、バリアフ
リー化を進めるなど、ユニバーサルデ
ザインの観点から計画的な施設改修
及び補助を実施する。
　・出入口スロープの設置や段差解消
　・トイレの手すり設置や洋式化
　・センサー付手洗いの設置　など

<21年度実績>
公立保育所　　24か所
児童館等　　　　36か所

<22年度予定>
18～22年度の5年間で計画的に実施していく。

50,060 50,060 保健福祉局
子育て支援部

ユニバーサルデザイン公園の整備
～子どもと環境を育てるユニバーサ
ルな公園をめざして～
　誰もが利用しやすいユニバーサルデ
ザインを取り入れた公園を目指した改
修を行う。具体的には、園路のバリアフ
リー化や、高齢者や障害者にも利用し
やすい休憩所・ユニバーサルベンチの
設置、子どもが安全に遊べるよう、衝撃
緩和素材を用いた遊具下の舗装など、
子育て中の親子でも安心して利用でき
る公園づくりを行う。

<21年度実績>
・市内54公園（東遊園地・森林植物園・相楽園・川
井・住吉公園他）のバリアフリー整備を実施。（トイ
レ改修、スロープ・手すり等の設置、路面改修）
・子育て中の親子でも安心して利用できる公園づく
りを市内24公園（52基）において実施。（遊具更
新・改修や衝撃緩和素材を用いた遊具下の舗装
等）

<22年度予定>
・市内32公園（大和・椿谷・鼓ヶ滝公園他）のバリア
フリー整備を実施。（トイレ改修、スロープ・手すり
等の設置、路面改修）
・子育て中の親子でも安心して利用できる公園づく
りを市内22公園（22基）において実施。（遊具更
新・改修）

651,760 274,000 建設局公園砂防
部緑地課

131  高齢者等に配慮した市営住宅等の整備

市営住宅の空家補修時に従来の修
繕個所や項目にとらわれず、一部の
市営住宅（EＶ付き住宅を中心に）の
住戸内を準バリアフリーに改修

<21年度実績>
市営住宅ストック改修・修繕を平成15年度以降順
次実施し、概ねバリアフリーに対応した住宅を174
戸整備した。

<22年度予定>
市営住宅ストック改修・修繕を順次実施していくほ
かバリアフリー未対応の住戸について各室間の段
差解消、手摺設置等を実施し、概ねバリアフリーに
対応した住宅へ改修すること等により計画的に整
備していく。（年間26戸程度を予定）

54,800 46,000 都市計画総局住
宅管理課
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事業名と内容 21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

132  住宅等のバリアフリー化に関する支援

共同住宅バリアフリー改修補助事業
　共同住宅の階段への手すり、出入り
口へのスロープの設置工事等共用部
分のバリアフリー化を進めるための工
事費用の一部を補助する。

<21年度実績>
・手すり、スロープ等の設置　42団地

<22年度予定>
事業継続

       15,500
・手すり、ス
ロープ等の
設置
　    (15,000)

        15,500
・手すり、ス
ロープ等の
設置
　    (15,000)

都市計画総局住
宅政策課

神戸市すまいの安心支援センター“す
まいるネット”における相談・アドバイ
ザー派遣
　“すまいるネット”において住宅等の
バリアフリー化を含むあらゆる住まいの
相談に対応。必要な場合は専門家（現
地簡易アドバイザー）を現地に派遣し
アドバイスを実施。

<21年度実績>
・一般相談　6,120件
・専門相談　   112件
・現地簡易アドバイス　17件

<22年度予定>
事業継続

・一般相談
        22,380
・専門相談
          2,417
・現地簡易ア
ドバイス
           612

・一般相談
        21,531
・専門相談
         1,712
・現地簡易ア
ドバイス
           430

都市計画総局住
宅政策課

「神戸の住宅設計基準（KOHDES：ｺｰ
ﾃﾞｽ）」の策定及コーデスマニュアルの
発行
　「生活者にやさしいすまいづくり」を具
体化するため、日常生活の安全性と快
適性を考慮したバリアフリー住宅の設
計基準として「神戸の住宅設計基準」
を定め、平成10年3月よりコーデスマ
ニュアルを販売。

<21年度実績>
5冊販売

<22年度予定>
事業継続

― ―都市計画総局住
宅政策課

（2）　ユニバーサルデザインの普及促進 

事業名と内容 21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

133  ユニバーサルデザインの普及・推進（その１）

こうべＵＤ広場、ＵＤプロジェクトの展
開
　年齢、性別、文化、身体の状況など、
人々が持つ様々な個性や違いを越え
て、一人ひとりが互いに多様性を認め
合い、思いあう心を持ち、はじめから、
だれもが利用しやすいように、まちや
建物、製品、環境、サービスづくりを
行っていこうとするユニバーサルデザイ
ン（ＵＤ）の考え方を神戸の新しいまち
づくりに取り入れ、１５年５月に発足した
こうべＵＤ広場を核として、ユニバーサ
ル社会の実現をめざし、様々な取り組
みを推進する。

<21年度実績>
・ユニバーサル社会について、市民にわかりやすく
伝えていくとともに、UDリーダーを養成するため、
「こうべＵＤ大学」を毎月１回程度開催（全15回）。
・こうべＵＤ広場として、ＵＤの取組みを全市的にも
展開させていくために、地域においてＵＤを推進
するサポーターを公募し、様々なユニバーサルプ
ロジェクトを推進。
・市のすべての事業にＵＤの視点を取り入れ、全
庁的に取り組んでいくため、「神戸市人権教育・啓
発推進本部（平成16年6月設置）」に「ユニバーサ
ルデザイン部会」を設置し、UDイベントチェックマ
ニュアル（H21.3末、庁内版改訂）により、事業の
チェック・改善に取り組んだ。
・こうべUD広場の定例的な開催（2～3回/月）
・夏休み子どもＵＤ教室の開催（8/4～5　延べ99
人）
　
<22年度予定>
事業継続

2,334 2,034 保健福祉局計画
調整課

ＵＤイベントの開催
　ユニバーサルデザインに対する理解
を広げるため、ユニバーサルデザイン
に触れる機会を、イベント等を通して提
供する。

<21年度実績>
 イベントやUDプロジェクトを開催により、ユニバー
サルデザインの普及・啓発を図った。
・こうべUDフェア2009の開催（10/17　 12,000人、
参加協力団体　約50）
・しあわせの村開村20周年記念ユニバーサルス
ポーツ祭2009の開催（6/7　600人）
・ユニバーサル文化祭の開催（8/22　100人、9/26
200人）

<22年度予定>
引き続きこうべユニバーサルデザインフェア2010や
ユニバーサルスポーツ祭2010等の開催を通じてユ
ニバーサルデザインの普及・啓発を図る。

4,730 3,230 保健福祉局計画
調整課
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事業名と内容 21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

133  ユニバーサルデザインの普及・推進（その２）

こうべユニバーサルサービスの推進
　市民・事業者等の活動の中で、あら
ゆる人の立場で求められるサービスや
取組みをユニバーサルサービス（ＵＳ）
と位置づけし、推進する。

<21年度実績>
市民や事業者等の活動の中で、あらゆる人の立場
で求められるサービスや取組みをユニバーサル
サービス（ＵＳ）と位置づけチェックシートを作成、
出前授業・学習会やイベントなどの機会を通じて
チェックを受けてもらい、推進した。
・ユニバーサルサービスチェックの実施（H21年度
実績　3,249名[内訳：大人編1,363名、子ども編
1,886名])

<22年度予定>
　引き続き、個人レベルの普及啓発として、イベント
などの機会を通じてＵＳ気づき度シートのチェック
を市民・事業者に行い、ＵＳの普及啓発、推進をは
かる。

665 610 保健福祉局計画
調整課

ユニバーサルデザインの普及・啓発
　すべての人にとって利用しやすく、住
みやすいまちづくりを進めるために必
要な考え方や行動を、広く区民に普及
するため、地域が主体となった「人に
やさしいまち」の学習会やワークショッ
プへ講師派遣などの支援を行う。

<21年度実績>
区内2か所で、学習会・ワークショップを開催

<22年度予定>
区内2か所で、学習会・ワークショップを開催予定
啓発用展示パネルを作成予定

400 400 須磨区
（まちづくり推進部
まちづくり課）

134  「ユニバーサルデザイン」に関する教育・啓発

学校･地域等におけるＵＤ教育の推進 <21年度実績>
・こうべＵＤサポーターと協働で教材(パワーポイン
ト版、ＵＤ商品セット）を作成し、ＵＤサポーターが
出前授業・学習会を開催。
　【21年度実績】　（学校）10小学校　888名、7中学
校　1,143名　（地域）3地域17回　567名　（団体）1
団体　30名

<22年度予定>
・引き続き、こうべＵＤサポーターの派遣や、教材
開発を通じ、学校、地域等におけるＵＤ授業を推
進する。

246 246 保健福祉局計画
調整課
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基本目標Ⅴ　生涯を通じた心身の健康づくり

（1）　相談体制の充実

事業名と内容 21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

135  相談体制・広報の充実

配偶者暴力相談支援センター業務
　改正「配偶者からの暴力（ＤＶ）防止
法」及びこれに基づく国の基本方針に
対応して、配偶者暴力相談支援セン
ターの業務を開始し、被害者支援の一
層の強化を図る。
(業務内容)
・相談業務
・カウンセリング
・保護命令のための手続き支援
・関係機関への同行支援及び安全確
保や自立支援等のための連絡・調整
・専門家によるスーパーバイズの実施

<21年度実績>
・相談件数　延べ2,810件（電話相談2,341件、面
接相談305件、カウンセリング164件）
・同行支援　39件
・保護命令の書面提出　10件 証明書発行　93件
　
<22年度予定>
事業継続

12,505 13,636 市民参画推進局
男女共同参画課

136  関係機関の職員への研修の実施

ＤＶ被害者支援関係者向け研修の実
施
　配偶者暴力相談支援センター及び
区の相談員等関係機関の支援者向け
研修を実施する。

<21年度実績>
①6月30日「ＤＶ被害女性と子どもへの支援」
　講師：佐々木郁子氏　参加者56名
②10月2日〔ＤＶを理解する」
　講師：中島幸子氏　参加者86名
③2月18日「警察におけるDV被害者への支援につ
いて」
　講師：清水裕徳氏　参加者79名
④3月25日事例検討
「母子生活支援施設で暮らすＤＶ被害者への支援
について」
　講師：有園博子氏　参加者12名

<22年度予定>
　事業継続

130 102 市民参画推進局
男女共同参画課
（男女共同参画セ
ンター）

（2）　被害者への支援及びそのためのネットワークづくり  

事業名と内容 20年度実績と21年度予定
20年度予算
額（千円）

21年度予算
額（千円）

所管課

137  被害者保護体制の充実と自立への支援

ＤＶ被害者支援活動への補助
　民間団体が行っているシェルター運
営や、PTSDを抱えるDV被害者や日本
語の不自由な外国人DV被害者などへ
の関係機関・施設への同行援助に対
して補助を行う。

<21年度実績>
補助対象　2団体

<22年度予定>
事業継続

1,200 1,200 市民参画推進局
男女共同参画課

神戸市母子・婦人短期保護事業
（内容）家庭からの逃避あるいは不測
の事態により生活の本拠を喪失するな
どにより保護を必要とする時、市内の
母子生活支援施設に一時的に入所さ
せ、問題解決のための指導を行う。
（対象）原則として市内在住の母と20歳
未満の児童、18歳以上65歳未満の女
性。
（補助金）
　生活資金　1人900円/日
　事務費　1件3,000円/日
　備品購入費　1施設150千円以内/年

<21年度実績>
・保護件数　母子　35件，婦人　13件
・補助金
生活資金　  733千円
事務費　　 2,541千円
備品　　　　　999千円
　計　 　　  4,273千円

<22年度予定>
事業継続

3,462 3,418 保健福祉局子育
て支援部

課題1　女性に対するあらゆる暴力の根絶に向けての取り組みの推進
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事業名と内容 21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

138　関係行政機関同士及び公的機関、民間シェルターなどとのネットワークづくり

神戸市ＤＶ対策関係課長連絡会議
　市域におけるＤＶへの対応に関し、
庁内の関係各課が相互に連携しなが
らＤＶ被害者の防止から被害者への適
切な支援の取り組みを支援する。
（内容）
・関係各課の取り組みについての情報
交換
・ＤＶ対策についての研究協議
・個別事例の研究　等

<21年度実績>
1回開催
5月14日（木）開催

<22年度予定>
事業継続
6月18日（金）開催

― ―市民参画推進局
男女共同参画課
（男女共同参画セ
ンター）

「ひょうごDV防止ネットワーク会議」
（県立女性家庭センター主催）への参
加

<21年度実績>
第１回開催
9月16日  兵庫県民会館

<22年度予定>
事業継続

― ―市民参画推進局
男女共同参画課
（男女共同参画セ
ンター）・保健福祉
局子育て支援部

（1）　生涯を通じた女性の健康保持及び増進  

事業名と内容 21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

139  女性の健康についての啓発の推進

健康ライフプラザの運営
　中高年層を中心とする市民、勤労者
を主な対象とし、「心とからだ」の健康
づくりを栄養・運動・休養の総合的な面
から支援し、健康に関する各種情報提
供を行う健康づくりの中核施設として
「健康ライフプラザ」を運営する。

（場所）キャナルタウン中央（JR兵庫駅
南）
（事業内容）健康づくり事業、健診事
業、健康づくり支援事業等
（施設概要）
　・3F〔ヘルスチェックゾーン〕
　　検査・健診施設
　・4F〔ヘルスコミュニケーションゾー
ン、健康インフォメーションゾーン〕
　　トレーニングルーム、スタジオ、食生
活指導室、情報コーナー
　・5F〔イベント・セミナーゾーン〕
　　多目的室、ランニングトラック

<21年度実績>
健康づくり教室の開催　  261回
トレーニングジムの個人利用　99,578人
（うち女性 43,023人）

<22年度予定>
健康づくり教室の開催　270回
トレーニングジムの個人利用　100,000人
（うち女性 44,000人）

124,940 127,214 保健福祉局地域
保健課

市民健康大学講座
　保健医療と各種疾病に関する知識の
普及をめざし、市民の健康の維持増進
をはかるため、ライフサイクルに応じた
健康管理と疾病予防に関する健康大
学を開催する。

<21年度実績>
年間　15回開催

<22年度予定>
年間　15回開催予定

2,000 2,000 保健福祉局地域
保健課

140  女性の健康づくり対策の充実（その１）

骨粗しょう症検診
　18歳以上の女性と40歳以上の男性
を対象に、寝たきりの原因となる骨折を
起こしやすい骨粗しょう症を早期に発
見するため、骨粗しょう症検診を実施
する。

<21年度実績>
問診、骨密度測定（超音波法）
受診者数　18,293人

<22年度予定>
問診、骨密度測定（超音波法）
受診者数　20,400人予定

1,000 1,000 保健福祉局地域
保健課

課題2　性と生殖に関する理解と互いの意思の尊重のための取り組みの推進
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事業名と内容 21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

140  女性の健康づくり対策の充実（その２）

特定健診・特定保健指導等の実施
　平成20年4月から医療保険者に義務
付けられる特定健診・特定保健指導に
ついて、国民健康保険事業において
も、その円滑な実施に努める。また、後
期高齢者・若年者などについても健
診・保健指導（若年者のみ）を実施し、
市民の健康増進をはかる。

<21年度実績>
対象者数　272,700人

<22年度予定>
対象者数 274,300人予定

862,018 1,103,810 保健福祉局地域
保健課

子宮がん検診
　20歳以上の偶数年齢女性を対象に
指定医療機関において検体を採取
し、細胞診を行う。
  また、平成21年度から女性特有のが
ん検診推進事業として、一定の年齢の
方（平成22年4月1日時点で、20、25、
30、35、40歳になった方）にがん検診
無料クーポン券を送付し、子宮がん検
診を実施する。（平成22年度も同事業
実施）

<21年度実績>
受診者数　32,116人

<22年度予定>
受診者数　33,668人予定

225,815 270,073 保健福祉局地域
保健課

乳がん検診
　40歳以上の偶数年齢女性を対象に
指定医療機関及び地域巡回で、マン
モグラフィ、視診、触診及び自己触診
の指導を行う。
　また、女性特有のがん検診推進事業
として、一定の年齢の方（平成22年4月
1日時点で、40、45、50、55、60歳に
なった方）にがん検診無料クーポン券
を送付し、乳がん検診を実施する。（平
成22年度も同事業実施）

<21年度実績>
受診者数　29,390人見込み

<22年度予定>
受診者数　30,605人予定

321,334 317,966 保健福祉局地域
保健課

老人スポーツ大会
　全市あるいは区単位で、老人スポー
ツ大会を開催するとともに、ゲートボー
ル大会に助成し、高齢者の健康増進
を図る。

<21年度実績>
全市ゲートボール大会、輪なげ大会など
区単位老人スポーツ大会（区老連等）

<22年度予定>
事業継続

1,333 1,333 保健福祉局高齢
福祉課

こうべ長寿祭
　高齢者の心身の保持・増進と生きが
いの高揚を目的として、総合的なス
ポーツ、文化行事を実施し高齢者ス
ポーツ、文化の振興を図る。
（実施種目）
　卓球・ゲートボール・ソフトテニス・剣
道・ソフトボール・テニス・弓道・ゴルフ・
ペタンク・グランドゴルフ・家庭バレー
ボール・バドミントン・ウォークラリー・合
唱コンクール・美術作品展・囲碁・将棋

<21年度実績>
17種目実施
スポーツ大会　13種目
文化行事　4種目

<22年度予定>
17種目実施
スポーツ大会　13種目
文化行事　4種目

4,771 4,771 保健福祉局高齢
福祉課

（2）　ＨＩＶ/エイズ及び性感染症対策の推進  

事業名と内容 21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

141  正しい情報の提供と感染防止のための啓発の推進

エイズ及び性感染症に関する予防啓
発
　・啓発用冊子やポスターの配布
　・健康教育の実施
　・イベントの実施
　・ボランティア活動の支援

<21年度実績>
・市内高校生、大学生等へエイズと性感染症の予
防啓発冊子を配布
・各区保健福祉部・保健所における中・高・大学生
等への健康教育の実施
・学生ボランティアと協同して、世界エイズデー啓
発イベントの開催(11月28日)
・ICAAP記念エイズ月間(7月)、KOBEエイズフェス
タの開催(7月12日)
・広報こうべ等への啓発記事の掲載、イベント時や
市民ギャラリーへのパネル展示
・ハイリスク層への啓発の実施
・エイズ予防サポートネット神戸によりボランティア
活動支援の助成

<22年度予定>
事業継続

5,028 4,153 保健福祉局健康
部予防衛生課
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事業名と内容 21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

142  検査・相談体制の充実

HIV・性感染症の検査
　区保健福祉部・保健所にて検査・相
談を実施。

<21年度実績>
・各区保健福祉部においてHIV抗体及び梅毒、B
型・C型肝炎の検査の実施
・各区保健福祉部、保健所においてエイズ及び性
感染症の相談の実施
・夜間HIV抗体検査(同時にクラミジア･梅毒も検査
可能。年間51回)を毎週実施
・休日即日HIV抗体検査(年間14回)実施
 (夜間・即日とも場所はセンタープラザ西館)
　
<22年度予定>
事業継続

32,692 29,323 保健福祉局健康
部予防衛生課

（1）　こころとからだの健康づくりの推進 

事業名と内容 21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

143  薬物乱用防止に向けた啓発・教育の充実（その１）

青少年育成市民運動での啓発
  青少年の健全育成を市民すべての
取組とし、市民意識の啓発・高揚を図
るため、青少年育成市民運動強調期
間を設けており、各区の主要拠点での
街頭活動などで啓発活動を行う。

<21年度実績>
年3回の青少年育成市民運動強調期間などの機
会に街頭キャンペーンを行った。

<22年度予定>
事業継続

1,610 1,290 市民参画推進局
青少年課

各種広報媒体やイベント等を通じた啓
発活動の実施
　市民参画推進局・保健福祉局・教育
委員会が発行しているパンフレット、
リーフレットへ記事を掲載するとともに、
「地区大会」や「ダメ。ゼッタイ。普及運
動」などのイベントを通じてシンナーや
覚せい剤、違法ドラッグ等の乱用薬物
の恐ろしさを普及する。

<21年度実績>
リーフレット配布
各種イベントの実施･参加
   (市内各地区組織による住民大会、麻薬･覚せい
剤乱用防止運動街頭キャンペーンへの参加)

<22年度予定>
リーフレット配付、各種イベントの実施・参加

303 303 保健福祉局健康
部予防衛生課

出前トークなど講座・研修会の開催
　市民参画推進局が主催する｢出前
トーク」に平成14年度より薬物乱用防
止に関するメニューを設定し、シン
ナーや覚せい剤、違法ドラッグ等の薬
物乱用の恐ろしさを普及啓発する。
　また、薬物乱用相談担当職員や学校
関係者向け研修会を関係機関と協力
のもと実施する。

<21年度実績>
出前トーク、学校における講習会の実施
薬物乱用防止重点推進校　13校指定
薬物乱用防止対策連絡会議

<22年度予定>
事業継続

― ―保健福祉局健康
部予防衛生課・教
育委員会事務局
指導課

「神戸市薬物等乱用対策推進本部」
設置による庁内外協力体制の構築
　関係機関と地域が連携して薬物等乱
用対策を推進する目的から、市長を本
部長とする対策推進本部を設置し、そ
の付属機関である推進会議において
情報交換、活動方針の決定等を行う。

<21年度実績>
「神戸市薬物等乱用対策本部推進会議の開催」
（平成21年7月17日開催)

<22年度予定>
事業継続

30 30 保健福祉局健康
部予防衛生課

薬物等乱用相談窓口の設置
　シンナーや覚せい剤等の乱用に係る
相談に対応するため、保健所及び各
区保健福祉部に設置する。

<21年度実績>
相談事業の実施

<22年度予定>
事業継続

― ―保健福祉局健康
部予防衛生課

不正大麻けし撲滅運動の実施
　5月1日～6月30日　全国的に展開
　ポスターやリーフレットによる啓発の
ほか、警察や各区保健福祉部が連携
のもと不正大麻・けしの除去活動を実
施。

<21年度実績>
ポスター、リーフレットによる啓発
不正大麻、けしの除去

<22年度予定>
事業継続

― ―保健福祉局健康
部予防衛生課

課題3　男女のこころとからだの健康づくりへの支援の充実
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事業名と内容 21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

143  薬物乱用防止に向けた啓発・教育の充実（その２）

地区組織における薬物乱用防止活動
の支援
　地区組織に対する薬物乱用防止活
動資金の補助、活動時に使用する啓
発資材の提供、関係職員の参加　等

<21年度実績>
リーフレット、ポスター等の啓発資材配布
住民大会等への参加
地区組織への活動資金の補助

<22年度予定>
事業継続

300 300 保健福祉局健康
部予防衛生課

薬物の影響に関する教育の実施 <21年度実績>
学習指導要領に従って、小学校6年生・中学校3年
生・高等学校1年生において、薬物の影響等につ
いて、発達段階に応じた学習を行っている。

<22年度予定>
事業継続

― ―教育委員会事務
局健康教育課

健康教育推進指定校
（再掲　61参照）

<21年度実績･22年度予定>
（61　参照）

― ―教育委員会事務
局健康教育課

144  喫煙の有害性やアルコール依存症防止に関する啓発の推進

市関連施設における禁煙の実施 <21年度実績>
市・区庁舎の分煙の推進

<22年度予定>
H22.2厚生労働省通知に基づく受動喫煙防止対
策の推進

121 120 行財政局人事課
（安全衛生委員
会）・保健福祉局
健康部地域保健
課

市関連施設における禁煙の実施 <21年度実績>
公共施設調査

<22年度予定>
公共施設調査

― ―保健福祉局健康
部地域保健課

<21年度実績>
学校敷地内禁煙実施

<22年度予定>
継続実施

― ―教育委員会事務
局健康教育課

講座・研修会の開催 <21年度実績>
喫煙1回

<22年度予定>
未定

― ―保健福祉局健康
部地域保健課

喫煙や飲酒の影響に関する教育の実
施

<21年度実績>
　－

<22年度予定>
未定

― ―保健福祉局健康
部地域保健課

<21年度実績>
学習指導要領に従って、小学校6年生・中学校3年
生・高等学校1年生において、たばこの害・主流煙
と副流煙・喫煙の習慣・受動喫煙の害等につい
て、発達段階に応じた学習を行っている。

<22年度予定>
事業継続

― ―教育委員会事務
局健康教育課

145  男性への心身の健康づくりに関する啓発

男の生き方セミナーの開催
（再掲　19 参照）

<21年度実績・22年度予定>
（19参照）

― ―市民参画推進局
男女共同参画課
（男女共同参画セ
ンター）

（2）　相談体制の充実  

事業名と内容 21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

146  女性のこころやからだの悩みについての相談体制の充実（その１）

女性のための相談室の運営・こころと
からだの健康セミナーの実施
（再掲　59、127 参照）

<21年度実績・22年度予定>
（59、127参照）

― ―市民参画推進局
男女共同参画課
（男女共同参画セ
ンター）

女性外来
（再掲　127参照）

<21年度実績・22年度予定>
（127参照）

― ―保健福祉局(独立
行政法人中央市
民病院）
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事業名と内容 21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

146  女性のこころやからだの悩みについての相談体制の充実（その２）

こころの健康づくり対策 <21年度実績>
・24時間の電話相談を実施している団体への支援
・総合的な自殺対策を検討するためのこころの健
康づくり委員会の継続開催
・自死遺族を支援するＮＰＯ法人等への支援
・かかりつけ医に対するうつ病対応力向上のため
の研修会開催

<22年度予定>
・神戸市自殺対策基本計画の策定
・こころの健康に関する市民アンケートの実施
・神戸G-Pネット情報センターの運営
・総合的な自殺対策を検討するための自殺対策連
絡協議会の継続開催
・窓口相談用手引の編集
・24時間の電話相談を実施している団体への支援
・自死遺族を支援するＮＰＯ法人等への支援
・かかりつけ医に対するうつ病対応力向上のため
の研修会開催

2,960 10,479 保健福祉局地域
保健課

147  男性のこころやからだの悩みについての相談体制の充実

思春期外来
（再掲　128参照）

<21年度実績・22年度予定>
（128参照）

― ―保健福祉局(独立
行政法人中央市
民病院）

こころの健康づくり対策
（再掲　146参照）

<21年度実績・22年度予定>
（146参照）

― ―保健福祉局地域
保健課

（1）　妊娠・出産などの母性の社会的重要性についての啓発の推進  

事業名と内容 21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

148  妊娠・出産などの母性の社会的重要性についての啓発の推進

こころとからだの健康セミナーの実施
（再掲　59 参照）

<21年度実績・22年度予定>
（59参照）

― ―市民参画推進局
男女共同参画課
（男女共同参画セ
ンター）

149  母性について考える機会の提供

思春期ヘルスケア事業
・専門職のデリバリー授業
　市内中学校へ医師や助産師など専
門職を派遣し、中学1年生を対象に助
産師により命の大切さや性について、
中学3年生を対象に医師により性感染
症予防について専門的立場からの知
識普及を図る。
・HIV検診・相談事業
　HIV感染者の増加が著しい青少年層
を対象に、平日夜間に都心部におい
て、無料でHIV抗体検査及び相談を実
施する。

<21年度実績>
専門職のデリバリー授業
　中学1年生 　86校　11,884人
  中学3年生 　66校 　 9,590人

<22年度予定>
専門職のデリバリー授業
　中学1年生、3年生各98校で実施予定

2,087 2,087 保健福祉局子育
て支援部

思春期ピアカウンセリング
　思春期は子どもが心身ともに成長し
親となる一歩前の段階であり、将来こ
どもを産み育てるための素地を築き上
げる（いわゆる「親育ち」）時期である。
母子保健のイメージである妊娠・出産
からスタートを補強するために、その一
歩前の段階である思春期にスポットを
当て、母子保健の充実を図っていく。
　主に高校生を対象に、性と生につい
て自己決定する力、人生を考える力を
養うことに効果があるとされるピアカウ
ンセリングを導入していく。

<21年度実績>
対象　市内高等学校2校　1～3年生693人

<22年度予定>
対象　市内高等学校2年生　750人

613 613 保健福祉局子育
て支援部

課題4　妊娠・出産などの母性の保護と母子保健施策の充実
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（2）　妊娠・出産などの母性の保護・母子保健対策の充実  

事業名と内容 21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

150  妊娠・出産などの母性の保護対策の充実

妊婦健康診査
(昭和45年1月から）低所得者を対象に
市内の医療機関で健康診査を実施
（14年10月から）
妊婦全員に1回、前年所得税課税額
30,000円以下の世帯の妊婦について
はさらに1回（計2回）実施
（18年7月から）
妊婦全員に後期健康診査（妊娠22週
以降に受診）1回を追加実施
（20年4月から）
妊婦全員に5回、前年所得税額30,000
円以下（7月以降は15,000円以下）の
世帯の妊婦に7回実施
(21年4月から)
妊婦全員に14回実施
・5,000円券　14枚（基本的な検査の補
助券）と1,000円券　18枚（その他の検
査の補助券）を交付

<21年度実績>
　20,631人

<22年度予定>
　12,798人

1,146,899 1,139,315 保健福祉局子育
て支援部

特定不妊治療費助成事業
　不妊治療のうち、体外受精及び顕微
授精（以下「特定不妊治療」という）に
ついては、１回の治療費が高額であ
り、その経済的負担が重いことから十
分な治療を受けることができず、子ども
を持つことを諦めざるを得ない方も少
なくない。そこで、特定不妊治療に要
する費用の一部を助成することにより、
その経済的負担の軽減を図る。

<21年度実績>
夫婦への助成実績　1,137組

<22年度予定>
延べ1,347組

114,439 202,139 保健福祉局子育
て支援部

151  母子保健対策の充実

乳児（4・9か月）・1歳6か月児・3歳児
健康診断
・乳児（4・9か月）
　心身の著しい発達をとげる乳児期に
おいて、健康診断を実施することにより
健康状態を確認し、あるいは疾病・障
害を早期に発見し適正な指導を行い、
乳児の健康の保持及び増進を図る。
（4か月児は区保健福祉部で、9か月児
は医療機関に委託実施）
・1歳6か月児・3歳児
　身体発育及び精神発達の面から大
切な時期である1歳6か月児及び3歳児
において、総合的健康診査を実施し、
その結果に基づき適切な指導及び措
置を行い、心身障害児の未然防止・早
期発見を行うとともに、幼児の健康の
保持及び増進を図る。

<21年度実績>
4か月児健診　　　 12,624件
9か月児健診　　　 12,241件
1歳６か月児健診　1,2712件
3歳児健診　　　　　12,441件

<22年度予定>
事業継続

293,895 299,204 保健福祉局子育
て支援部

乳幼児等医療費助成制度
　乳幼児等の医療費の一部を助成す
ることにより、その疾病の早期発見と治
療を促進し、乳幼児等の健やかな成
長に寄与する。

<21年度実績>
乳幼児等医療費公費負担　 1,394291件

<22年度予定>
事業継続

2,309,795 2,151,763 保健福祉局国保
年金医療課

新生児訪問指導
　全出生世帯を対象（H17～）に家庭
訪問を行い、身体計測や育児や産後
の生活に関する相談・指導・子育て支
援に関する情報提供等を行う。また、
19年度より産後うつのスクリーニング
ツール(エジンバラ質問票)を用いて要
支援者の早期発見・早期支援に努め
ている。

<21年度実績>
全出生世帯対象　10,625人

<22年度予定>
事業継続

47,020
(母子保健指
導に含む)

49,075
(母子保健指
導に含む)

保健福祉局子育
て支援部
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基本目標Ⅵ　平和への貢献と連帯の推進

（1）　性・世代・国籍を越えたパートナーシップの形成

事業名と内容 21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

152　性・世代・国籍を越えたパートナーシップの形成（その１）

青少年国際交流キャンプ
　在神の外国人学校と市内小学校児
童が、1泊2日のキャンプを通じて、自
然の中での新しい仲間づくりと国際交
流を体験できる場を提供する。

<21年度実績>
実施時期　9月19・20日　参加者66人
於）しあわせの村

<22年度予定>
実施時期　9月25・26日
於）しあわせの村

547 547 市民参画推進局
青少年課

「ふれあいのまちKOBE・愛の輪運
動」の展開
　市民一人ひとりが福祉に対する理解
と認識を深め、「福祉の心」を育むよう
行政、職場、地域等の団体が会員と
なって福祉教育を自ら進めるために、
平成2年10月に設置した推進委員会
を中心に「ふれあいのまちKOBE・愛
の輪運動」を全市的に展開し、福祉都
市づくりの基盤整備を行う。

<21年度実績>
啓発活動
・情報誌の発行（年4回）
・講演会(平成21年7月16日）
・KOBEふれあい音楽祭(平成21年9月6日）
・福祉教育記念講演会（平成21年11月15日）
会員の実践活動
・愛の輪通信の発行（随時）

<22年度予定>
事業継続

31,925 31,925 保健福祉局計画
調整課

ボランティア情報システム
　神戸市社会福祉協議会、ボランティ
ア情報センターと、震災後開設した各
区ボランティアセンターがボランティア
情報を共有し、コーディネート機能を
強化するとともに、全市レベルの広範
な情報提供や相談事業を展開するた
めの情報ネットワークシステム。（8年9
月～）

<21年度実績>
システム保持
インターネット
ホームページ更新

<22年度予定>
事業継続

5,279 5,279 保健福祉局計画
調整課

ふれあいのまちづくり
　高齢者や障害者、児童をはじめす
べての人々が地域社会のあたたかい
ふれあいの中で自立とふれあいをめ
ざしながら、快適な日常生活を送れる
よう市と地域住民が協力してまちづくり
活動を推進するため、拠点となる地域
福祉センターを整備し、「ふれあいの
まちづくり協議会」の地域活動、交流
活動等を推進する。

<21年度実績>
21年度末現在　165小学校区（187か所）

<22年度予定>
地域福祉センターの整備　2か所（藍那、深江南）

948,834 896,789 保健福祉局計画
調整課

外国語版「ごみと資源の出し方ルー
ルちらし」の作成
　市内在住の外国人の方向けに、ご
みの出し方ルールの周知を図るととも
に、日本における生活習慣等への理
解を通して、地域でのコミュニケーショ
ンを深めてもらう。

<21年度実績>
日本語版ルールちらし作成にあわせた改訂・作
成・配布作業
（英語、中国語、韓国・朝鮮語、ベトナム語、ポルト
ガル語、スペイン語）

<22年度予定>
事業継続(平成23年4月からの容プラ全市実施に
伴う改定)

146 916 環境局減量リサイ
クル推進課

事業系ごみ指定袋への外国語表記
の表示
　市内在住の外国人事業者の方向け
に、ごみの分別の徹底を図るとともに、
日本における生活習慣等への理解を
通して地域でのコミュニケーションを深
めてもらう。

<21年度実績>
英語、中国語、韓国・朝鮮語

<22年度予定>
事業継続

279,856 277,445 環境局事業系廃
棄物対策室

課題1　性・世代・国籍を越えた連帯の推進
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事業名と内容 21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

152　性・世代・国籍を越えたパートナーシップの形成（その２）

ふれあいのまちづくり助成のうち、子
育てサークルづくりに対する備品加
算助成
　子育てサークルづくり事業に取組む
ふれあいのまちづくり協議会に対し、
備品購入のための年間20千円の助成
を行っている。

<21年度実績>
雲中、宮本、籠池、北野、神戸諏訪山、二宮、脇
の浜、山の手の8協議会に対し助成を行った(計
160千円)

<22年度予定>
雲中、宮本、籠池、北野、神戸諏訪山、二宮、脇
の浜、山の手の8協議会に助成（計160千円）

2,868 2,873 中央区まちづくり
支援課

多文化コミュニティ形成事業
　各外国人コミュニティの意見交換の
場として「多文化コミュニティのつどい」
を開催し、外国籍市民間及び区民、
行政(市)との交流・情報交換を促進す
ることで、誰もが住みやすいまちの実
現を目指す。

<21年度実績>
「多文化コミュニティのつどい」開催
地域のイベント「秋華祭」へ参加
「第3回多文化交流フェスティバル」開催
各外国人コミュニティの活動などを紹介する「多文
化共生ニュース第4号」の発行
多言語版広報紙「中央区ニュース」発行（英語、中
国語、韓国・朝鮮語）
中央区防災マップ（多言語版）を増刷

<22年度予定>
事業継続
多言語版広報紙「中央区ニュース」に（やさしい日
本語）を追加）
多文化共生のつどい（仮称）開催
市内施設見学会を開催

1,878 1,878 中央区まちづくり
推進課

153　男女共同参画社会の実現をめざす市民活動への支援

市民活動の支援
　「男女共同参画社会の実現をめざ
す」ことにテーマを限定していないが、
活動支援拠点等の設置、事務所等の
あっせん、コミュニティ基金の協力、事
業委託・共同事業の推進などの支援
等を行っており、間接的に男女共同
参画も支援していく。

<21年度実績>
市民活動総合支援拠点の提供
　全市の市民活動の支援・交流・活動・情報等の
総合拠点として、生涯学習センター（旧吾妻小学
校の一部）を活用して提供する。
地域活動拠点の提供
　遊休施設を暫定的に活用し、地域活動拠点とし
て中間支援活動を行う市民活動団体に提供（4か
所）

<22年度予定>
事業継続

2,381 2,394 市民参画推進局
地域力強化推進
課

男女共同参画センター（あすてっぷ
ＫＯＢＥ）の運営
　女性の地位向上及び男女共同参画
社会実現のための拠点施設。
　センターでは、女性の意識啓発・エ
ンパワーメントのためのセミナーや就
業支援のための実務講座、また男性
のための講座のほか、女性のグルー
プの活動・交流支援、情報ライブラ
リーの運営、女性のための相談室の
運営などを行い、すべての主催講座
で一時保育を行っている。
　
（施設概要）
　地下1階～地上5階のうち地下1階～
地上2階部分
・B1F　駐車場
・1F　  情報ライブラリー、相談室、交
流コーナー、グループ学習室
・2F　  セミナー室、保育ルーム、印刷
コーナー

<21年度実績>
・各種セミナー・講演会
　からだセミナー（59参照）
　自己表現セミナー
　シネマ＆トーク（11参照）
　ＤＶ防止セミナー（32参照）
　夫婦・家族の法律セミナー
　あすてっぷ講演会（18参照）
　護身セミナー（33参照）
　女性のためのチャレンジセミナー（67参照）
　再就職準備セミナー（85参照）
　育児休業からの職場復帰準備セミナー（70参
照）
　男の生き方セミナー（19参照）
　仕事と子育てカウンセリング・セミナー

・市民企画講座（11 参照）
・情報ライブラリー（23参照）
・女性のための相談室（127 参照）
・一時保育（57参照）

<22年度予定>
事業継続

40,108 35,032 市民参画推進局
男女共同参画課
（男女共同参画セ
ンター）
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（1）　地域での国際化の推進

事業名と内容 21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

154　国際理解のための啓発の推進

国際理解のための市民講座
（趣旨）12月の人権週間にあわせ、在
日外国人の問題を広く民族・文化を
テーマとして、人権問題の側面からの
内容を盛り込み、市民の理解と認識を
高めるための啓発の一環とする。
（所管）市民参画推進局（広聴課）、国
際文化観光局、教育委員会（生涯学
習課）の3局共管（主担当は毎年持ち
回り）

<21年度実績>
開催回数：3回

<22年度予定>
事業継続

― ―市長室国際交流
推進部

学校国際交流支援事業
 神戸市とシアトル市の高校生を相互
に派遣交流することにより、両市の友
好を深めるとともに、小・中・高等学校
が独自に実施する国際交流事業の支
援を行い、児童生徒の国際理解への
関心・意欲の向上をはかる。

<21年度実績>
①神戸市立高校生シアトル派遣
　高校生10名、引率教員2名を9月に派遣（１週
間）
　高校訪問、ホームステイなど
②シアトル高校生受け入れ
　シアトル市シーフェアー事務局から高校生を11
月に受け入れ、市内高校生と交流、ホームステイ
など
③海外の学校と姉妹校提携に基づき相互訪問を
実施する学校に対する支援をする。
④海外からの修学旅行などを受け入れて教育交
流を行う学校に対し支援をする。
⑤豪州クインズランド州高校生受入（２ヶ月市立高
校生宅とその在籍校）

<22年度予定>
　事業継続
神戸ブリスベン教育交流（新規）
　中学生6名、引率教員2名を8月に派遣（1週間）
　学校訪問、ホームステイなど
　ブリスベンより中学生受け入れ

6,227 9,248 教育委員会事務
局指導課

155　在住外国人との交流の推進（その１）

市民交流事業の推進
・外国人による児童国際教育
（目的）外国人が児童に母国の説話、
遊戯、歌唱を紹介することにより、児童
の異文化への理解を深める。
・情報誌「ajisai」の発行（隔月発行）
（内容）生活情報、市政情報、国際交
流関係記事等
（対象）市内在住外国人（留学生含）、
国際交流団体、市内大学、市立高校・
外国人学校・日本語学校の学生等
（使用言語）英語・日本語
・国際交流活動助成金の交付
　国際交流団体が神戸市内で開催す
る行事に対して助成金（1件10万円以
内）支給し、その活動を支援する。
・国際交流フェア
　民間の国際交流団体相互の情報交
換・連帯を図るとともに、市民に団体の
活動を紹介し、市民の国際交流活動
参加の契機とする。

<21年度実績>
・外国人による児童国際教育
　市内36児童館で実施。
・情報誌「ajisai」の発行（隔月発行）
　（発行部数）4,500部、年6回発行
・国際交流活動助成金の交付
　1件10万円以内を11件
・国際交流フェア
　日時：22年3月13日・14日
　場所：神戸市勤労会館、
　　　　　ハーバーランドスペースシアター
　参加団体：49団体

<22年度予定>
事業継続

12,616 11,676 市長室国際交流
推進部

課題2　国際理解と国際交流の推進
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事業名と内容 21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

155　在住外国人との交流の推進（その２）

神戸アジア交流プラザの運営
　アジアに関する情報の収集・提供・
文化の紹介及び地域とアジアとのつ
ながりを推進し、地域の活性化に寄与
する。
(開館時間）
　10時～17時30分
　水・日祝及び年末年始は休館
(事業内容）
　・情報提供
　・アジア語学サロン
　・アジア文化ふれあいセミナー
　　在神のアジア出身者が自国の文化
    を日本語で紹介
　・市民国際交流講座
　　アジア各国の文化を日本語で紹介

<21年度実績>
民間団体に施設管理を委託して活用

<22年度予定>
事業継続

11,498 12,301 市長室国際交流
推進部

156  外国人への支援の充実（その１）

日本語教室の開催
　ボランティア団体開催の日本語教室
を支援

<21年度実績>
（教室）
・KFC（神戸定住外国人支援センター）
・東灘日本語教室

<22年度予定>
事業継続

1,800 1,800 市長室国際交流
推進部

外国人生活支援事業助成
　外国人が暮らしやすいまちづくりに
資する事業を実施する民間団体の活
動を支援することにより、地域の国際
化を推進する。

<21年度実績>
外国人生活支援事業助成

<22年度予定>
事業継続

400 400 市長室国際交流
推進部

外国人市民会議の設置
　外国人市民の市政への参画を推進
し、ともに生きる社会を築くにあたり、
外国人市民に神戸市政についての意
見、提案等を求め、それらを市政に反
映させるため、外国人市民会議を設
置する。

<21年度実績>
開催回数：1回
テーマ：「次期基本計画の策定について」他
参加者数：外国人市民及び日本人学識経験者11
人

<22年度予定>
事業継続

337 332 市長室国際交流
推進部

外国人のためのワンストップサービ
ス
　（財）神戸国際協力センターの運営
する「神戸国際コミュニティセンター」
の情報提供機能、相談機能等の窓口
機能を充実し、外国人のためのワンス
トップサービス機能を整備する。

<21年度実績>
月～金　10:00～17:00　英語・中国語
月・水：ベトナム語
火・木：ポルトガル語
火・木：スペイン語
金：韓国・朝鮮語

<22年度予定>
事業継続

3,673 3,673 市長室国際交流
推進部

災害時における在住外国人支援（新
規）
　災害時における情報発信・通訳ボラ
ンティア制度の運営を外国人コミュニ
ティなどと連携して行うとともに、防災
カード・ハンドブックを作成し、外国人
市民にとって安全・安心な暮らしやす
いまちをめざす。

<21年度実績>
・災害時通訳ボランティア研修の開催

<22年度予定>
事業継続

750 750 市長室国際交流
推進部

中央区ホームページの多言語化
　中央区ホームページの多言語化を
推進し、外国籍市民も利用しやすい
HPを作成する。

<21年度実績>
毎月の区民版広報紙のお知らせ欄及び保健だよ
りの一部を、英語と韓国・朝鮮語、中国語に翻訳し
て公開

<22年度予定>
事業継続

1,814 1,008 中央区まちづくり
推進課
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事業名と内容 21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

156  外国人への支援の充実（その２）

外国人市民生活サポート事業
　外国人市民への情報提供を中心と
したサポート体制をさらに充実させる。

<21年度実績>
･外国人市民生活相談員研修の実施
・くらしのオリエンテーションの試行的実施
･同行通訳の試験的実施

<22年度予定>
事業内容は同上、一部拡充

2,500 ― 市長室国際交流
推進部（（財）神戸
国際協力交流ｾﾝ
ﾀｰ）

157　長期海外生活体験者への情報提供・相談の実施

長期海外生活体験者への情報提
供・相談の実施
　帰国児童生徒など海外生活体験者
が、学校生活等に円滑に参画できるよ
う、情報提供や相談を通じて支援す
る。また、教育の国際化を推進する。

<21年度実績>
・帰国児童生徒への情報提供・相談窓口
・学校生活への適応
　①神戸生田中学校JSL教室（生田中学校生徒11
    名、その他4名に実施）
　②「学校生活ガイドブック」（日本語、英語、中国
    語、韓国・朝鮮語、ベトナム語、ポルトガル語、
    スペイン語）のイントラネットへの掲載
　③日本語の初期指導や国際理解教育に役立つ
     図書や教材、CD等の貸し出し・教育の国際化
の推進
　①こうべ地球っ子プログラムの実施
　　全小学校で実施。延べ811時間。講師は25ヶ
国61名

541,065 609,535 教育委員会事務
局指導課

<22年度予定>
事業内容は同上、一部拡充
こうべ地球っ子プログラム（全小学校で実施）
英語活動　全小学校3,4年生年間7時間　5,6年生
年間10時間外国人講師を配置　　5,6年生は担任
等による授業と合わせ年間23時間以上実施
外国人英語助手　89名（高等学校13名、中学校
75名、指導課1名）小学校28名増員（2学期より）

（2）　地球的視野に立つ国際交流と国際協力の推進

事業名と内容 21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

158  市民による国際交流・国際協力への支援

市民の海外活動への支援
・青年海外協力隊派遣隊員への活動
の支援
　青年海外協力隊員として派遣される
市民に対し、事前情報の提供

<21年度実績>
青年海外協力隊員として派遣される
市民への情報提供

<22年度予定>
事業継続

― ―市長室国際交流
推進部

啓発及び広報
・機関紙「ajisai」の発行
（再掲　155 参照）
・国際協力プラザコーナー
　国際協力に関する総合的な情報を
提供する「国際協力プラザコーナー」
を運営する。

<21年度実績>
・機関紙「ajisai」の発行
（再掲　155参照）

<22年度予定>
事業継続

― ―市長室国際交流
推進部
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事業名と内容 21年度実績と22年度予定
21年度予算
額（千円）

22年度予算
額（千円）

所管課

159  海外情報の収集と提供

開発途上国の都市に関する諸情報
の収集・提供
　アジアの諸都市の都市データの収
集及び蓄積をし、検索及び閲覧可能
なデータベースの充実を図るととも
に、これらの情報を国際協力諸団体、
市民等に提供する。

<21年度実績>
・ニューズレターの発行
　「Asian Cities and People」
・ホームページでの情報提供
　研修参加者のシティレポート、ニューズレター等
をホームページに掲載
・e-mailでの質問・紹介受付
　アジア諸都市の抱える諸問題に関連する資料等
を要請に応じて提供

<22年度予定>
事業継続

1,165 1,165 市長室国際交流
推進部

160  環境問題についての理解の推進

外国語版「ごみと資源の出し方ルー
ルちらし」の作成
（再掲　152参照）

<21年度実績・22年度予定>
（152参照）

― ― 環境局減量リサイ
クル推進課

事業系ごみ指定袋への外国語表記
の表示
（再掲　152参照）

<21年度実績・22年度予定>
（152参照）

― ― 環境局事業系廃
棄物対策室
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神戸市男女共同参画計画(第2次)　体系図

基本目標Ⅰ　あらゆる分野への男女共同参画の促進

1 政策・方針決定の場への女性 （1） 市政への女性の参画の促進 1 市の審議会などへの女性委員の登用促進

の参画の促進 2 女性の人材情報の充実

3 女性の人材を育成する場の充実

4 市政への女性の意見の反映

（2） 企業・団体などにおける女性の 5 企業、教育･研究機関､その他各種機関

方針決定への参画の促進 ・団体などにおける方針決定の場への

女性の登用の啓発

6 市が出資する公社等における女性の

登用の促進

（3） 政治・選挙への女性の参加・ 7 政治・選挙への女性の参加・参画を

参画の促進 促進するための啓発

（4） 市における女性職員の職域拡大 8 積極的改善措置としての女性職員の

と登用促進 職域拡大

9 女性職員の管理職への登用の促進・支援

10 女性職員の働きやすい職場環境の整備

2 家庭生活・地域社会への男女 （1） 家事・育児・介護への男性の 11 家庭・地域活動での男女共同参画に向
共同参加・参画の促進 参加・参画の促進 けた啓発

12 男性が参加しやすい家事・育児・介護
講座の充実

（2）　地域活動・市民活動への男女 13 地域社会での男女平等についての啓発
共同参加・参画の促進 14 地域活動、防災福祉コミュニティ活動

、ボランティア活動など市民活動への

参加･参画促進のための環境整備

15 女性リーダーの育成

基本目標Ⅱ　男女共同参画社会への意識啓発

1 あらゆる世代・立場を視野に （1） 人権課題としての男女共同参画 16 ｢男女共同参画推進月間｣の実施
入れた意識啓発への取り組み ・女性問題に関する広報・啓発 17 多様な広報媒体による広報・啓発の充実

の充実 18 あらゆる世代・立場の市民を対象と
した啓発の推進

19 男性に対する啓発の推進
20 企業･団体などへの出前講座の実施
21 人権教育・啓発の推進

（2）　男女共同参画・女性問題・男性 22 男女共同参画・女性問題・男性問題に
問題に関する調査・研究の推進 関する調査

23 男女共同参画・女性問題・男性問題に
関する情報の収集・整理・提供

24 市内大学での男女共同参画・女性問題
・男性問題研究の推進

25 無償労働について考える機会の提供

（3）　市職員に対する意識啓発の取り 26 市職員を対象とする意識調査
組み 27 市職員に対する男女共同参画に関する

研修の推進

28 管理職に対する男女共同参画に関する
研修の推進

29 市職員の能力向上のための研修の推進

（4）　関係機関との連携による啓発の 30 男女共同参画推進会議による啓発事業
推進 の推進

課　　　題 施策の方向

課　　　題 施策の方向

具体的事業

具体的事業
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基本目標Ⅱ　男女共同参画社会への意識啓発

2 女性の人権尊重の啓発 （1）　女性に対するあらゆる暴力の 31 女性に対するあらゆる暴力を許さない
根絶に向けての啓発の推進 社会環境づくりへの啓発の推進

32 ＤＶ（ﾄﾞﾒｽﾃｨｯｸ･ﾊﾞｲｵﾚﾝｽ）防止のため
の啓発の推進

33 男性に対するＤＶ防止のための啓発の
推進

34 セクシュアル・ハラスメント防止の
ための啓発の推進

35 女性への暴力に関する実態調査

（2） メディアにおける女性の人権の 36 メディアにおける女性の人権尊重に
尊重 ついての啓発の推進

37 男女共同参画の視点をもち､メディア
からの情報を読み解く能力の向上・

育成

38 男女共同参画の視点からの表現につい
ての啓発

3 男女共同参画の視点に立つ （1）　男女共同参画の視点に立つ社会 39 市民への広報・啓発活動の推進
社会制度・慣行の中立性への 制度・慣行の中立性への配慮、 40 男女共同参画に関連する法令等につい
配慮、意識啓発 意識啓発 ての普及・啓発

4 男女共同参画の視点に立つ （1）　男女共同参画の視点に立つ家庭 41 男女共同参画の視点に立つ家庭教育の
教育の推進 教育の推進 推進

（2）　男女共同参画の視点に立つ学校 42 男女共同参画の視点に立つ指導計画の
教育の推進（保育所・幼稚園を 作成

含む） 43 男女共同参画に関する教材の充実・活用

44 教育・保育関係者への研修の充実
45 学校運営における男女共同参画の促進
46 男女共同参画の視点に立つ主体的な
進路・職業選択能力の育成

47 職業観･勤労観を育てる教育の推進
48 自己実現の力の育成
49 男女混合名簿の定着の促進
50 男女共同参画の視点に立つ､中学校の
技術・家庭科教育、小学校･高等学校

の家庭科教育の推進

51 学校におけるセクシュアル･ハラスメ
ントの防止や対策の整備･充実

（3）　男女共同参画の視点に立つ社会 52 男女共同参画の視点に立つ社会教育
教育の推進 講座の開催

5 多様な選択を可能にする生涯 （1）　男女共同参画の視点に立つ生涯 53 男女共同参画の視点に立つ生涯学習の
学習の充実 学習の推進 充実

（2）　女性の能力向上を実現する生涯 54 女性の能力の向上につながる生涯学習
学習の推進 の充実

55 女性リーダーの育成支援
56 女性の自主的学習活動への支援

（3）　男女共に参加しやすい条件整備 57 一時保育付き講座の拡大
58 企業・団体などへの働きかけ

6 性の尊重についての啓発と （1）　人権としての性への意識啓発 59 性についての女性の人権を尊重する啓発

教育の充実 60 性の商品化を防ぐ啓発の推進

（2）　女性の人権を尊重する視点から 61 学校教育における性教育の充実
の性教育の充実 62 性について学習できる場の充実

課　　　題 施策の方向 具体的事業
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基本目標Ⅲ　就業の場における男女共同参画の促進

1 雇用の分野における男女平等 （1）　職場における男女平等の推進 63 男女雇用機会均等法などの普及のため
の推進 の啓発の推進

64 妊娠･出産などの母性の保護とそれを
理由とした差別解消に向けての啓発

65 職場におけるセクシュアル･ハラスメ
ント防止に関する啓発

66 企業の積極的改善措置への取り組みに
ついての啓発

（2）　女性の職業意識・能力の向上 67 女性の職業観や職業意識、仕事に必要
な能力を育成する講座などの充実

68 女性の職域拡大を推進するための啓発

2 仕事と家庭・地域生活の （1）　仕事と家庭・地域生活の両立の 69 仕事と家庭・地域生活の両立支援に
両立の推進 ための啓発の推進 関する企業、大学及び市民への啓発

70 育児･介護休業法などの普及のための
啓発の推進

71 男性の育児･介護休業の取得に向けて
の啓発

（2）　職業生活と家庭・地域生活の 72 労働時間短縮に向けた普及啓発
両立に向けた働き方についての 73 フレックスタイム制・再雇用制度など
啓発の推進 の普及・啓発

3 多様な働き方を可能にする （1）　パートタイム労働・派遣労働・ 74 パートタイム労働法・労働者派遣法の
就業条件の整備 期間雇用（契約社員）等で働く 普及のための啓発の推進

女性を中心とした労働条件の 75 パートタイム労働・派遣労働・期間雇
向上 用(契約社員)等で働く人の実態把握

（2）　 76 家族従業者・家内労働者として働く
支援 女性の実態把握

77 さまざまな場における女性の活躍の促進

（3）　 78 農漁業に従事する女性の実態把握
79 農漁業に従事する女性の経済基盤確立
に向けた啓発・支援

80 女性農漁業者の積極的な育成支援
81 意思決定の場への農漁業に従事する女性の

参画の働きかけ

（4）　在宅就業(家内労働・在宅ワーク） 82 多様な働き方を可能にするための支援
、ＳＯＨＯ､コミュニティ・ビジ 83 家内労働法､在宅ワークガイドライン
ネスなどの多様な働き方への情報 の普及・啓発

提供等の支援

4 女性の就業機会の拡大 （1）　女性の就業支援 84 就業支援のための講座及び情報提供・
相談の充実

（2）　再就職等へのチャレンジ支援 85 再就職等へのチャレンジ支援のための
講座などの充実

（3）　女性起業家への支援 86 起業家育成講座の実施
87 起業についての相談窓口の充実

課　　　題 施策の方向

家族従業者の労働条件の向上

農漁業に従事する女性への支援

具体的事業
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基本目標Ⅳ　自立を支える社会環境の整備

1 子育てをしやすい環境の整備 （1）　多様な保育ニーズにこたえる 88 保育所などの充実
保育施策の推進 89 保育所情報の提供

90 放課後児童健全育成事業の充実
91 子育てを支える多様な保育サービスの
提供

（2）　育児休業を取りやすい環境の 92 育児休業制度の定着の促進
整備 93 男性も育児休業を取りやすい環境づくり

（3）　児童虐待の防止 94 児童虐待（ＤＶ被害者の子どもを含む）
の早期発見・早期対応と相談機能の充実

95 児童虐待防止のための啓発

（4）　父親の子育て参加の促進 96 両親教室の開催
97 父親のための子育て講座の開催

（5） 子育てをしやすいまちづくり 98 子育てについての相談の充実
99 「地域での子育て」支援

100 子育てリフレッシュステイ事業などの
充実

101 児童館の整備・充実
102 子ども会活動などの支援
103 子連れで安心して行動できるまちづくり
104 小児科救急医療体制の整備

2 介護にかかわる環境の整備 （1）　介護の社会化・男女共同参加の 105 介護の社会化についての啓発
促進 106 介護について学習する機会の充実

107 介護にかかわる人材の養成と確保
108 高齢者虐待の早期発見・早期対応と

相談機能の充実

（2） 介護保険制度の円滑な運営 109 介護保険制度の周知
110 介護保険サービスの質の向上
111 介護保険に係る総合的な相談･情報

提供体制の整備

112 介護予防対策等の実施

（3）　介護休業をとりやすい環境の 113 介護休業制度の定着の促進
整備

（4）　在宅福祉サービスの基盤整備 114 在宅福祉・保健サービスの充実
115 特別養護老人ホームなど施設の整備
116 地域ケアシステムの推進

3 高齢者の主体的生活を支える （1）　高齢者の社会参画と生活安定の 117 高齢者の学習機会の充実
条件整備 推進

119 高齢社会に対応する生活設計への支援
120 高齢者の財産保全の支援

4 社会的支援を必要とする　 （1）　ひとり親家庭(母子・父子・ 121 ひとり親家庭への支援
女性(男性)のための支援の 寡婦家庭)への自立の支援

充実 （2）　障害のある人(大人・子どもを 122 障害や障害のある人への理解促進の
含む。以下同じ。)の自立及び ための啓発の推進

その家族への支援 123 障害のある人の地域生活への移行
への支援

124 障害のある人の就労の促進
125 障害のある人及びその家族への相談・

情報提供の充実

126 障害のある人の家族の仲間づくりへの
支援

（3）　総合的相談体制の充実 127 女性のための総合的相談体制の整備
128 男性のための相談窓口の設置
129 男女共同参画の視点に立つカウンセ

ラーの確保

118

具体的事業

高齢者の就業機会の確保

課　　　題 施策の方向
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5 ユニバーサルデザインの （1）　ユニバーサルデザインの視点 130 ユニバーサルデザインの視点に立つ
まちづくり に立つ施設等の整備の促進 公共建築物､交通施設､道路､公園等の

整備

131 高齢者等に配慮した市営住宅等の整備
132 住宅等のバリアフリー化に関する支援

（2）　ユニバーサルデザインの普及 133 ユニバーサルデザインの普及･推進
促進 134 ｢ユニバーサルデザイン」に関する

教育・啓発

基本目標Ⅴ　生涯を通じた心身の健康づくり

1 女性に対するあらゆる暴力の （1）　相談体制の充実 135 相談体制・広報の充実
根絶に向けての取り組みの 136 関係機関の職員への研修の実施

のネットワークづくり 138 関係行政機関同士及び公的機関、民間
シェルターなどとのﾈｯﾄﾜｰｸづくり

2 性と生殖に関する理解と互い （1）　生涯を通じた女性の健康保持 139 女性の健康についての啓発の推進
の意思の尊重のための取り 及び増進 140 女性の健康づくり対策の充実

の推進 啓発の推進

142 検査・相談体制の充実

3 男女のこころとからだの健康 （1）　こころとからだの健康づくりの 143 薬物乱用防止に向けた啓発･教育の充実
づくりへの支援の充実 推進 144 喫煙の有害性やアルコール依存症防止

に関する啓発の推進

145 男性への心身の健康づくりに関する啓発

（2）　相談体制の充実 146 女性のこころやからだの悩みについて
の相談体制の充実

147 男性のこころやからだの悩みについて
の相談体制の充実

4 妊娠・出産などの母性の保護 （1）　妊娠・出産などの母性の社会的 148 妊娠・出産などの母性の社会的重要性
と母子保健施策の充実 重要性についての啓発の推進 についての啓発の推進

149 母性について考える機会の提供

（2） 妊娠・出産などの母性の保護・ 150 妊娠・出産などの母性の保護対策の充実
母子保健対策の充実 151 母子保健対策の充実

基本目標Ⅵ　平和への貢献と連帯の推進

1 性・世代・国籍を越えた連帯 （1） 性・世代・国籍を越えたパート 152 性・世代・国籍を越えたパートナー
の推進 ナーシップの形成 シップの形成

153 男女共同参画社会の実現をめざす市民
活動への支援

2 国際理解と国際交流の推進 （1）　地域での国際化の推進 154 国際理解のための啓発の推進
155 在住外国人との交流の推進
156 外国人への支援の充実
157 長期海外生活体験者への情報提供・

相談の実施

（2）　地球的視野に立つ国際交流と 158 市民による国際交流・国際協力への支援
国際協力の推進 159 海外情報の収集と提供

160 環境問題についての理解の推進

推進 137 被害者保護体制の充実と自立への支援（2）　被害者への支援及びそのため

課　　　題 施策の方向 具体的事業

課　　　題 施策の方向 具体的事業

具体的事業施策の方向課　　　題

組みの推進
（2）　ＨＩＶ/エイズ及び性感染症対策 141 正しい情報の提供と感染防止のための

139
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神戸市男女共同参画の推進に関する条例 
 

平成 15 年 3 月 27 日 
神戸市条例第 57 号 

 

 

目 次 

 前文 

 第１章 総則（第１条－第６条） 

 第２章 男女共同参画の推進を阻害する

行為の制限（第７条・第８条） 

 第３章 基本的施策（第９条－第21条） 

 第４章 神戸市男女共同参画審議会（第22

条） 

 附則 

 
 個人の尊重と法の下の平等がうたわれて

いる日本国憲法の下，国においては，男女平

等の実現に向けて，女子に対するあらゆる形

態の差別の撤廃に関する条約及び家族的責

任を有する男女労働者の機会及び待遇の均

等に関する条約を批准し，男女共同参画社会

基本法（平成11年法律第78号）を制定する

などして，国際社会の取組と連動しつつ，法

制度の整備が進められてきた。 
 神戸市においても，こうした国際社会や国

内の動向を踏まえ，男女共同参画社会の実現

を目指して様々な取組を進めてきた。しかし

ながら，今なお，社会には，性別による固定

的な役割分担等とそれに基づく制度や慣行

及び様々な形態の暴力等の人権侵害が存在

しており，真の男女平等を達成するためには

多くの課題が残されている。 
 一方で，少子高齢化が一層進行し，経済が

成熟化するなど，社会経済情勢は急速に変化

している。このことは，家族形態や地域社会

の変化にも影響を与えており，社会の基礎で

ある家族とそれを取り巻く地域社会とのつな

がりは，ますますその重要性が増大している。 
 このような状況に対応していく上で，男女

が，互いを尊重し合い，責任を分かち合いな

がら共に力を合わせて有償又は無償の労働を 
 

 
 
担い，かつ，社会の様々な場で意思決定の過

程にかかわることができる男女共同参画社

会づくりは，本市においても緊要な課題とな

っている。 
 こうした認識の下，市民のだれもが，性別

によって活動を制限されることなく個人と

して尊重され，自律的に自分らしい生き方を

選択することができる夢と活力あふれる神

戸を，市，市民，事業者の協働により築くこ

とを目指して，この条例を制定する。 
 
第１章 総則 

 （目的） 

第１条 この条例は，男女共同参画の推進に

関し，基本理念を定め，並びに市，市民及

び事業者の責務を明らかにするとともに，

市の施策の基本的事項を定めることによ

り，男女共同参画社会づくりを総合的かつ

計画的に推進することを目的とする。 
 （定義） 

第２条 この条例において，次の各号に掲げ

る用語の意義は，当該各号に定めるところ

による。 
 (1) 男女共同参画 男女が，社会の対等な

構成員として，自らの意思によって社会

のあらゆる分野における活動に参画す

る機会が確保され，もって男女が均等に

政治的，経済的，社会的及び文化的利益

を享受することができ，かつ，共に責任

を担うべきことをいう。 
 (2) 積極的改善措置 前号に規定する機会

に係る男女間の格差を改善するため必

要な範囲内において，男女のいずれか一

方に対し，当該機会を積極的に提供する

ことをいう。 
 （基本理念） 
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第３条 男女共同参画の推進は，男女の個人

としての尊厳が重んぜられること，男女が

性別による差別的取扱いを受けないこと，

男女が個人として能力を発揮する機会が

確保されることその他の男女の人権が尊

重されることを旨として，行われなければ

ならない。 
２ 男女共同参画の推進に当たっては，社会

における制度又は慣行が，性別による固定

的な役割分担等を反映して，男女の社会に

おける活動の選択に対して中立でない影

響を及ぼすことにより，男女共同参画の推

進を阻害する要因となるおそれがあるこ

とにかんがみ，社会における制度又は慣行

が男女の社会における活動の選択に対し

て及ぼす影響をできる限り中立なものと

するように配慮されなければならない。 
３ 男女共同参画の推進は，男女が，社会の

対等な構成員として，様々な政策又は方針

の立案及び決定に共同して参画する機会

が確保されることを旨として，行われなけ

ればならない。 
４ 男女共同参画の推進は，家族を構成する

男女が，相互の協力及び社会の支援の下に，

子の養育，家族の介護その他の家庭生活に

おける活動について家族の一員としての

役割を円滑に果たし，かつ，職域，地域等

における活動を行うことができるように

することを旨として，行われなければなら

ない。 
５ 男女共同参画の推進は，男女が，妊娠及

び出産の機能を有する女性の心身に対す

る理解を深めるとともに，対等な関係の下

に性と生殖に関する互いの意思が尊重さ

れること並びに男女の生涯にわたる健康

の維持及び増進が図られることを旨とし

て，行われなければならない。 
６ 男女共同参画の推進が国際社会におけ

る取組と密接な関係を有していることに

かんがみ，男女共同参画の推進は，国際的

な協調の下に行われなければならない。 
７ 男女共同参画の推進は，地域社会を構成

する市民一人一人が自律的に，及び協働し

て取り組むことを旨として，行われなけれ

ばならない。 
 （市の責務） 

第４条 市は，前条に定める男女共同参画の

推進についての基本理念にのっとり，男女

共同参画の推進に関する施策（積極的改善

措置を含む。以下同じ。）を策定し，及び

実施しなければならない。 
２ 市は，市の職員一人一人の男女共同参画

に関する認識を高めるよう努めなければ

ならない。 
３ 市は，男女共同参画の推進に関する施策

を実施するため，財政上の措置その他の必

要な措置を講ずるよう努めなければなら

ない。 
 （市民の責務） 

第５条 市民は，男女共同参画に関する理解

を深め，その推進に主体的かつ自律的に取

り組むよう努めなければならない。 
（事業者の責務） 

第６条 事業者は，法人であるか個人である

かを問わず，その事業活動において，男女

が職業生活と家庭生活等とを両立して行

うことができる就業環境を整備し，及び職

域における活動に平等に参画することが

できる機会を確保するよう努めるととも

に，市が実施する男女共同参画の推進に関

する施策に協力するよう努めなければな

らない。 
 
第２章 男女共同参画の推進を阻害する行

為の制限 

 （性別による権利侵害の禁止） 

第７条 何人も，社会のあらゆる場において，

性別による差別的取扱い，セクシュアル・

ハラスメント（性的な言動に対する相手方

の対応によってその者に不利益を与え，又

は性的な言動により相手方の生活の環境を

害することをいう。）又は配偶者間など男

女の間における身体若しくは精神に苦痛

を与える暴力的行為を行ってはならない。 
 （公衆に表示する情報に関する留意） 
第８条 何人も，公衆に表示する情報におい
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て，性差別，性別による固定的な役割分担

又は暴力的行為を助長する表現及び著し

く性的感情を刺激する表現を行わないよ

う留意しなければならない。 
 
第３章 基本的施策 

 （男女共同参画計画） 

第９条 市長は，男女共同参画の推進に関す

る施策を総合的かつ計画的に実施するた

めの基本的な計画（以下「男女共同参画計

画」という。）を策定するものとする。 
２ 男女共同参画計画は，次に掲げる事項に

ついて定めるものとする。 
 (1) 総合的かつ長期的に講ずべき男女共同

参画の推進に関する施策の大綱 
 (2) 前号に掲げるもののほか，男女共同参

画の推進に関する施策を総合的かつ計

画的に推進するために必要な事項 
３ 市長は，男女共同参画計画を策定するに

当たっては，第 22 条第１項に規定する神

戸市男女共同参画審議会の意見を聴くも

のとする。 
４ 市長は，男女共同参画計画を策定するに

当たっては，市民及び事業者（以下「市民

等」という。）の意見を反映することがで

きるよう適切な措置を講ずるものとする。 
５ 市長は，男女共同参画計画を策定したと

きは，遅滞なく，これを公表するものとす

る。 
６ 前３項の規定は，男女共同参画計画の変

更について準用する。 
 （施策の策定等に当たっての配慮） 

第 10 条 市は，男女共同参画の推進に影響

を及ぼすと認められる施策を策定し，及び

実施するに当たっては，男女共同参画の推

進に配慮するものとする。 
 （附属機関等への共同参画の機会確保） 

第 11 条 市長は，審議会その他の附属機関

を組織する委員を委嘱し，又は任命する場

合には，男女の数の均衡に配慮するよう努

めるものとする。 
２ 市は，女性職員の職域の積極的な拡大及

び能力開発に努めるものとする。 

 （市民等の理解を深めるための措置） 

第 12 条 市は，広報活動，広聴活動等を通じ

て，男女共同参画に関する市民等の理解を

深めるよう適切な措置を講ずるものとする。 
 （男女共同参画推進月間） 

第 13 条 市は，男女共同参画について広く

市民等の関心と理解を深めるため，年１回，

男女共同参画推進月間を設けるものとする。 
 （調査研究） 

第 14 条 市は，男女共同参画の推進に関す

る施策の総合的かつ計画的な推進のため

に必要な調査研究を行うとともに，その成

果を公表するものとする。 
 （家庭生活における活動とその他の活動の

両立の支援） 

第 15 条 市は，男女が共に，家庭生活にお

ける活動と職域，地域等における活動とを

両立して行うことができるように，必要な

支援を行うよう努めるものとする。 
 （雇用等の分野における男女共同参画の推

進） 

第 16 条 市は，事業者が，その事業活動に

おいて積極的改善措置を講ずることがで

きるように，情報提供その他の必要な支援

を行うよう努めるものとする。 
２ 市は，個人で営む事業にその家族が従事

している場合において，その家族が経営の

方針の立案及び決定に共同して参画する機

会が確保されるように，情報提供その他の

必要な支援を行うよう努めるものとする。 
３ 市は，必要があると認めるときは，事業

者に対し，男女共同参画の状況に関する調

査について協力を求めることができる。 
４ 市は，男女共同参画の推進に関して積極

的な取組を行っている事業者の表彰を行

い，当該取組を公表するものとする。 
 （男女平等の視点に立つ学校教育及び社会

教育の推進） 

第 17 条 市は，学校教育及び社会教育の場

において，男女平等を推進するための教育

又は学習の充実のために必要な措置を講

ずるものとする。 
 （市民等に対する支援） 
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第 18 条 市は，男女共同参画の推進に関す

る活動を行う市民等に対し，情報提供その

他の必要な支援に努めるものとする。 
 （年次報告） 

第 19 条 市長は，男女共同参画計画に基づ

いた施策の実施状況について年次報告書

を作成し，これを公表するものとする。 
 （市民等からの申出の処理） 

第 20 条 市長の附属機関として，男女共同

参画苦情処理委員（以下「苦情処理委員」

という。）を置く。 
２ 市民等は，市が実施する男女共同参画の

推進に関する施策又は男女共同参画の推

進に影響を及ぼすと認められる施策につ

いての苦情又は提案（以下「苦情等」とい

う。）並びに男女共同参画の推進を阻害す

る要因によって人権が侵害された場合の

相談について，市長に申し出ることができ

る。 
３ 市長は，前項の申出があった場合，規則

の定めるところにより，苦情処理委員に事

案の調査及び処理を命ずるものとする。 
４ 苦情処理委員は，市長に調査結果を報告

し，必要があると認めるときは，助言，是

正の要望等必要な措置を講ずるよう市長

に意見を述べることができる。 
５ 市長は，前項の意見を尊重して，必要な

措置を講ずるよう努めるとともに，調査結

果及び意見並びに講じた措置の内容を申

出人に通知しなければならない。 
６ 市長は，前項の措置を行うに当たって，

必要があると認めるときは，第 22 条第１

項に規定する神戸市男女共同参画審議会

の意見を聴くことができる。 
７ 前各項に定めるもののほか，市民等から

の申出の処理に関し必要な事項は，規則で

定める。 
 （推進体制） 

第 21 条 市は，男女共同参画の推進に関す

る施策を総合的に実施するため，必要な推

進体制を整備するものとする。 
 
第４章 神戸市男女共同参画審議会 

 （男女共同参画審議会） 

第 22 条 市長の附属機関として，神戸市男

女共同参画審議会（以下「審議会」という。）

を置く。 
２ 審議会は，次に掲げる事務を行う。 
 (1) 諮問に応じ，男女共同参画計画その他

男女共同参画の推進に関する重要事項

を調査審議し，及び意見を述べること。 
 (2) 男女共同参画の推進に関する施策の実

施状況について意見を述べること。 
 (3) 諮問に応じ，第20条第２項の苦情等の

申出に関して意見を述べること。 
３ 審議会は，20人以内の委員で組織する。 
４ 前項の委員のうち男女いずれか一方の

委員の数は，委員の総数の 10 分の４未満

であってはならない。 
５ 委員の任期は，２年とする。ただし，再

任を妨げない。 
６ 委員が欠けた場合における補欠委員の

任期は，前任者の残任期間とする。 
７ 前各項に定めるもののほか，審議会の組

織及び運営に関し必要な事項は，規則で定

める。 
 
   附 則 

 この条例は，平成 15 年４月１日から施行

する。ただし，第９条，第20条及び第22条

の規定は，規則で定める日から施行する。 
 
 （平成15年7月7日規則第23号により第

9条及び第22条の規定は，平成15年7月10
日から施行） 
 （平成15年9月16日規則第28号により

第20条の規定は，平成15年10月1日から

施行
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神戸市男女共同参画審議会規則 

平成15年７月９日 

神戸市規則第24号 

 （趣旨） 

第１条 この規則は，神戸市男女共同参画の

推進に関する条例（平成15年３月条例第57

号）第22条第７項の規定に基づき，神戸市

男女共同参画審議会（以下「審議会」とい

う。）の組織及び運営に関し必要な事項を

定めるものとする。 

（委員） 

第２条 委員は，次に掲げる者のうちから市

長が委嘱する。 

（1） 学識経験のある者 

（2） 市民 

（3） 事業者 

（4） 前３号に掲げる者のほか，市長が必

要があると認める者 

（会長及び副会長） 

第３条 審議会に会長及び副会長を置く。 

２ 会長及び副会長は，委員の互選によって

定める。 

３ 会長は，審議会に関する事務を処理し，

審議会を代表する。 

４ 副会長は，会長を補佐し，会長に事故が

あるとき，又は会長が欠けたときは，その

職務を代理する。 

（会議） 

第４条 審議会は，会長が招集し，会長が，

その議長となる。 

２ 審議会は，委員の総数の半数以上の者が

出席しなければ，会議を開くことができな

い。 

３ 審議会の議事は，出席委員の過半数でこ

れを決し，可否同数のときは，議長の決す

るところによる。 

（部会） 

第５条 審議会は，その定めるところによ

り，部会を置くことができる。 

２ 部会は，審議会の議決により付議された

事項について調査審議し，その経過及び結

果を審議会に報告する。 

３ 部会に属すべき委員は，会長が指名す

る。 

４ 部会に部会長を置き，当該部会に属する

委員の互選により選任する。 

５ 第３条第３項及び前条の規定は，部会に

ついて準用する。 

（意見の聴取に関する協力の要請） 

第６条 審議会又は前条の部会は，必要があ

ると認めるときは，関係者の出席及び意見

の聴取に関し協力を要請することができ

る。 

（庶務） 

第７条 審議会の庶務は，市民参画推進局に

おいて処理する。 

 （施行細目の委任） 

第８条 この規則に定めるもののほか，審議

会の運営に関し必要な事項は，会長が定め

る。 

 

附則 

 この規則は，平成15年７月10日から施行す

る。 

附則（平成18年3月31日規則第121号）抄 

 この規則は，平成18年4月1日より施行す

る。 



第４期 神戸市男女共同参画審議会委員名簿 
（敬称略 50 音順） 
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平成 22 年 10 月現在 

氏 名 性別 職 業 ・ 役 職 

有園
ありぞの

 博子
ひ ろ こ

 女 兵庫教育大学大学院准教授 

伊藤
い と う

 公雄
き み お

 男 京都大学大学院文学研究科教授 

勝木
か つ き

 洋子
よ う こ

 女 神戸松蔭女子学院大学人間科学部教授 

加藤
か と う

 恵正
よしまさ

 男 兵庫県立大学政策科学研究所長・教授 

小池
こ い け

 弘三
こうさん

 男 須磨観光協会会長 

佐伯
さ え き

 壽一
としかず

 男 
神戸商工会議所サービス文化部会長 
（神鋼ケアライフ㈱代表取締役社長） 

志水
し み ず

 のり子
の り こ

 女 第 9 期市政アドバイザー 

髙田
た か だ

 昌代
ま さ よ

 女 神戸市看護大学看護学部教授 

立木
た つ き

 茂雄
し げ お

 男 同志社大学社会学部教授 

田中
た な か

 裕子
ひ ろ こ

 女 
株式会社夢工房代表取締役 
(兵庫県経営者協会 女性産業人懇話会副代表幹事) 

富澤
とみざわ

 美智子
み ち こ

 女 厚生労働省兵庫労働局雇用均等室長 

中井
な か い

 伊都子
い つ こ

 女 甲南大学法学部教授 

西村
にしむら

 智
とも

 女 関西学院大学経済学部准教授 

長谷川
は せ が わ

 京子
きょうこ

 女 弁護士 

牧野
ま き の

 光
ひかる

 男 
Ｐ＆Ｇ ジャパン株式会社 
人事統括本部 ダイバーシティマネージャー 

松井
ま つ い

 信五郎
しんごろう

 男 連合神戸地域協議会事務局長 

松原
まつはら

 一郎
いちろう

 男 関西大学社会学部教授 

村上
むらかみ

 早
さ

百合
ゆ り

 女 神戸新聞社経済部長 

吉岡
よしおか

 圭
けい

祐
すけ

 男 第 10 期市政アドバイザー 
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神戸市男女共同参画の推進に関する条例施行規則 
 

平成 15 年 9 月 17 日 
神 戸 市 規 則 第 2 9 号 

 
 

 （趣旨） 

第１条 この規則は，神戸市男女共同参画の

推進に関する条例（平成 15 年３月条例第

57 号。以下「条例」という。）の施行に関

し必要な事項を定めるものとする。 
 （苦情処理委員） 

第２条 条例第 20 条第１項に規定する男女

共同参画苦情処理委員（以下「苦情処理委

員」という。）は，３人以内とし，人格が

高潔で，男女共同参画の推進及び行政に関

し優れた識見を有する者のうちから，市長

が委嘱する。 
２ 苦情処理委員のうち１人以上は，法律に

関し学識経験を有する者でなければなら

ない。 

３ 女性の苦情処理委員及び男性の苦情処

理委員は，それぞれ１人以上でなければな

らない。 

４ 苦情処理委員の任期は，２年とする。た

だし，補欠の苦情処理委員の任期は，前任

者の残任期間とする。 

５ 苦情処理委員は，再任されることができ

る。 

６ 市長は，苦情処理委員が心身の故障のた

め職務の遂行に堪えないと認めるとき，又

は苦情処理委員に職務上の義務違反その

他苦情処理委員としてふさわしくない非

行があると認めるときは，これを解嘱する

ことができる。 

７ 苦情処理委員の職務の執行の方針又は

条例第20条第4項の意見に関する決定は，

苦情処理委員の合議によるものとする。 

 （身分証明書） 

第３条 苦情処理委員は，職務を行う場合に

は，その身分を示す証明書を携帯し，関係

者の請求があったときは，これを提示しな

ければならない。 

２ 前項の証明書は，様式によるものとする。 

（苦情処理委員の庶務） 

第４条 苦情処理委員の庶務は，市民参画推

進局において処理する。 

（申出の方法） 

第５条 条例第 20 条第２項の申出（以下単

に「申出」という。）は，次に掲げる事項

を記載した書面を提出してしなければな

らない。ただし，当該書面を提出すること

ができない特別の理由があると市長が認

めるときは，次に掲げる事項を陳述してす

ることができる。 

（1） 申出人の氏名及び住所（法人その他の 

団体にあっては，名称及び代表者の氏名

並びに主たる事務所の所在地） 

（2） 申出の趣旨及び理由 

（3） 他の機関等への相談等の状況 

（4） 男女共同参画の推進を阻害する要因に

よって人権が侵害された場合の相談（以

下「相談申出」という。）にあっては，

当該人権の侵害があった日 

（5） 申出の年月日 

２ 市長は，前項ただし書の規定による陳述

を受けたときは，その内容を録取するもの

とする。 

（調査及び処理） 

第６条 市長は，条例第 20 条第３項の規定

による命令（以下「調査等命令」という。）

は，次の各号のいずれかに該当する事案以

外の事案について行うものとする。 

（1） 裁判所において係争中の事案又は裁判

所の確定した判決若しくは決定に係る

事案 

（2） 行政不服審査法（昭和37年法律第160

号）に規定する不服申立ての審理中の事

案又は裁決若しくは決定に係る事案 
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（3） 雇用の分野における男女の均等な機会

及び待遇の確保等に関する法律（昭和47

年法律第113 号）第12条に規定する紛

争に係る事案 

（4） 条例又はこの規則の規定に基づく苦情

処理委員の行為に関する事案 
（5） 人権の侵害があった日から１年を経過

した日以後にされた相談申出に係る事

案（市長が正当な理由があると認めるも

のを除く。） 

（6） 前各号に掲げるもののほか，苦情処理

委員に調査及び処理を命ずることが適

当でないと認める事案 

２ 市長は，調査等命令をしたときは，その

旨を申出人及び当該申出に係る市の機関

又は関係人に対し，書面により通知するも

のとする。ただし，相談申出の場合におい

て，相当な理由があると認めるときは，こ

の限りでない。 

３ 市長は，調査等命令をしないことと決定

し，又は取り消したときは，申出人に対し，

その旨及びその理由を書面により通知す

るものとする。 

４ 苦情処理委員は，申出に係る調査及び処

理を行うに当たり，市の機関に対し，説明

を求め，その保有する関係書類その他の記

録を閲覧し，若しくはその写しの提出を求

め，又は関係人に対し，資料の提出若しく

は説明を求めることができる。 

（必要な措置等） 

第７条 条例第20条第５項の措置は，書面

による申出に係る市の機関に対する是正

の指示又は当該関係人に対する助言若し

くは是正の要望とする。 

２ 市長は，条例第20条第５項の措置を行

わないことを決定したときは，前条第２項

の規定による通知をした市の機関又は関

係人に対し，速やかに，書面によりその旨

を通知するものとする。 

（是正その他の措置の報告） 

第８条 前条に規定する是正の指示を受け

た市の機関は，当該是正の指示に基づいて

措置を講じたときは，その旨を書面により

市長に報告しなければならない。 

 （申出の処理の状況の報告等） 

第９条 苦情処理委員は，毎年度１回，申出

の処理の状況，これに関する所見その他の

市長が必要があると認める事項について

の報告書を作成し，市長に提出しなければ

ならない 

２ 市長は，前項の報告書及び次に掲げる事

項を公表するものとする。ただし，公表に

当たっては，個人に関する情報がみだりに

公にされることのないよう最大限の配慮

をするものとする。 

（1） 市長が申出に係る市の機関に対して行

った是正の指示 

（2） 前号の是正の指示に対して，市の機関

が講じた措置 

（施行細目の委任） 

第10条 この規則に定めるもののほか，申

出の処理に関して必要な事項は，市民参画

推進局長が定める。 

 

附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は，平成15年10月１日から施

行する。 

 （苦情処理委員の任期の特例） 

２ この規則の施行後最初に委嘱される苦

情処理委員の任期は，第２条第４項の規定

にかかわらず，平成17年３月31日までと

する。 

 

附則（平成18年3月31日規則第121号）抄 

 この規則は，平成18年4月1日より施

行する。 

 

附則（平成19年3月30日規則第93号）抄 

（施行期日） 

１ この規則は，平成19 年 4 月 1 日から施

行する。 
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神戸市男女共同参画申出処理制度  

 

 

１ 根拠 

神戸市男女共同参画の推進に関する条例第 20 条 

神戸市男女共同参画の推進に関する条例施行規則 

 

２ 申出の対象 

（１）市の男女共同参画に関する施策についての苦情又は提案の申出 

  ・市が実施する男女共同参画の推進に関する施策 

・市が実施する男女共同参画の推進に影響を及ぼすと認められる施策 

（２）男女共同参画に関する人権が侵害された場合の相談の申出（市内で発生したもの

に限る。） 

 ・私人間における性別による差別的取扱いで、不利益や被害を受け、相手方に改善

等を求めるもの。 

（例）セクシュアル・ハラスメント、配偶者等の間の暴力、性別による差別的取扱

いなど。 
 
３ 申出資格 

  神戸市内に在住、在勤又は在学する者、市内の事業者又は団体 
 
４ 対象外事案 

・裁判所において係争中の事案又は裁判所の確定した判決若しくは決定に係る事案 

・行政不服審査法に規定する不服申立ての審理中の事案又は裁決若しくは決定に係る

事案 

・男女雇用機会均等法第 12 条に規定する紛争に係る事案（募集・採用、配置・昇進・

教育訓練、一定の福利厚生、定年・退職・解雇における差別についての紛争） 

・神戸市男女共同参画の推進に関する条例又は神戸市男女共同参画の推進に関する条

例施行規則の規定に基づく苦情処理委員の行為に関する事案 

・その他、議会に請願・陳情を行っている事案、監査委員に住民監査請求を行ってい

る事案など、苦情処理委員に調査を命ずることが適当でないと認める事項 

 ・人権を侵害された場合の申出が、当該人権の侵害があった日から１年を経過した日

以降にされた場合は、調査が困難なため、原則として制度の対象とならない。 

 

５ 処理の方法 

  申出があった場合、苦情処理委員は、申出の内容について、施策の担当機関又は申

出に係る関係人から説明を受けるなどの調査を行う。 

  市長は、苦情処理委員の調査結果と意見を踏まえて必要があると認めるときは、施

策については是正の指示を、人権侵害については、関係人に助言又は是正の要望を行

う。なお、必要に応じて、適切な機関へ引き継ぐこともある。 
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＜処理の流れ＞ 
 
 
 
 
 
                         申出書提出 

 

 

    申出人 

    へ通知 

 

 

                            調査及び処理を依頼 

 

 

 

 
 
 
   

 
 
 
                      

                        調査・合議・処理結果、意見を報告 

 
 
                      

 
                       
 
 
                                    

 
 

                                   

 
 
 

市民・事業者 
市の男女共同参画に関する施策につ

いての苦情・提案の申出 
男女共同参画に関する人権が侵害され

た場合の相談の申出 

苦情処理委員（専門調査員） 

（施策への提案・苦情）            （人権侵害の相談） 

 

 

 

                            

 

             

申出人の面接等 

市  長 

 要件審査 

調査開始の決定 

担当課に対する調査 関係人に対する調査 

 

 

 

 

市

担

当

課 

合 議 

調査及び処理の結果のまとめ 

 

 

 

 

関

係

人

 

市  長 

 

 

 

 

 

 

 

必要な措置等の決定 

申出人に通知 
調査結果、委員の

意見、措置の内容

 
是正の指示 

 
助言・是正の要望 

講じた措置の状況の報告

申出人に通知 
調査結果、委員

の意見、指示し

た措置の内容 

(施策への提案・苦情) (人権侵害の相談) 

担当課 
に通知 

関係人

に通知 

(協力を得た上で) 
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６ 委員名簿（敬称略 50 音順）（平成 22 年 10 月現在） 

（1）男女共同参画苦情処理委員 

・ 有光 毬子 （生活協同組合コープこうべ 顧問） 

・ 岸本 洋子 （弁護士） 

・ 山下  淳 （関西学院大学法学部教授） 

（2）専門調査員 

・ 白岩 優姫 （大阪大学大学院人間科学研究科 博士後期課程） 

・ 城内 喜博 （兵庫県経営者協会 常務理事） 

・ 中村 留美 （弁護士） 

 

 

７ 平成 21 年度申出処理の状況（平成 21 年 4 月 1日～平成 22 年 3 月 31 日） 

（1）申出及び相談件数 

区 分 20 年度から引

き継いだ件数

21 年度 
申出件数 

21 年度問い合

わせ・相談件数

計   
 うち申出件数 

施策 ０ ０ ０  ０    ０ 
人権侵害 ０ ０ ０  ０    ０ 
    計 ０ ０ ０ ０    ０ 

       

（2）申出の処理状況 

区 分 処理終了 処理継続中 計 
施策 ０ ０ ０ 
人権侵害 ０ ０ ０ 
     計 ０ ０ ０ 
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西暦 元号

・ 総理府婦人問題担当室設置 ・

・ 婦人問題企画推進本部設置

（本部長：内閣総理大臣）

・ 婦人問題企画推進会議設置

・ 育児休業法施行（教職員等） ・ 「国連婦人の10年」スタート

・ 民法一部改正 ・

(離婚後の婚氏続称制度新設)

・ 婦人問題担当室設置 ・
・ 神戸婦人大学開校
・ 海外指導者研修第1回派遣 ・ 国立婦人教育会館開館

・ ・

・ 神戸婦人白書「78歳の時代」刊行

・

・

・ ・

・ ・ ・  「女子差別撤廃条約」発効

・

・

・

・

1983 58 ・ 婦人問題資料室開室

・ 婦人問題啓発紙「W＆M」発刊 ・

（～H11年度）

・ ・ ・

・ 女子差別撤廃条約批准

・ 生活扶助基準額の男女差解消

・ ・ 男女雇用機会均等法施行

・

・ ・

・

・ 神戸市パート婦人の調査（3月）

1988 63 ・  「神戸市女性計画」策定(3月)

・ 小学生向け男女平等啓発資料
「できることいっぱい」発行

・

・ ・

・ ・

・ ・

・ 女性計画推進室に改称 ・ 婦人問題担当大臣設置

・  「神戸市女性計画」部分改定(6月)

・ 女性のための相談室開設(9月)

  「女子に対するあらゆる形態の差
別の撤廃に関する条約（女子差別
撤廃条約）」を採択（第34回国連総
会）

国際婦人年世界会議 （メキシコシ
ティ）［第1回］「世界行動計画」採
択

第1期懇話会より 「神戸市婦人計
画のための5つの指針100の提言」
提出（7月)

 「国連婦人の十年」中間年世界会
議で「女子差別撤廃条約」に署名

 第3期神戸市婦人問題推進懇話
会設置、「神戸市婦人計画の指
針」見直し開始（Ｓ60.１～62.3）

1991 3

第4期神戸市婦人問題推進懇話会
設置（Ｈ2.7～4.2）

41992

第4期懇話会より 「高齢化社会の
進展にともなう女性施策のあり方」
について提言（8月）
 神戸市生活学習センター開館（3
月)

1990 2

1989

男女共同参画行政のあゆみ

神戸市のあゆみ 国のあゆみ 世界のあゆみ

1975

 第1期神戸市婦人問題推進懇話
会設置（Ｓ54.11～56.7）

ILO事務局に婦人労働問題担当
室設置

1976 51

1977 52
 婦人問題企画推進本部「国内行
動計画」決定

「第1回神戸婦人問題シンポジウ
ム」開催

1979 54  神戸市婦人問題推進庁内連絡会
議設置

1985 60

1980 55

1981 56

1984 59

1982 57

 「国連婦人の10年」中間年世界会
議（コペンハーゲン）［第2回］にお
いて「国連婦人の十年後半期行動
プログラム」を採択

 「国内行動計画後期重点目標」策
定

1987 62

第3期懇話会より 「神戸市婦人計
画の指針」見直しに関する提言（3
月)

国民年金法一部改正（婦人の年金
権保障）

1986 61

婦人問題企画推進有識者会議意
見書提出
 「西暦2000年に向けての新国内行動計
画－男女共同参加型社会の形成を目
指す」策定

ILO総会「男女労働者特に家族的
責任を有する労働者の機会均等
及び均等待遇に関する条約（156
号）」採択

国連経済社会理事会 「婦人の地
位向上のためのナイロビ将来戦略
に関する第1回見直しと評価に伴う
勧告及び結論」を採択

家庭科教育に関する検討会議報
告

国籍法、戸籍法一部改正（父系血
統主義→父母両系血統主義）

 「国連婦人の10年」最終年世界会
議（ナイロビ）［第3回］において「西
暦2000年に向けての婦人の地位
向上のための将来戦略」を採択

民法、家事審判法一部改正（配偶
者の相続分1／3→1／2、寄与分
与制度の新設）

昭和
50

平成
元

育児休業法施行（民間企業・国家
公務員）

 第2期神戸市婦人問題推進懇話
会設置、指針の推進とチェック（Ｓ
57.10～59.10）

 「西暦2000年に向けての新国内行
動計画」第1次改定

小学生に対する男女の役割に関
する意識調査（9月）

 「神戸市婦人計画の指針」策定(4
月)

「2000年に向かってはばたく婦人
展」の開催
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西暦 元号

・ ・ ・

・ パートタイム労働法施行

・ ・ 高校の家庭科男女共修開始 ・ 国際人口・開発会議（カイロ）

・ 男女共同参画室設置 「カイロ宣言及び行動計画」採択

・ 女性問題学習ハンドブック発行 ・ 男女共同参画審議会設置

・ 人材リスト作成 ・ 男女共同参画推進本部

(本部長：内閣総理大臣）

・ 子どもの権利条約批准

（阪神・淡路大震災＜1月17日＞） ・ 育児休業法改正 ・

・ （→育児・介護休業法）

・

・ 被災女性のための就業支援講座

・ 第1回神戸女性フォーラム開催

・ ・

・

・

・ ・ 男女雇用機会均等法改正

・ 労働基準法改正

・

・ ・

・ 男女共同参画課に改称

・

・ 神戸市男女共同参画推進本部設
置（本部長：市長）　（1月）

・

・

・ ・ ストーカー規制法施行 ・

・  「男女共同参画基本計画」策定

・ ・ 人権教育・啓発推進法施行

・

・  「できることいっぱい」改訂版発行

・

・ ・

・
・

・ 配偶者暴力防止法の施行

・

・ ・

・

・

・

・

平成
5

世界のあゆみ

第5期神戸市女性計画推進懇話会
設置（H6.4～8.4）

1993

1994 6

中学校の技術・家庭科男女共修開
始

「神戸市民の男女共同社会に関す
る意識調査」（2月）

国連総会「女性に対する暴力の撤
廃に関する宣言」採択

神戸市のあゆみ

 「男女共同参画2000年プラン－男
女共同参画社会の形成の促進に
関する西暦2000年までの国内行動
計画」策定

男女共同参画審議会が「男女共同
参画ビジョン」　答申

1996 8

第2期懇話会より「こうべ男女共同
参画プラン21の見直しについて」
報告(8月）

第2期神戸市男女共同参画懇話会
設置（H14.3～15.7）

1997 9

132001

セクシュアル・ハラスメント防止ハン
ドブックの発行

中央省庁等改革により内閣府に男
女共同参画局、男女共同参画会
議を設置

育児・介護休業法改正（一部を除
き平成14年4月1日より施行）

「仕事と子育ての両立支援策につ
いて」閣議決定

第1期懇話会より「男女共同参画社
会の形成の促進に関する施策の
基本的な方向に関する論点整理」
報告（3月）

国連女性2000年会議（ニューヨー
ク）開催

122000

 「こうべ男女共同参画推進月間」
設置（毎年10月）

 神戸市男女共同参画センター設
置（神戸市生活学習センターをリ
ニューアル・オープン）　(4月）

第1期神戸市男女共同参画懇話会
設置（H12.3～14.3）

「女性の登用促進のための人材リ
スト」作成（3月）

第4回世界女性会議（北京）におい
て「北京宣言及び行動綱領」採択

第6期神戸市女性計画推進懇話会
設置（H8.12～10.3）

被災女性のための「こころのケア特
別相談」

1998 10

 「こうべ男女共同参画プラン21」策
定（9月）

71995

国連人権委員会「女性に対する暴
力をなくす決議」採択

育児・介護休業法改正（一部を除
き平成11年4月1日より施行）

男女共同参画社会基本法公布・施
行

男女共同参画審議会「男女共同参
画社会基本法（仮称）」答申

神戸市男女共同参画推進会議設
置（4月）

2002 14

アフガニスタンの女性支援に関す
る懇談会設置

「条例の制定について市民の意見
を聴く会」開催(9月）

「仕事と子育ての両立に関する企
業及び従業員調査」（3月）

1999 11

国のあゆみ

「こうべ男女共同参画プラン21」第1
次改定（11月）

 「男女が共につくり共にになう社会
の実現に向けた啓発事業のあり
方」提言

「新しい女性計画への意見を聴く
会｣開催（8月）

 第6期懇話会より「新・神戸市女性
計画」に対する提言（3月）
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西暦 元号
・

・ ・

・ ・ 女子差別撤廃委員会最終コメント
・ 次世代育成支援対策推進法施行

・ ・ 少子化社会対策基本法施行

・

・ ・

・

・ ・ ・

・

・ ・ 「男女雇用機会均等法」改正
・

・

・ ・

・

・ ・

・ ・

・ ・

・

・

「仕事と生活の調和（ワーク・ライ
フ・バランス）憲章」及び「仕事と生
活の調和推進のための行動指針」
策定（12月）

東アジア男女共同参画担当大臣
会合開催

2007 19

2006 18
「女性の再チャレンジ支援プラン」
改定（12月）

第3期神戸市男女共同参画審議会
設置（7月）

配偶者暴力相談支援センター業
務開始（11月）

審議会より「神戸市男女共同参画
計画の見直しについて」答申（11
月）

第49回国連婦人の地位委員会／
「北京＋10」閣僚級会合（ニュー
ヨーク）開催

｢配偶者からの暴力の防止及び被
害者の保護に関する法律の一部を
改正する法律」成立（5月）施行（12
月）

第2期神戸市男女共同参画審議会
設置（7月）

「男女共同参画計画（第2次）」策定
（12月）
「女性の再チャレンジ支援プラン」
策定（12月）

2005 17

｢こうべ男女いきいき事業所表彰」
制度開始（10月）

神戸市男女共同参画審議会設置
（7月）
神戸市男女共同参画申出処理制
度開始(10月)

第2期懇話会より「神戸市における
男女共同参画社会の実現に関す
る条例の基本的考え方について」
提言（12月)

2003 15

2002
平成
14

神戸市のあゆみ 国のあゆみ 世界のあゆみ

「神戸市男女共同参画の推進に関
する条例」施行（4月）

｢女性のチャレンジ支援策につい
て」（男女共同参画会議）

「次世代育成支援対策推進法」改
正の一部施行(4月)

「育児・介護休業法」改正の一部施
行(9月)

2004 16

審議会より「神戸市男女共同参画
計画の策定について」答申（2月）
「神戸市男女共同参画計画」策定
（4月）

「配偶者からの暴力の防止及び被
害者の保護に関する法律の一部を
改正する法律」施行（1月）

2008 20

「神戸市男女共同参画計画（第2
次）」策定（3月）

2010 22

2009 21

「神戸市配偶者暴力対策基本計
画」策定(3月)

「仕事と生活の調和（ワーク・ライ
フ・バランス）憲章」及び「仕事と生
活の調和推進のための行動指針」
一部改正（6月）

女子差別撤廃委員会からの最終
見解(8月)

第4期神戸市男女共同参画審議会
設置(7月)

・ 「育児・介護休業法」改正施行(6
月)  

 

 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

神戸市市民参画推進局市民生活部男女共同参画課 

     〒650-8570 神戸市中央区加納町 6丁目 5番 1号 

     ＴＥＬ 078-322-5179  ＦＡＸ 078-322-6034 

http://www.city.kobe.lg.jp/life/community/cooperation/ 
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